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改 訂 前 改 訂 後 

第 4 章 危険物等災害対策 

 

本計画は、市内において危険物等(石油類、高圧ガス、火薬類、

毒劇物及び放射性物質(放射性同位元素またはそれを含有する

物質等放射線を放出する物質)をいう。以下同じ。)の漏洩・流

出、飛散、火災、爆発による多数の死傷者等の発生する災害が

発生し、または発生するおそれがある場合に、関係機関、関係

団体及び事業者がとるべき対策について定める。 

 

第 1 節 災害予防 

危険物等災害の発生を予防するとともに、それが発生した場

合の被害の軽減を図るため、関係機関、関係団体及び事業者は、

次の対策を講じる。 

 

第1 危険物等の予防対策（各災害共通事項） 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

危険物等災害の発生を予防するために必要な施設の安全性の

確保や災害応急・復興体制への備えを行う計画である。 

 

2 対策項目 

1 危険物等関係施設の安全性の確保 

2 災害応急対策、災害復旧への備え 

第４章 危険物等災害対策 

 

本計画は、市内において危険物等(石油類、高圧ガス、火薬

類、毒劇物及び放射性物質(放射性同位元素またはそれを含有

する物質等放射線を放出する物質)をいう。以下同じ。)の漏

洩・流出、飛散、火災、爆発による多数の死傷者等の発生する

災害が発生し、または発生するおそれがある場合に、防災関係

機関、関係団体及び事業者がとるべき対策について定める。 

 

第１節 災害予防 

危険物等災害の発生を予防するとともに、それが発生した

場合の被害の軽減を図るため、防災関係機関、関係団体及び事

業者は、次の対策を講じる。 

 

第１ 危険物等災害の予防対策（各危険物等災害共通事項） 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

危険物等災害の発生を予防するために必要な施設の安全性

の確保や災害応急・復旧体制への備えを行う計画である。 

 

２ 対策項目 

１ 危険物等関係施設の安全性の確保 

２ 災害応急対策、災害復旧への備え 
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改 訂 前 改 訂 後 

3 防災知識の普及、住民の訓練 

 

■ 対策 

1 危険物等関係施設の安全性の確保--------------------

--------------【市(総務部)、防災関係機関、危険物取扱事業者】 

(1) 保安体制の確立 

1) 事業者の対応 

危険物等の貯蔵・取扱いを行う者(以下、本編において「事

業者」という。)は、法令で定める技術基準を遵守するととも

に、自主保安規程等の策定、自衛消防組織等の設置並びに貯

蔵、取扱い施設等の定期点検、自主点検の実施等の自主保安体

制の整備を推進するものとする。 

また、災害が生じた場合は、その原因の徹底的な究明に努

め、再発防止に資すものとする。 

2) 市の対応 

市は、危険物等関係施設に対する立入検査を徹底し、施設の

安全性の確保に努めるものとする。 

危険物等災害が生じた場合に、その原因の徹底的な究明に

努め、原因究明を受けて必要な場合には、法令で定める技術基

準の見直し等を国に要請するなど、危険物等関係施設の安全

性の向上に努めるものとする。 

3) その他防災関係機関の対応 

消防機関及び警察は、必要に応じ、立入検査等を実施し、危

険物等保管状態、自主保安体制等実態を把握し、資機材を整

３ 防災知識の普及、住民の訓練 

 

■ 対 策 

１ 危険物等関係施設の安全性の確保-------------------

------【市(総務部)、防災関係機関、危険物等取扱事業者】 

(1) 保安体制の確立 

1) 事業者の対応 

危険物等の貯蔵・取扱いを行う者（以下、本章において「事

業者」という。）は、法令で定める技術基準を遵守するととも

に、自主保安規程等の策定、自衛消防組織等の設置並びに貯

蔵、取扱い施設等の定期点検、自主点検の実施等の自主保安体

制の整備を推進するものとする。 

また、災害が生じた場合は、その原因の徹底的な究明に努

め、再発防止に資すものとする。 

2) 市の対応 

市は、危険物等関係施設に対する立入検査を徹底し、施設の

安全性の確保に努める。 

危険物等災害が生じた場合に、その原因の徹底的な究明に

努め、原因究明を受けて必要な場合には、法令で定める技術基

準の見直し等を国に要請するなど、危険物等関係施設の安全

性の向上に努める。 

3) その他防災関係機関の対応 

消防機関及び警察署は、必要に応じ、立入検査等を実施し、

危険物等の保管状態、自主保安体制等の実態を把握し、資機材
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改 訂 前 改 訂 後 

備、充実し、災害発生時における初動措置体制の確立を図るも

のとする。 

 

(2) 保安教育の実施 

1) 市及び他の防災関係機関の対応 

市及び他の防災関係機関は、事業者及び危険物取扱者等の

有資格者等に対し、講習会、研修会の実施等により保安管理及

び危険物等に関する知識の向上を図り、危険物等関係施設に

おける保安体制の強化を図るものとする。 

2) 事業者の対応 

従業員等に対する保安教育や防災訓練を実施し、自主防災

体制の確立に努めるものとする。 

 

2 災害応急対策、災害復旧への備え---------------------

----------------------------【市(総務部)、危険物取扱事業者】 

(1) 情報の収集・連絡体制の整備 

市及び事業者は、危険物等災害が発生した場合において、夜

間、休日の場合等を含めて、迅速・的確な応急対策がとれるよ

う、情報収集・連絡体制を整備するものとする。また、災害時

の情報通信手段について、無線通信ネットワークの整備・拡

充、ネットワーク間の連携等、平常時からその確保と管理・運

用体制の構築に努めるものとする。また、市は、緊急時の通報

連絡体制を確立するとともに、災害現場や調整機関等で情報

収集・連絡にあたる要員をあらかじめ定めるなどして、緊急時

を整備、充実するなど、災害発生時における初動措置体制の確

立を図るものとする。 

 

(2) 保安教育の実施 

1) 市及び他の防災関係機関の対応 

市及び他の防災関係機関は、事業者及び危険物取扱者等の

有資格者等に対し、講習会、研修会の実施等により保安管理及

び危険物等に関する知識の向上を図り、危険物等関係施設に

おける保安体制の強化を図るものとする。 

2) 事業者の対応 

事業者は、従業員等に対する保安教育や防災訓練を実施し、

自主防災体制の確立に努めるものとする。 

 

２ 災害応急対策、災害復旧への備え--------------------

--------------------【市(総務部)、危険物等取扱事業者】 

(1) 情報の収集・連絡体制の整備 

市及び事業者は、危険物等災害が発生した場合において、夜

間、休日の場合等を含めて、迅速・的確な応急対策がとれるよ

う、情報収集・連絡体制を整備する。災害時の情報通信手段に

ついては、無線通信ネットワークの整備・拡充、ネットワーク

間の連携等、平常時からその確保と管理・運用体制の構築に努

めるものとする。また、市は、緊急時の通報連絡体制を確立す

るとともに、災害現場や調整機関等で情報収集・連絡にあたる

要員をあらかじめ定めるなどして、緊急時の体制を整備する。 
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改 訂 前 改 訂 後 

の体制を整備するものとする。 

 

(2) 職員の活動体制の整備 

市及び事業者は、それぞれの実情に応じ、非常参集体制の整

備を図るとともに、それぞれの災害時活動マニュアルを作成

し、職員に災害時の活動内容等を周知させるものとする。 

 

(3) 防災関係機関相互の連携体制 

市及び事業者は、災害発生時には、防災関係機関相互の連携

体制が重要であることから、それぞれの機関は、応急活動及び

復旧活動に関し、相互応援の協定を締結する等平常時より連

携を強化しておくものとする。また、事業者は、資機材の調達

に係る相互応援体制の整備を推進するものとする。 

なお、本市においては、既に以下の協定を締結しており、今

後は、より具体的、実践的な連携体制の強化を図っていくもの

とする。 

・「災害時等の相互応援に関する協定」(県下全市町村) 

・「茨城県広域消防相互応援協定」(県下全消防本部) 

 

(4) 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

市及び事業者は、災害時に迅速に応急活動が行えるよう、そ

れぞれの実情に応じ、救助・救急用資機材、医療資機材及び消

火用資機材等の備蓄や整備に努める。 

 

 

 

(2) 職員の活動体制の整備 

市及び事業者は、それぞれの実情に応じ、非常参集体制の整

備を図るとともに、災害時活動マニュアルを作成し、職員に災

害時の活動内容等を周知させるものとする。 

 

(3) 防災関係機関相互の連携体制 

市及び事業者は、災害発生時には、防災関係機関相互の連携

体制が重要であることから、応急活動及び復旧活動に関し、相

互応援の協定を締結する等、平常時より連携を強化しておく

ものとする。また、事業者は、資機材の調達に係る相互応援体

制の整備を推進するものとする。 

なお、本市においては、既に以下の協定を締結しており、今

後は、より具体的、実践的な連携体制の強化を図っていく。 

・「災害時等の相互応援に関する協定」(県下全市町村) 

・「茨城県広域消防相互応援協定」(県下全消防本部) 

 

 

(4) 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

市及び事業者は、災害時に迅速に応急活動が行えるよう、そ

れぞれの実情に応じ、救助・救急用資機材、医療資機材及び消

火用資機材等の備蓄や整備に努める。 
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改 訂 前 改 訂 後 

(5) 緊急輸送活動体制の整備 

市は、県と協力の上で、災害時の応急活動用資機材等の円滑

な輸送を行うため、道路交通管理体制の整備を図るものとす

る。 

 

(6) 危険物等の大量流出時における防除活動への備え 

市及び事業者は、オイルフェンス、油処理剤、油吸着剤の流

出油防除資機材、化学消火薬剤等の消火用資機材、中和剤等防

災薬剤及び避難誘導に必要な資機材の整備に努めるものとす

る。また、緊急時における防災関係機関の協力体制の確立に努

めるものとする。 

 

(7) 避難収容活動体制の整備 

市は、あらかじめ、避難場所・避難路を指定し、住民への周

知徹底に努めるとともに、発災時の避難誘導計画を作成し、訓

練を行うものとする。 

 

(8) 防災関係機関等の防災訓練の実施 

市及び事業者は、危険物等事故内容及び被害の想定を明ら

かにするなど、実践的で、相互に連携した訓練を定期的・継続

的に実施するとともに、訓練後には評価を行い、課題等を明ら

かにし、必要に応じ体制等の改善を行うものとする。 

 

(9) 災害復旧への備え 

(5) 緊急輸送活動体制の整備 

市は、県と協力の上で、災害時の応急活動用資機材等の円滑

な輸送を行うため、道路交通管理体制の整備を図る。 

 

 

(6) 危険物等の大量流出時における防除活動への備え 

市及び事業者は、オイルフェンス、油処理剤、油吸着剤の流

出油防除資機材、化学消火薬剤等の消火用資機材、中和剤等防

災薬剤及び避難誘導に必要な資機材の整備に努める。また、緊

急時における防災関係機関の協力体制の確立に努めるものと

する。 

 

(7) 避難収容活動体制の整備 

市は、あらかじめ、避難場所・避難路を指定し、住民への周

知徹底に努めるとともに、発災時の避難誘導計画を作成し、訓

練を行う。 

 

(8) 防災関係機関等の防災訓練の実施 

市及び事業者は、危険物等事故内容及び被害の想定を明ら

かにするなど、実践的で、相互に連携した訓練を定期的・継続

的に実施するとともに、訓練後には評価を行い、課題等を明ら

かにし、必要に応じ体制等の改善を行う。 

 

(9) 災害復旧への備え 
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改 訂 前 改 訂 後 

市及び事業者は、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重

要な所管施設の構造図等の資料を整備しておくとともに、資

料の被災を回避するため、複製を別途保存するよう努めるも

のとする。 

 

3 防災知識の普及、住民の訓練-------------------------

--------------------------------【市(総務部)、防災関係機関】 

市及び防災関係機関は、危険物安全週間や防災関連行事等を

通じ、住民に対し、その危険性を周知するとともに、災害発生

時にとるべき行動、避難場所での行動等防災知識の普及、啓蒙

を図るものとする。また、防災的見地から防災アセスメントを

行い、地域住民、とりわけ高齢者、障がい者、外国人、乳幼児

等避難行動要支援者に配慮した適切な避難や防災活動に資する

防災マップ、地域別防災カルテ、災害時の行動マニュアル等を

わかりやすく作成し、住民等に配布するとともに、研修を実施

する等防災知識の普及啓発に努めるものとする。 

 

市及び事業者は、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重

要な所管施設の構造図等の資料を整備しておくとともに、資

料の被災を回避するため、複製を別途保存するよう努める。 

 

 

３ 防災知識の普及、住民の訓練------------------------

--------------------------【市(総務部)、防災関係機関】 

市及び防災関係機関は、危険物安全週間や防災関連行事等

を通じ、住民に対し、その危険性を周知するとともに、災害発

生時にとるべき行動、避難場所での行動等防災知識の普及、啓

蒙を図るものとする。また、防災的見地から防災アセスメント

を行い、地域住民、とりわけ高齢者、障がい者、外国人、乳幼

児等の要配慮者に配慮した適切な避難や防災活動に資する防

災マップ、地域別防災カルテ、災害時の行動マニュアル等をわ

かりやすく作成し、市民等に配布するとともに、研修を実施す

る等防災知識の普及啓発に努める。 

 

第 2 石油類等危険物施設の予防対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

石油類等危険物（消防法（昭和 23年法律第 186 号）第 2条第

7 項に規定されているもの）施設に関する予防対策は、共通事

項に定めるほか次のとおりとする。 

第２ 石油類等危険物施設の予防対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

石油類等危険物（消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第２条

第７項に規定されているもの）施設に関する予防対策は、共通

事項に定めるほか次のとおりとする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

2 対策項目 

1 施設の保全 

2 石油貯蔵タンクの安全対策 

3 保安体制の確立 

 

■ 対策 

1 施設の保全----------------【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、消防法第 12 条(施設の維持管理義務)及び同法第

14 条の 3 の 2(定期点検義務)等の規定を遵守し、危険物施設の

保全に努める。 

 

2 石油貯蔵タンクの安全対策 

(1) 地盤対策---------------------------------【下妻消防署】 

下妻消防署は、一定規模以下の貯蔵タンクについても不等

沈下、移動、配管の切断、亀裂等の事故防止のため、タンクの

設置される箇所の地盤調査、工法等技術上の基準について配

慮するよう指導するものとする。また、既設タンクについて

は、事業所に対し適時または定期的に沈下測定を行い基礎修

正及び各種試験による自主検査体制の確立について指導する

ものとする。 

 

(2) 防災設備の強化-------------【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、耐震、防火上の配慮と防油堤の強化及び敷地周辺

 

２ 対策項目 

１ 施設の保全 

２ 石油貯蔵タンクの安全対策 

３ 保安体制の確立 

 

■ 対 策 

１ 施設の保全---------------【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、消防法第 12 条（施設の基準維持義務）及び同法

第 14 条の３の２（定期点検義務）等の規定を遵守し、石油類

等危険物施設の保全に努める。 

 

２ 石油貯蔵タンクの安全対策 

(1) 地盤対策---------------------------------【下妻消防署】 

下妻消防署は、一定規模以下の貯蔵タンクについても不等

沈下、移動、配管の切断、亀裂等の事故防止のため、タンクの

設置される箇所の地盤調査、工法等技術上の基準について配

慮するよう指導するものとする。また、既設タンクについて

は、事業所に対し適時または定期的に沈下測定を行い基礎修

正及び各種試験による自主検査体制の確立について指導する

ものとする。 

 

(2) 防災設備の強化-------------【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、耐震、防火上の配慮と防油堤の強化及び敷地周辺
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改 訂 前 改 訂 後 

の防護措置の強化を図るものとする。 

 

(3) 防災管理システムの強化-----【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、漏洩、流出の感知と警報装置の整備の推進や、配

管部の切替等による被害防止のための緊急遮断装置の導入を

進めるとともに、非常時の通報体制の確立と教育訓練の徹底

を図る。 

 

3 保安体制の確立-【下妻消防署、石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、消防法第 14 条の 2 の規定に基づく予防規程の内

容を常に見直し、操業実態に合ったものとするとともに、従業

員に対する保安教育や防災訓練を実施し、自主防災体制の確立

に努め、隣接する事業所間との自衛消防隊の相互協力体制の強

化を図るものとする。  

下妻消防署は、危険物施設の位置・構造・設備の状況及び危

険物の貯蔵・取扱の方法が、危険物関係法令に適合しているか

否かについて立入検査を実施し、必要がある場合は、事業所の

所有者、管理者または占有者に対し、災害防止上必要な助言ま

たは指導を行うものとする。 

 

の防護措置の強化を図るものとする。 

 

(3) 防災管理システムの強化-----【石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、漏洩、流出の感知と警報装置の整備の推進や、配

管部の切替え等による被害防止のための緊急遮断装置の導入

を進めるとともに、非常時の通報体制の確立と教育訓練の徹

底を図る。 

 

３ 保安体制の確立-------------------------------------

--------------【下妻消防署、石油類等危険物取扱事業者】 

事業者は、消防法第 14条の２の規定に基づく予防規程の内

容を常に見直し、操業実態に合ったものとするとともに、従業

員に対する保安教育や防災訓練を実施し、自主防災体制の確

立に努め、隣接する事業所間との自衛消防隊の相互協力体制

の強化を図るものとする。 

下妻消防署は、危険物施設の位置・構造・設備の状況及び危

険物の貯蔵・取扱いの方法が、危険物関係法令に適合している

か否かについて立入検査を実施し、必要がある場合は、事業所

の所有者、管理者または占有者に対し、災害防止上必要な助言

または指導を行うものとする。 

 

第 3 高圧ガス・火薬類の予防対策 

 

■ 基本事項 

第３ 高圧ガス・火薬類の予防対策 

 

■ 基本事項 
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改 訂 前 改 訂 後 

1 趣旨 

高圧ガス（高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204 号）第 2条

に規定されるもの）及び火薬類（火薬類取締法（昭和 25 年法律

第 149 号）第 2 条に規定されるもの）の予防対策は共通事項に

定めるほか次のとおりとする。 

 

2 対策項目 

1 一般高圧ガス（毒性ガスを除く高圧ガス）・火薬類

対策 

2 毒性ガス対策 

3 LP ガスの予防対策 

 

■ 対策 

1 一般高圧ガス(毒性ガスを除く高圧ガス)・火薬類対策 

(1) 高圧ガス等の保安検査、立入検査及び保安団体の自主保安活

動の推進---------------------------------------------【県】 

高圧ガス等の保安検査、立入検査及び保安団体の自主保安

活動の推進は、県の事務として行う。 

 

 

(2) 火薬類搬送時の安全指示-------------------【県警察本部】 

火薬類運搬の届出があった場合の積載方法の指示等は、県

警察本部の事務として行う。 

 

１ 趣 旨 

高圧ガス（高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号）第２

条に規定されるもの）及び火薬類（火薬類取締法（昭和 25 年

法律第 149 号）第２条に規定されるもの）の予防対策は共通事

項に定めるほか次のとおりとする。 

 

２ 対策項目 

１ 一般高圧ガス（毒性ガスを除く高圧ガス）・火薬類対

策 

２ 毒性ガス対策 

３ ＬＰガスの予防対策 

 

■ 対 策 

１ 一般高圧ガス(毒性ガスを除く高圧ガス)・火薬類対策 

(1) 高圧ガス等の保安検査、立入検査及び保安団体の自主保安活

動の推進---------------------------------------【県】 

県は、高圧ガス・火薬類の製造、販売、貯蔵、運搬、消費及

び取扱い等を規制し、指導を行うともに、関係業種別に保安団

体の自主保安活動を積極的に推進する。 

 

(2) 火薬類搬送時の安全指示-------------------【県警察本部】 

県警察本部は、火薬類運搬の届出があった場合、災害の発生

防止、公共の安全維持のため必要がある時は、運搬日時、通路

もしくは方法、または火薬類の性状もしくは積載方法につい
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

2 毒性ガス対策 

(1) 毒性ガス取扱施設に係る事故対策の推進 

1) 事業者の対策----【市(総務部)、毒性ガス取扱事業者、住民】 

① 市域内に事業所を置く事業者は、市が実施する防

災訓練に参加し、近隣住民と一体の防災訓練を実

施するものとする。 

② 被害を最小限に止めるため、事業所の立地条件及

び施設の配置状況を勘案し、風向計等を設置する

ものとする。 

③ 発災時の近隣住民の避難のために、必要な広報手

順、ガスマスク等防災用機器の整備を図るととも

に、市等行政機関と日頃から連携を密にし、対策

を講じるものとする。 

④ 関連事業者による有毒ガス事故対策協議会等を

結成するなどして、発災時における応急対策の協

力体制の整備に努めるものとする。 

 

2) 市の対策---------------------------------【市(総務部)】 

市は、毒性ガス漏洩を想定し、住民への広報手段、避難

誘導法、避難場所をあらかじめ定めておく。また、事業者

との緊急連絡体制を整備するものとする。 

 

て必要な指示を行う。 

 

２ 毒性ガス対策 

(1) 毒性ガス取扱施設に係る事故対策の推進-----------------

--------------【市(総務部)、毒性ガス取扱事業者、住民】 

1 )  事業者の対策 

①市域内に事業所を置く事業者は、市が実施する防災訓

練に参加し、近隣住民と一体の防災訓練を実施するも

のとする。 

②被害を最小限に止めるため、事業所の立地条件及び施

設の配置状況を勘案し、風向計等を設置するものとす

る。 

③発災時の近隣住民の避難のために、必要な広報手順、

ガスマスク等防災用機器の整備を図るとともに、市等

行政機関と日頃から連携を密にし、対策を講じるもの

とする。 

④関連事業者による有毒ガス事故対策協議会等を結成

するなどして、発災時における応急対策の協力体制の

整備に努めるものとする。 

2 )  市 の 対 策 

市は、毒性ガス漏洩を想定し、市民への広報手段、避難誘導

法、避難場所をあらかじめ定めておく。また、事業者との緊急

連絡体制を整備するものとする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

3 LP ガスの予防対策 

(1) 消防機関の対策---------------------------【下妻消防署】 

消防機関は、消防法の規定に基づき、必要に応じ、火災予防

査察を実施し、火災の未然防止を図る。また、災害予防上必要

と認めるときは、ガス事業者に対し保安上とるべき措置につ

いて通報する。 

 

(2) 事業者の対策-----------------------------【ガス事業者】 

前記通報を受けたときは、直ちに防災上必要な対策を講じ

ることができる体制を整備する。 

 

３ ＬＰガスの予防対策----------【下妻消防署、ガス事業者】 

( 1 )  消防機関の対策 

消防機関は、消防法の規定に基づき、必要に応じ、火災予防

査察を実施し、火災の未然防止を図る。また、災害予防上必要

と認める時は、ガス事業者に対し保安上とるべき措置につい

て通報する。 

 

(2) 事業者の対策 

(1)の通報を受けた時は、直ちに防災上必要な対策を講じる

ことができる体制を整備する。 

 

第 4 毒劇物取扱施設の予防対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

毒劇物（毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303 号）第 2

条に規定されているもの）の予防対策は共通事項に定めるほか

次のとおりとする。 

 

2 対策項目 

1 毒劇物多量取扱施設に対する指導の強化 

2 毒劇物多量取扱施設における保安体制の自己点検

の充実 

 

第４ 毒劇物取扱施設の予防対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

毒劇物（毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303 号）第

２条に規定されているもの）の予防対策は共通事項に定める

ほか次のとおりとする。 

 

２ 対策項目 

１ 毒劇物多量取扱施設に対する指導の強化 

２ 毒劇物多量取扱施設における保安体制の自己点検の

充実 
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改 訂 前 改 訂 後 

■ 対策 

1 毒劇物多量取扱施設に対する指導の強化----------【県】 

(1) 登録施設に対する指導 

毒劇物取扱登録施設の運営事業者に対する指導等は、県の

事務として行う。 

 

(2) 登録外施設に対する指導 

上記登録施設以外の業務上取扱施設に対する指導等も、登

録施設に準じて、県の事務として行う。 

 

 

2 毒劇物多量取扱施設における保安体制の自己点検の充

実 

(1) 危害防止規程の整備-----------------【毒劇物取扱事業者】 

事業者は、毒物または劇物による危害を防止するため次の

事項について危害防止規程を整備するものとする。 

1) 毒物または劇物関連設備の管理者の選任に関する事項 

2) 次に掲げる者に係る職務及び組織に関する事項 

① 毒物または劇物の製造、貯蔵または取扱の作業を

行う者 

② 設備等の点検・保守を行う者 

③ 事故時における関係機関への通報を行う者 

④ 事故時における応急措置を行う者 

 

 

■ 対 策 

１ 毒劇物多量取扱施設に対する指導の強化---------【県】 

(1) 登録施設に対する指導 

県は、毒物及び劇物取締法の規定により登録が義務づけら

れている施設に対しては、危害防止規定の整備を指導する。 

 

(2) 登録外施設に対する指導 

県は、(1)の登録施設以外の業務上取扱施設に対して、毒物

または劇物の取扱量を調査し、特に多量に取扱う施設に対し、

防災体制の整備を指導する。 

 

２ 毒劇物多量取扱施設における保安体制の自己点検の充

実 

(1) 危害防止規程の整備-----------------【毒劇物取扱事業者】 

事業者は、毒物または劇物による危害を防止するため、次の

事項について危害防止規程を整備するものとする。 

1) 毒物または劇物関連設備の管理者の選任に関する事項 

2) 次に掲げる者に係る職務及び組織に関する事項 

①毒物または劇物の製造、貯蔵または取扱いの作業を行

う者 

②設備等の点検・保守を行う者 

③事故時における防災関係機関への通報を行う者 

④事故時における応急措置を行う者 
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改 訂 前 改 訂 後 

3) 次に掲げる毒物または劇物関連設備の点検方法に関する事

項 

製造施設、配管、貯蔵設備、防液堤、除害設備、緊急移送設

備、散水設備、排水設備、非常用電源設備、非常用照明設備、

緊急制御設備等 

4) 3)に掲げる毒物または劇物関連施設の整備または補修に関

する事項 

5) 事故時における関係機関への通報及び応急措置に関する事

項 

6) 2)に掲げる者に関する教育訓練に関する事項 

 

3) 次に掲げる毒物または劇物関連設備の点検方法に関する事

項 

製造施設、配管、貯蔵設備、防液堤、除害設備、緊急移

送設備、散水設備、排水設備、非常用電源設備、非常用照

明設備、緊急制御設備等 

4) 3)に掲げる毒物または劇物関連施設の整備または補修に関

する事項 

5) 事故時における防災関係機関への通報及び応急措置に関す

る事項 

6) 2)に掲げる者に関する教育訓練に関する事項 

 

第 5 放射線使用施設等の予防対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

放射線使用施設等（放射性同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律（昭和 32年法律第 167 号）に規定される放射性

物質等を取り扱う施設又は核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）に規定される核

燃料物質の使用施設（原子力災害対策特別措置法（以下、「原災

法」という。）第 2条第 4 号に規定する事業所を除く。）及び放

射性物質の運搬（原災法第 2 条第 3 号に規定する原子力事業者

及びそれから運搬を委託された者が行う核燃料物質等の事業所

外運搬を除く。））に係る予防対策は共通事項に定めるほか、次

第５ 放射線使用施設等の予防対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

放射線使用施設等（放射性同位元素等による放射線障害の

防止に関する法律（昭和 32 年法律第 167 号）に規定される放

射性物質等を取扱う施設または核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）に規定

される核燃料物質の使用施設（原子力災害対策特別措置法（以

下、「原災法」という。）第２条第４号に規定する事業所を除

く。）及び放射性物質の運搬（原災法第２条第３号に規定する

原子力事業者及びそれから運搬を委託された者が行う核燃料

物質等の事業所外運搬を除く。））に係る予防対策は共通事項
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改 訂 前 改 訂 後 

のとおりとする。 

 

2 対策項目 

1 保安体制の強化 

2 維持管理指導の推進 

3 医療監視の実施 

4 運搬時の安全確保 

 

■ 対策 

1 保安体制の強化------------------------【放射線使用者】 

放射線使用者(放射性物質等を取り扱う者)は、漏洩すること

による環境汚染等の被害を防止するため、関係機関と連携して

保安体制を強化し、法令に定める適正な障害防止のための予防

措置、保安教育及び訓練の徹底による災害の未然防止を図るも

のとする。 

 

2 維持管理指導の推進------------------------------【国】 

放射線使用者に対する維持管理の指導等は、国の事務として

行う。 

 

 

3 医療監視の実施----------------------------------【県】 

医療監視及びそれに基づく指導は、県の事務として行う。 

 

に定めるほか、次のとおりとする。 

 

２ 対策項目 

１ 保安体制の強化 

２ 維持管理指導の推進 

３ 医療監視の実施 

４ 運搬時の安全確保 

 

■ 対 策 

１ 保安体制の強化-----------------------【放射線使用者】 

放射線使用者(放射性物質等を取扱う者)は、漏洩すること

による環境汚染等の被害を防止するため、防災関係機関と連

携して保安体制を強化し、法令に定める適正な障害防止のた

めの予防措置、保安教育及び訓練の徹底による災害の未然防

止を図るものとする。 

 

２ 維持管理指導の推進-----------------------------【国】 

国は、放射線使用者に対し、災害時における措置を放射線障

害予防規定に定める等、法令に基づき適正に維持管理するよ

う、指導の徹底を図る。 

 

３ 医療監視の実施---------------------------------【県】 

県は、医療法第 25 条第１項に基づく医療監視を行い、放射

線使用施設等（医療機関）に対し、医療法施行規則 第４章「医



第４章 危険物等災害対策 下妻市地域防災計画 その他の災害対策計画編 新旧対照表  

164 

 

改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

4 運搬時の安全確保------------------------【県警察本部】 

放射性物質またはそれにより汚染された物の運搬の際の各種

指示及び安全確保に関しては、県警本部の事務として行う。 

 

療用放射線の防護」の章の規定を遵守するよう、監視結果に基

づき指導するとともに、施設管理者が空間放射線量の増加と

空気中あるいは水中での放射能、化学薬品等による人的災害

の防止のための措置を講じるよう指導する。 

 

４ 運搬時の安全確保-----------------------【県警察本部】 

県警察本部は、放射性物質またはそれにより汚染された物

を運搬する旨の届出があった場合、災害の発生防止、公共の安

全確保のため必要がある時は、運搬日時、経路等について必要

な指示をする等により、運搬による災害発生防止を図る。 

 

第 6 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する予防

対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

原災法第 2条第 3 号に規定する原子力事業者及びそれから運

搬を委託された者（以下、「原子力事業者等」という。）が行う

核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する予防対策につい

ては、原子力災害の発生及び拡大の防止のため、原子力事業者

等、国、県、市等防災機関は相互に協力し、輸送容器の安全性、

輸送業務の特殊性等を踏まえ、危険時の措置等を迅速かつ的確

に行うため体制の整備を図るものとする。 

 

第６ 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する予防

対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

原災法第２条第３号に規定する原子力事業者及びそれから

運搬を委託された者（以下、「原子力事業者等」という。）が行

う核燃料物質等の事業所外運搬中の事故に対する予防対策に

ついては、原子力災害の発生及び拡大の防止のため、原子力事

業者等、国、県、市等防災機関は相互に協力し、輸送容器の安

全性、輸送業務の特殊性等を踏まえ、危険時の措置等を迅速か

つ的確に行うため体制の整備を図るものとする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

2 対策項目 

1 原子力事業所等の措置 

2 下妻消防署の措置 

3 県(警察機関等)の措置 

 

■ 対策 

1 原子力事業者等の措置---------------【原子力事業者等】 

原子力事業者等は、その業務に従事する職員に対し、必要か

つ十分な教育訓練を施すとともに、事故前の応急措置、事故時

対応組織の役割分担、携行する資機材等を記載した運搬計画書、

円滑な通報を確保するための非常時連絡表等を作成するととも

に、運搬を行うにあたっては、これら書類及び非常通信用資機

材並びに防災資機材を携行するものとする。 

また、必要な防災対応を的確に実施するため、必要な要員を

適切に配置するとともに、事故時に次の措置を適切に取るため

に必要な体制の整備を図るものとする。 

【事故発生時の措置】 

(1) 放射線障害を受けた者の救出、避難等の措置 

(2) 国、県、海上保安部署等への迅速な通報 

(3) 消火、延焼防止等の応急措置 

(4) 運搬に従事する者や付近にいる者の避難 

(5) 運搬中の核燃料物質等の安全な場所への移動、関

係者以外の立ち入り禁止等の措置 

(6) モニタリング実施 

２ 対策項目 

１ 原子力事業者等の措置 

２ 下妻消防署の措置 

３ 県及び県警察本部の措置 

 

■ 対 策 

１ 原子力事業者等の措置 

原子力事業者等は、その業務に従事する職員に対し、必要か

つ十分な教育訓練を施すとともに、事故前の応急措置、事故時

対応組織の役割分担、携行する資機材等を記載した運搬計画

書、円滑な通報を確保するための非常時連絡表等を作成する

とともに、運搬を行うにあたっては、これら書類及び非常通信

用資機材並びに防災資機材を携行するものとする。 

また、必要な防災対応を的確に実施するため、必要な要員を

適切に配置するとともに、事故時に次の措置を適切に取るた

めに必要な体制の整備を図るものとする。 

【事故発生時の措置】 

(1) 放射線障害を受けた者の救出、避難等の措置 

(2) 国、県、海上保安部署等への迅速な通報 

(3) 消火、延焼防止等の応急措置 

(4) 運搬に従事する者や付近にいる者の避難 

(5) 運搬中の核燃料物質等の安全な場所への移動、関係者以

外の立ち入り禁止等の措置 

(6) モニタリング実施 
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改 訂 前 改 訂 後 

(7) 核燃料物質等による汚染の拡大の防止及び除去 

(8) その他放射線障害の防止のために必要な措置 

 

なお、運搬中の事故により原災法に定める特定事象が発生し

た場合には、原子力防災管理者を通じ、直ちに国、県、市等関

係機関に同時に文書で送信できるよう、必要な通報、連絡体制

を整備する。 

 

2 下妻消防署の措置------------------------【下妻消防署】 

下妻消防署は、事故の通報を受けた場合に、事故の状況に応

じ職員の安全を確保しながら原子力事業者等と相互に協力して

火災の消火、救助、救急等必要な措置を実施するために必要な

体制の整備を行うものとする。 

 

3 県(警察機関等)の措置---------------------------【県】 

警察機関は、事故の通報を受けた場合に、事故の状況に応じ

職員の安全を確保しながら原子力事業者等と相互に協力して人

命救助、避難誘導、交通規制等必要な措置を実施するため必要

な体制の整備を行うものとする。 

 

(7) 核燃料物質等による汚染の拡大の防止及び除去 

(8) その他放射線障害の防止のために必要な措置 

なお、運搬中の事故により原災法に定める特定事象が発生

した場合には、原子力防災管理者を通じ、直ちに国、県、市等

防災関係機関に同時に文書で送信できるよう、必要な通報、連

絡体制を整備する。 

 

 

２  下 妻 消 防 署 の 措 置 

下妻消防署は、事故の通報を受けた場合に、事故の状況に応

じ職員の安全を確保しながら原子力事業者等と相互に協力し

て火災の消火、救助、救急等必要な措置を実施するために必要

な体制の整備を行うものとする。 

 

３ 県及び県警察本部の措置 

県及び県警察本部は、事故の通報を受けた場合に、事故の状

況に応じ職員の安全を確保しながら原子力事業者等と相互に

協力して人命救助、避難誘導、交通規制等必要な措置を実施す

るため必要な体制の整備を行うものとする。 

 

第４章 危険物等災害対策 

第 2 節 災害応急対策 

 

危険物等災害が発生しまたは発生するおそれがある場合は、

第４章 危険物等災害対策 

第２節 災害応急対策 

 

危険物等災害が発生し、または発生するおそれがある場合
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改 訂 前 改 訂 後 

関係機関、関係団体は次の対策を講じ、被害の発生を最小に抑

える措置を講じる。 

 

第1 発災直後の情報の収集・連絡（各災害共通事項） 

 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

危険物等災害が発生しまたは発生するおそれがある場合の情

報の収集・連絡体制に関して定めるものとする。 

 

2 対策項目 

1 災害情報の収集・連絡 

2 災害情報の収集・連絡系統 

3 被害状況の収集・把握 

4 災害情報の通報 

5 市民等への情報提供 

 

■ 対策 

1 災害情報の収集・連絡---------------------【市(総務部)】 

市は、危険物等災害の情報を受理したときは、その状況把握

に努め、県に報告するとともに関係機関に伝達する。 

 

2 災害情報の収集・連絡系統----【市(総務部)、県、事業者】 

は、防災関係機関、関係団体は次の対策を講じ、被害の発生を

最小に抑える。 

 

第１ 発災直後の情報の収集・連絡（各危険物等災害共通

事項） 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

危険物等災害が発生し、または発生するおそれがある場合

の情報の収集・連絡体制に関して定める。 

 

２ 対策項目 

１ 災害情報の収集・連絡 

２ 災害情報の収集・連絡系統 

３ 被害状況の収集・把握 

４ 災害情報の通報 

５ 市民等への情報提供 

 

■ 対 策 

１ 災害情報の収集・連絡-------------------【市(総務部)】 

市は、危険物等災害の情報を受理した時は、その状況把握に

努め、県に報告するとともに防災関係機関に伝達する。 

 

２ 災害情報の収集・連絡系統--------------------------
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改 訂 前 改 訂 後 

災害ごとの災害情報の収集・連絡系統は次のとおりとする。 

 

 

 

【石油類等危険物施設の災害】 

 

※………河川等漏洩時のみ 

 

【高圧ガス・都市ガス・火薬類、毒性ガス、大規模な地階のガ

ス漏れの災害】 

----------------【県、市(総務部)、危険物等取扱事業者】 

危険物等災害ごとの災害情報の収集・連絡系統は次のとおり

とする。 

 

【石油類等危険物施設の災害】 

 

 

【高圧ガス・都市ガス・火薬類、毒性ガス、大規模な地階のガ

ス漏れの災害】 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

【毒劇物取扱施設の災害】 

 

 

 

【毒劇物取扱施設の災害】 
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改 訂 前 改 訂 後 

【放射線使用施設等の災害】 

 

 

 

 

 

【核燃料物質等の事業所外運搬中の災害】 

 

 

 

 

 

3 被害状況の収集・把握 

(1) 市の措置---------------------------------【市(総務部)】 

【放射線使用施設等の災害】 

 

 

【核燃料物質等の事業所外運搬中の災害】 

 

 

３ 被害状況の収集・把握 

(1) 市の措置---------------------------------【市(総務部)】 
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改 訂 前 改 訂 後 

市域内で被害が発生した場合または発生するおそれのある

場合は、直ちに、被害の状況及び応急対策の実施状況に関する

情報を収集し、県に報告するものとする。併せて、「火災・災

害等即報要領」に基づく、直接即報基準に該当する事案につい

ては、消防庁に対しても原則として覚知後 30 分以内で可能な

限り早く報告するものとする。 

 

(2) 県の措置-----------------------------------------【県】 

市町村等からの情報を収集するとともに、自らも被害情報

の把握に努める。また、ヘリコプター等で目視、撮影、画像情

報等の利用により被害規模の把握を行う。 

 

4 災害情報の通報-----------【市(総務部)、警察官、発見者】 

危険物等災害が発生した場合または発生するおそれのある異

常な現象を発見した者は、直ちに、その旨を市長または警察官

に通報するものとする。また、何人も、この通報が最も迅速に

到達するよう協力するものとする。この通報を受けた警察官は、

その旨速やかに市長に、また、市長は、県その他関係機関に通

報するものとする。 

 

5 市民等への情報提供----------------------【市(総務部)】 

市は、県等防災関係機関相互の連絡を密にし、危険物等災害

の状況、安否、各機関が講じる施策、二次災害の危険性等の情

報について、一般市民等へ適切に提供するものとする。また、

市域内で被害が発生した場合または発生するおそれのある

場合は、直ちに、被害の状況及び応急対策の実施状況に関する

情報を収集し、県に報告する。併せて、「火災・災害等即報要

領」に基づく、直接即報基準に該当する事案については、消防

庁に対しても原則として覚知後30分以内で可能な限り早く報

告する。 

 

( 2 )  県 の 措 置 

市町村等からの情報を収集するとともに、自らも被害情報

の把握に努める。また、ヘリコプター等で目視、撮影、画像情

報等の利用により被害規模の把握を行う。 

 

４ 災害情報の通報-------------------【市(総務部)】 

危険物等災害が発生した場合または発生するおそれのある

異常な現象を発見した者は、直ちに、その旨を市長または警察

官に通報するものとする。また、何人も、この通報が最も迅速

に到達するよう協力するものとする。この通報を受けた警察

官は、その旨速やかに市長に、また、市長は、県その他防災関

係機関に通報するものとする。 

 

５ 市民等への情報提供---------------------【市(総務部)】 

市は、県等防災関係機関相互の連絡を密にし、危険物等災害

の状況、安否、防災関係機関が講じる施策、二次災害の危険性

等の情報について、一般市民等へ適切に提供する。また、情報
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改 訂 前 改 訂 後 

情報の伝達にあたっては、放送事業者、通信社、新聞社等の報

道機関の協力を得るものとする。この際、聴覚障がい者に対す

る広報は、正確でわかりやすい文書や字幕付き放送、文字放送

等によるものとする。 

 

の伝達にあたっては、放送事業者、通信社、新聞社等の報道機

関の協力を得るものとする。この際、聴覚障がい者に対する広

報は、正確でわかりやすい文書や字幕付き放送、文字放送等に

よるものとする。 

 

第 2 活動体制の確立（各災害共通事項） 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

危険物災害が発生した場合の市等の活動体制定め、災害時に

的確な対応体制を確立する。 

 

2 対策項目 

1 市の活動体制 

2 県の活動体制 

3 事業者の活動体制 

 

■ 対策 

1 市の活動体制 

(1) 職員の動員配備体制の区分の基準及び内容 

職員配備の決定基準は危険物等災害の状況等により次のと

おり定める。 

体 制 基    準 配 備 人 

員 

災害対策本部

等の設置 

警戒体 危険物等事故によ あらかじめ 災 害 警 戒

第２ 活動体制の確立（各危険物等災害共通事項） 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

危険物等災害が発生した場合の市等の職員動員配備体制等

を定め、災害時に的確な活動体制を確立する。 

 

２ 対策項目 

１ 市の活動体制 

２ 県の活動体制 

３ 事業者の活動体制 

 

■ 対 策 

１ 市の活動体制 

(1) 職員の動員配備体制の区分の基準及び内容 

職員動員配備体制の決定基準は、危険物等災害の状況等に

より次のとおり定める。 

表 職員動員配備体制の決定基準 

体制区分 基 準 配備人員 
災害対策本

部等の設置 
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改 訂 前 改 訂 後 

制 

(事前配

備) 

り、多数の死傷者が

発生する恐れのある

場合、漏洩物により

厳重な警戒体制をと

る必要が生じた場

合、または、その他の

状況により市長が必

要と認めた場合 

定める防災

関係職員 

本部を設置

する。 

非常体

制 

危険物等事故によ

り、多数の死傷者が

発生した場合、大規

模な火災の発生、河

川域に相当な被害が

発生し、または発生

が予想される場合、

または、その他の状

況により本部長が必

要と認めた場合 

危険物等事

故災害応急

対策が円滑

に行える体

制 

災 害 対 策

本部を設置

する。 

 

 

 

(2) 職員の動員配備体制の決定-----------------【市(総務部)】 

【警戒体制】 

危険物等事故情報、被害情報、県及び防災関係機関の情

報に関する総務部長の報告に基づき、市長が配備体制区

分の決定基準に基づき決定する。 

【非常体制】 

総務部長の報告に基づき市長が体制を決定する。 

警戒体制 

（事前配備） 

危険物等事故によ

り、多数の死傷者が

発生するおそれの

ある場合、漏洩物に

より厳重な警戒体

制をとる必要が生

じた場合、または、

その他の状況によ

り市長が必要と認

めた場合 

あらかじ

め定める

防災関係

職員 

災 害 警 戒

本 部 を 設

置する。 

非常体制 

危険物等事故によ

り、多数の死傷者が

発生した場合、大規

模な火災の発生、河

川域に相当な被害

が発生し、または発

生が予想される場

合、または、その他

の状況により市長

が必要と認めた場

合 

危険物等

事故・災

害応急対

策が円滑

に行える

体制 

災 害 対 策

本 部 を 設

置する。 

 

(2) 職員動員配備体制の決定-----------------【市(総務部)】 

【警戒体制】 

危険物等事故情報、被害情報、県及び防災関係機関の情

報に関する総務部長の報告をもとに、市長が職員動員配備

体制の決定基準に基づき決定する。 

【非常体制】 

危険物等事故情報、被害情報、県及び防災関係機関の情
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改 訂 前 改 訂 後 

 

表 決定者 

 決定
者 

代決
者 

代決
者 

警戒及
び非常体

制 

市 
長 

副市
長 

教育
長 

 

 

(3) 職員の動員---------------------------------【市(各部)】 

地震災害対策計画編 第３章  第１節  第１「職員参集・

動員」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報に関する総務部長の報告をもとに、市長が職員動員配備

体制の決定基準に基づき決定する。 

 

表 職員動員配備体制の決定者 

 決定者 代決者 代決者 

警戒体制 
市 長 副市長 教育長 

非常体制 

 

(3) 職員の動員---------------------------------【市(各部)】 

総務部長は、(1)における動員配備体制の決定に基づき、災

害応急対策実施のため、必要な職員の動員を行う。また、動員

にあたっては職員の安否を確認する必要があるため、安否確

認の手順についてあらかじめ定める。 

 

図 動員の伝達系統 

市長

副市長

秘書課長 総務部長

消防・警察、TV等

②報告・伺い

③報告・伺い

①情報提供

②③報告・伺い
（特に緊急の場合）

④指示

⑤指示

⑥指示内容伝達

⑥指示内容伝達

⑥指示内容伝達

消防交通課課長
又は

危機管理監

各部長 教育部長

教育長

⑦指示内容伝達
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改 訂 前 改 訂 後 

 

(4) 災害対策本部等の設置基準等 

【災害警戒本部設置基準】 

① 危険物等事故により、多数の死傷者が発生する恐れ

がある場合 

② 漏洩物に対し、厳重な警戒体制をとる必要がある場

合 

③ その他市長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

① 多数の死傷者が発生する恐れがなくなった場合 

② 漏洩物に対し、厳重な警戒体制をとる必要がなくな

った場合 

③ その他市長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

① 危険物等事故により、多数の死傷者が発生した場合 

② 大規模な火災が発生した場合 

③ 漏洩物により、河川域に相当な被害が発生し、また

は発生が予想される場合 

④ その他市長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

① 危険物等事故災害応急対策を概ね完了した場合 

② その他市長が必要なしと認めた場合 

【動員配備基準との対応】 

災害対策本部及び災害警戒本部の設置基準と動員配備

 

(4) 災害対策本部等の設置基準等 

【災害警戒本部設置基準】 

1) 危険物等事故により、多数の死傷者が発生するおそれ

がある場合 

2) 漏洩物に対し、厳重な警戒体制をとる必要がある場合 

3) その他市長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

1) 危険物等事故により、多数の死傷者が発生するおそれ

がなくなった場合 

2) 漏洩物に対し、厳重な警戒体制をとる必要がなくなっ

た場合 

3) その他市長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

1) 危険物等事故により、多数の死傷者が発生した場合 

2) 大規模な火災が発生した場合 

3) 漏洩物により、河川域に相当な被害が発生し、または

発生が予想される場合 

4) その他市長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

1) 危険物等事故・災害応急対策を概ね完了した場合 

2) その他市長が必要なしと認めた場合 

【動員配備基準との対応】 

災害対策本部及び災害警戒本部の設置基準と動員配備
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改 訂 前 改 訂 後 

基準との対応は、地震災害対策計画編 第３章  第１節  

第１「職員参集・動員」に示したとおりである。 

 

(5) 現地災害対策本部の設置-------------------【市(総務部)】 

災害が局地的であり、かつ、特定の地域に著しい被害が生じ

たときは、より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置

する。 

 

 

 

 

 

 

【現地災害対策本部の組織】 

現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害

対策本部員その他の職員を置き、災害対策副本部長、災害

対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が指

名する者をもって充てる。 

 

【現地災害対策本部の設置基準】 

・災害が局地的なもので、災害対策本部から遠隔地の場合 

・被害が広域にわたる場合であっても、特定の地域に著し

い被害が生じた場合 

【現地災害対策本部の分掌事務】 

基準との関係は、(1)の「職員の動員配備体制区分の基準及

び内容」に示したとおり。 

 

(5) 災害対策本部等の組織及び設置等-----------------------

--------------------------【市(本部事務局、各部)】 

1) 組 織 

災害対策本部は以下の者をもってあてる。 

本部長 市長 

副本部長 
副市長 

教育長 

本部員 

市長公室長 

総務部長 

市民部長 

保健福祉部長 

経済部長 

建設部長 

議会事務局長 

教育部長 

消防署長 

消防団長 

本部長が必要と認めた者（防災関係機関

職員等） 

なお、本部長に事故がある時、または本部長が欠けた時

は、市長の職務代理の順序により、副市長、次いで教育長が

その職務を代理する。 
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改 訂 前 改 訂 後 

・現地の被害状況、復旧状況等の情報収集及び分析に関す

ること 

・現地における災害応急対策の指揮・指令に関すること 

 

(6) 災害対策本部等の組織、設置の決定及び本部の設置等 

地震災害対策計画編 第３章  第１節  第３「災害対策本

部」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 災害対策本部組織図 

 2 )  本部の設置 

ア 設置に関する指示及び伝達 

  ①本部員及び関係機関等連絡 

    総務部長は、本部設置及び動員配備体制について市長

の指示を受けた時は、災害対策本部事務局長（消防交通

課長）を通じ本部員及び関係機関等に連絡する。 

  ②本部設置に関する指示 

   本部設置に関する指示の流れは、以下のとおり。 

 

イ 災害対策本部室の設営 

下妻市防災会議

本部⾧ 市⾧ 事務局⾧ 危機管理監

副市⾧

教育⾧

市⾧公室⾧

総務部⾧

市民部⾧

保健福祉部⾧

経済部⾧

建設部⾧

議会事務局⾧

教育部⾧

消防署⾧

消防団⾧

本部⾧が必要と認めた者（防災関係機関職員等）

市⾧公室

本部事務局

各部の本部連絡員

危機管理室

本部員

副本部⾧

本部会議

現地災害対策本部

消防署

教育部

建設部

経済部

保健福祉部

市民部

総務部

各部

図 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 県の活動体制------------------------------------【県】 

危険物等災害発生時の県の活動体制については、茨城県地域

防災計画を参照する。 

災害対策本部室は、市役所第２庁舎会議室とする。 

 

(6) 現地災害対策本部の設置-------------------【市(総務部)】 

災害が局地的であり、かつ、特定の地域に著しい被害が生じ

た時は、より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置す

る。 

【現地災害対策本部の組織】 

現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害

対策本部員その他の職員を置く。現地災害対策本部の要員

は、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のう

ちから災害対策本部長が指名する者をもって充てる。 

【現地災害対策本部の設置基準】 

・災害が局地的なもので、災害対策本部から遠隔地の場合 

・被害が広域にわたる場合であっても、特定の地域に著し

い被害が生じた場合 

【現地災害対策本部の分掌事務】 

・現地の被害状況、復旧状況等の情報収集及び分析に関す

ること 

・現地における災害応急対策の指揮・指令に関すること 

 

 

２ 県の活動体制-----------------------------------【県】 

危険物等災害発生時の県の活動体制については、茨城県地

域防災計画を参照する。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

3 事業者の活動体制------------------【危険物取扱事業者】 

発災後速やかに職員の非常参集、情報収集連絡体制の確立及

び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとし、災害の拡大

防止のための必要な措置を講ずるものとする。 

また、消防機関、警察と緊密な連携を確保し応急対策を進め

るものとする。 

 

 

３ 事業者の活動体制---------------【危険物等取扱事業者】 

危険物等取扱事業者は、発災後速やかに職員の非常参集、情

報収集連絡体制の確立及び災害対策本部設置等必要な体制を

とるものとし、災害の拡大防止のための必要な措置を講ずる

ものとする。 

また、消防機関、警察署と緊密な連携を確保し応急対策を進

めるものとする。 

 

第 3 石油類等危険物施設の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

石油類等危険物施設において災害が発生した場合の応急対策

について定め、災害時における的確な対応体制を確立する。 

 

2 対策項目 

1 危険物火災等の応急対策 

2 危険物の漏洩応急対策 

3 浄水の安全確保 

 

■ 対策 

1 危険物火災等の応急対策 

(1) 防災関係機関の対策-----------【市(総務部)、下妻消防署】 

第３ 石油類等危険物施設の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

石油類等危険物施設において災害が発生した場合の応急対

策について定め、災害時に的確に対応する。 

 

２ 対策項目 

１ 危険物火災等の応急対策 

２ 危険物の漏洩応急対策 

３ 浄水の安全確保 

 

■ 対 策 

１ 危険物火災等の応急対策 

(1) 消火活動---------------------【市(総務部)、下妻消防署】 
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改 訂 前 改 訂 後 

発災事業所は、火災が発生した場合は、直ちに、119 番通報

するとともに、自衛消防組織を動員するものとする。 

下妻消防署及び発火事業所の自衛消防組織は、直ちに、危険

物等の流出を土のう等により止めて、火災の拡大を防止する

とともに、速やかに燃焼物の種類及び特性、装置等の緊急停止

の有無、有毒ガス発生の有無及び性状等火災の状況を把握し、

危険物等の性状に応じた消火活動を行うものとする。この際、

消火により可燃性ガスが滞留し、または有毒ガスが発生する

等のおそれがある場合は、消火の是非についても考慮するも

のとする。また、大量の泡放射等により消火薬剤等が河川等に

流出しないよう措置を講じるものとする。 

市及び下妻消防署は、必要に応じ、警察と連携するなどし

て、避難区域(または警戒区域)の必要性を判断し、区域内住民

等へ迅速に広報し、避難誘導するものとする。 

なお、下妻消防署は、市及び発火事業所のみでは十分な応急

対策が困難であると判断した場合は、県に対して応援を要請

する。県は、市ないし下妻消防署からの要請があった場合、も

しくは自ら必要と判断した場合は、県内 6 消防本部に備蓄す

る泡消火薬剤を発災地点の消防機関等に緊急支援する。 

 

(2) 警察の対策-------------------【県警察本部、下妻警察署】 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

 

発災事業所は、火災が発生した場合は、直ちに、119 番通報

するとともに、自衛消防組織を動員する。 

下妻消防署及び発災事業所の自衛消防組織は、直ちに、危険

物等の流出を土のう等により止めて、火災の拡大を防止する

とともに、速やかに燃焼物の種類及び特性、装置等の緊急停止

の有無、有毒ガス発生の有無及び性状等、火災の状況を把握

し、危険物等の性状に応じた消火活動を行う。この際、消火に

より可燃性ガスが滞留し、または有毒ガスが発生する等のお

それがある場合は、消火の是非についても考慮する。また、大

量の泡放射等により消火薬剤等が河川等に流出しないよう措

置を講じるものとする。 

市及び下妻消防署は、必要に応じ、警察と連携するなどし

て、避難区域(または警戒区域)の必要性を判断し、区域内住民

等へ迅速に広報し、避難誘導を行う。 

なお、下妻消防署は、市及び発災事業所のみでは十分な応急

対策が困難であると判断した場合は、県に対して応援を要請

する。県は、市ないし下妻消防署からの要請があった場合、も

しくは自ら必要と判断した場合は、県内６消防本部に備蓄す

る泡消火薬剤を、発災地点の消防機関等に緊急支援する。 

 

(2) 警察の対応-------------------【県警察本部、下妻警察署】 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 
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2 危険物の漏洩応急対策 

(1) 非水溶性危険物の漏洩対策 

1) 発災者の措置---------------【非水溶性危険物取扱事業者】 

石油類等油脂類が河川等に漏洩した場合は、以下の応急対

策をとるものとする。 

排出の原因者は、直ちに土のう設置や排水溝閉止、オイルフ

ェンス展張等による流出防止措置をとるとともに、消防機関

に 119 番通報し、事故発生状況及び危険物の性状を消防機関

に伝え、火気使用の中止、泡による液面被覆措置、ガス検知の

活用等による引火防止措置をとり、低引火物質の場合は防爆

型ポンプによる漏洩危険物の回収を行うものとする。 

回収作業に使用するタンクローリー、ドラム、ポンプ等の資

機材は早期に手配するものとし、回収にあたっては消防機関

等の指示に従うものとする。 

2) 下妻消防署の措置-------------------------【下妻消防署】 

下妻消防署は、直ちに、危険物等の河川等への流出を土のう

設置等による漏洩範囲の拡大を防止する措置をとるととも

に、危険物等の性状を把握し、引火による火災発生を防止する

措置をとるものとする。また、排出の原因者をして、吸着マッ

ト等回収資機材により回収を行うよう指導するとともに、地

域の安全維持上必要な場合は、排出の原因者に協力して回収

作業等を実施するものとする。 

油の防除措置について河川管理者等の協力要請があった場

合は、これに協力するものとする。なお、可燃性ガス濃度が爆

２ 危険物の漏洩応急対策 

  石油類等油脂類が河川等に漏洩した場合は、以下の応急対策

をとるものとする。 

(1) 非水溶性危険物の漏洩対策 

1) 発災者の措置---------------【非水溶性危険物取扱事業者】 

排出の原因者は、直ちに土のう設置や排水溝閉止、オイルフ

ェンス展張等による流出防止措置をとるとともに、消防機関

に 119 番通報し、事故発生状況及び危険物の性状を消防機関

に伝え、火気使用の中止、泡による液面被覆措置、ガス検知の

活用等による引火防止措置をとり、低引火物質の場合には防

爆型ポンプによる漏洩危険物の回収を行う。 

回収作業に使用するタンクローリー、ドラム、ポンプ等の資

機材を早期に手配し、回収にあたっては消防機関等の指示に

従うものとする。 

2 )  下妻消防署の措置 

下妻消防署は、危険物等の河川等への流出を防ぐため、直ち

に、土のう設置等による漏洩範囲の拡大防止措置をとるとと

もに、危険物等の性状を把握し、引火による火災発生を防止す

る措置を行う。また、排出の原因者に対して、吸着マット等回

収資機材により回収を行うよう指導するとともに、地域の安

全維持上必要な場合は、排出の原因者に協力して回収作業等

を実施するものとする。 

油の防除措置について河川管理者等の協力要請があった場

合は、これに協力する。なお、可燃性ガス濃度が爆発限界内に
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発限界内にある場所、及び爆発した場合に影響を受ける場所

からは退避し、原則として当該範囲内での作業は実施せず、遠

隔操作の可能な機材を活用するものとする。 

有毒ガスが発生している場合、または発生する恐れのある

場合は、単独で防除活動はせず互いに安全確認ができるよう

複数で行うものとする。 

3) 県警察本部の措置-------------------------【県警察本部】 

被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立

入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置---------

-----------------【市(経済建設部)、河川管理者、水路管理者】 

適切な位置にオイルフェンスを展張するなどして、流出油

の拡散等を防御する。また、危険物の回収については原則とし

て、排出の原因者に対して、吸着マット等回収資機材により回

収を行うよう指示するものとし、必要な場合は、排出の原因者

に協力して回収作業を実施するものとする。その際、必要な場

合は、市等防災関係機関に協力要請するものとする。 

5) 市の措置----------------------【市(総務部、経済建設部)】 

市は、必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(ま

たは警戒区域)の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報

し、必要な場合は避難誘導するものとする。 

河川管理者等の協力要請があった場合、または地域の生活

環境の保全及び地域住民の安全の保持上必要がある場合は、

流出油の防除を実施するものとする。また、回収された油等廃

ある場所、及び爆発した場合に影響を受ける場所からは退避

し、原則として当該範囲内での作業は実施せず、遠隔操作の可

能な機材を活用するものとする。 

有毒ガスが発生している場合、または発生するおそれのあ

る場合は、単独での防除活動は行わず互いに安全確認ができ

るよう複数で行うものとする。 

3) 県警察本部の措置 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置---------

-----------【市(建設部)、河川管理者、水路管理者】 

適切な位置にオイルフェンスを展張するなどして、流出油

の拡散等を防御する。また、危険物の回収については原則とし

て、排出の原因者に対して、吸着マット等回収資機材により回

収を行うよう指示するものとし、必要な場合は、排出の原因者

に協力して回収作業を実施するものとする。その際、必要に応

じて、市等防災関係機関に協力要請するものとする。 

5) 市の措置----------------------【市(総務部、建設部)】 

市は、必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(ま

たは警戒区域)の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報

し、必要な場合は避難誘導を行う。 

河川管理者等の協力要請があった場合、または地域の生活

環境の保全及び地域住民の安全の保持上必要がある場合は、

流出油の防除を実施する。また、回収された油等廃棄物につい
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棄物については、排出した原因者側に速やかに処分させるも

のとする。なお、処分までの一時保管にあたっては、地域の生

活環境の保全及び地域住民の安全を考慮し、場所の選択と保

管方法の適切な管理につき指導にあたるものとする。 

 

(2) 水溶性危険物の漏洩対策 

アルコール等水溶性の危険物が漏洩した事故においては、

次の応急対策をとる。 

1) 発災者の措置-----------------【水溶性危険物取扱事業者】 

排出の原因者は、直ちに土のう設置や排水溝閉止等による

流出防止措置をとるとともに、消防機関に 119 番通報し、事故

発生状況及び危険物の性状を消防機関に伝え、火気使用の中

止、耐アルコール性泡消火薬剤による液面被覆措置、ガス検知

器の活用等による引火防止措置をとり、低引火物質の場合は

防爆型ポンプによる漏洩危険物の回収を行うものとする。 

回収にあたっては、消防機関等の指示に従うものとする。 

2) 下妻消防署の措置-------------------------【下妻消防署】 

下妻消防署は、直ちに、危険物等の河川等への流出を土のう

設置等により止めるとともに、危険物の性状を把握して、引火

による火災発生を防止する措置をとるものとする。また、排出

の原因者をして、回収等の措置を迅速に行うよう指示すると

ともに、地域の安全維持上必要がある場合は、排出の原因者に

協力して適切な防除措置を実施するものとする。 

3) 県警察本部の措置-------------------------【県警察本部】 

ては、排出した原因者側に速やかに処分させるものとする。な

お、処分までの一時保管にあたっては、地域の生活環境の保全

及び地域住民の安全を考慮し、場所の選択と保管方法の適切

な管理につき指導にあたる。 

 

(2) 水溶性危険物の漏洩対策 

アルコール等水溶性の危険物が漏洩した事故においては、

次の応急対策をとる。 

1) 発災者の措置-----------------【水溶性危険物取扱事業者】 

排出の原因者は、直ちに土のう設置や排水溝閉止等による

流出防止措置をとるとともに、消防機関に 119 番通報し、事故

発生状況及び危険物の性状を消防機関に伝え、火気使用の中

止、耐アルコール性泡消火薬剤による液面被覆措置、ガス検知

器の活用等による引火防止措置をとり、低引火物質の場合に

は防爆型ポンプによる漏洩危険物の回収を行う。 

回収にあたっては、消防機関等の指示に従うものとする。 

2) 下妻消防署の措置 

下妻消防署は、直ちに、危険物等の河川等への流出を土のう

設置等により止めるとともに、危険物の性状を把握して、引火

による火災発生を防止する措置を行う。また、排出の原因者に

対して、回収等の措置を迅速に行うよう指示するとともに、地

域の安全維持上必要がある場合は、排出の原因者に協力して

適切な防除措置を実施するものとする。 

3 )  県 警 察 本 部 の 措 置 
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被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立

入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置 

------【市(経済建設部)、河川管理者、水路管理者】 

パトロールを実施し、監視するとともに、必要な場合は、適

切な応急対策を実施するものとする。また、必要な場合は、市

等防災関係機関に協力を要請するものとする。 

5) 市の措置----------------------【市(総務部、経済建設部】 

必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(または警

戒区域)の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報し、必

要な場合は避難誘導するものとする。 

河川管理者等の協力要請があった場合、または地域環境の

保全及び地域住民の安全維持上必要がある場合は、排出の原

因者に協力して危険物の防除活動、水質監視を実施するもの

とする。 

回収された危険物の廃棄物について、排出した原因者側に

速やかに処分させるものとする。なお、処分までの一時保管に

ついては、地域の生活環境の保全及び地域住民の安全を考慮

し、場所の選択と保管方法の適切な管理につき指導するもの

とする。 

 

3 浄水の安全確保 

(1) 市及び下妻消防署の措置---【市(経済建設部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、危険物の漏洩事故発生を確認した場

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置---------

-----------【市(建設部)、河川管理者、水路管理者】 

パトロールを実施し、監視するとともに、必要な場合は、適

切な応急対策を実施する。また、必要に応じて、市等防災関係

機関に協力を要請するものとする。 

5) 市の措置----------------------【市(総務部、建設部】 

市は、必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(ま

たは警戒区域)の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報

し、必要な場合は避難誘導を行う。 

河川管理者等の協力要請があった場合、または地域環境の

保全及び地域住民の安全維持上必要がある場合は、排出の原

因者に協力して危険物の防除活動、水質監視を実施する。 

回収された危険物の廃棄物については、排出した原因者側

に速やかに処分させるものとする。なお、処分までの一時保管

については、地域の生活環境の保全及び地域住民の安全を考

慮し、場所の選択と保管方法の適切な管理につき指導する。 

 

 

 

３ 浄水の安全確保--------------【市(建設部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、危険物の漏洩事故発生を確認し、かつ

当該漏洩地点の下流域で取水する浄水場が立地する場合は、
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合は、直ちに、当該漏洩地点の下流域で取水する浄水場が立地

する場合は、直ちに直接浄水場に漏洩事故発生の旨を通報す

るものとする。 

また、浄水の安全確保及び設備の機能保全のため、取水口付

近のオイルフェンス展張、取水停止等適切な措置をとるもの

とする。場内に流入した場合は、活性炭処理を導入するなど、

浄水の安全確保を推進するものとする。 

 

直ちに浄水場に漏洩事故発生の旨を、直接通報する。 

また、浄水の安全確保及び設備の機能保全のため、取水口付

近のオイルフェンス展張、取水停止等適切な措置をとるもの

とする。場内に流入した場合は、活性炭処理を導入するなど、

浄水の安全確保を推進する。 

 

第 4 高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

高圧ガス、火薬類の事故災害が発生した場合の応急対策につ

いて定め、災害時における的確な対応体制を確立する。 

 

2 対策項目 

1 一般高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

2 毒性ガスの応急対策 

3 LP ガスの応急対策 

 

■ 対策 

1 一般高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

(1) 事業者の措置-----【高圧ガス取扱事業者、火薬取扱事業者】 

1) 事業者は、直ちに応急点検を実施し、応急措置によりガス漏

第４ 高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

高圧ガス、火薬類の事故・災害が発生した場合の応急対策に

ついて定め、災害時に的確に対応する。 

 

２ 対策項目 

１ 一般高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

２ 毒性ガスの応急対策 

３ ＬＰガスの応急対策 

 

■ 対 策 

１ 一般高圧ガス、火薬類の事故応急対策 

(1) 事業者の措置-----【高圧ガス取扱事業者、火薬取扱事業者】 

1) 事業者は、直ちに応急点検を実施し、ガス漏洩防止措置をと
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洩防止措置をとるとともに、消防機関に 119 番通報し、事故

発生状況及び高圧ガス、火薬類の性状を伝えるものとし、回

収容器等による回収、注水冷却等の応急措置を実施するとと

もに、直ちに県または警察官へ届け出るものとする。 

2) 自らの防御措置の実施が不可能な場合は、一般社団法人茨

城県高圧ガス保安協会及び地域防災協議会等へ協力を要請

するものとする。 

 

(2) 下妻消防署の措置-------------------------【下妻消防署】 

1) 高圧ガス、火薬類の性状を把握し、消火活動、注水冷却措置

等を行うものとする。 

2) 火災が収まった後も、爆発等二次災害発生に留意し、適時ガ

ス濃度を測定しまたはガスの性状をもとにガス滞留状況を予

測し、遮蔽物を利用する等留意して活動するものとする。 

 

(3) 県警察本部の措置-------------------------【県警察本部】 

被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立

入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

 

(4) 市及び下妻消防署の措置-------【市(総務部)、下妻消防署】 

必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域(または警

戒区域)の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報し、必

要な場合は避難誘導するものとする。 

 

るとともに、消防機関に 119 番通報し、事故発生状況及び高圧

ガス、火薬類の性状を伝え、回収容器等による回収、注水冷却

等の応急措置を実施する。また、直ちに県または警察官へ届け

出るものとする。 

2) 自らの防御措置の実施が不可能な場合は、一般社団法人茨

城県高圧ガス保安協会及び茨城県高圧ガス地域防災協議会等

へ協力を要請するものとする。 

 

(2) 下妻消防署の措置 

1) 下妻消防署は、高圧ガス、火薬類の性状を把握し、消火活動、

注水冷却措置等を行うものとする。 

2) 火災が収まった後も、爆発等二次災害発生に留意し、適時ガ

ス濃度を測定し、またはガスの性状をもとにガス滞留状況を

予測して活動するものとする。 

 

( 3 )  県 警 察 本 部 の 措置 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

 

( 4 )  市の措置- - - - - - -【市 (総務部 )、下妻消防署】 

市は、必要に応じ、警察と連携するなどして、避難区域（ま

たは警戒区域）の必要性を判断し、区域内住民等へ迅速に広報

し、必要な場合は避難誘導を行う。 
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(5) その他機関の措置---------------【県、自衛隊、保安協会】 

1) 県は、市及び消防署等防災機関から被害の情報や応急対策

の実施状況を常時把握し、必要に応じて防災資機材の調

達、斡旋、または県保有の化学消火薬剤による支援を行う

ものとする。また、一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会

や地域防災協議会への協力要請や自衛隊への出動要請を

行うものとする。 

2) 自衛隊は、県から要請があった場合、火薬等の取扱につい

ての情報の提供や専門家を派遣するものとする。また、県

から出動要請を受けた場合、火薬類の爆発事故等の応急対

策について迅速に出動し処置するものとする。 

3) 一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会、茨城県火薬類保安

協会は、協力要請に基づき、事業所の実施する応急対策に

協力するものとする。その際は防災関係機関と連絡を密に

しあたるものとする。 

 

2 毒性ガスの応急対策 

(1) 事業者の措置---------------------【毒性ガス取扱事業者】 

事業者は、直ちに施設等の応急点検を実施し、シャットダウ

ン等応急の漏洩防止措置をとり、可能な場合は固定消火設備

等を活用し、水噴霧による希釈、吸収措置をとるとともに消防

機関に 119 番通報し、事故発生状況及び毒性ガスの性状を伝

えるものとし、毒劇物に該当するものの場合は、保健所にも同

様の措置を行う。また、空気呼吸器、酸素呼吸器等保護具を着

(5) その他防災関係機関の措置-【県、自衛隊ほか防災関係機関】 

1) 県は、市及び下妻消防署等防災関係機関から被害の情報や

応急対策の実施状況を常時把握し、必要に応じて防災資機材

の調達、あっせん、または県保有の化学消火薬剤による支援を

行うものとする。また、一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会

や茨城県高圧ガス地域防災協議会への協力要請や自衛隊への

派遣要請を行うものとする。 

2) 自衛隊は、県から要請があった場合、火薬等の取扱いについ

ての情報の提供や専門家を派遣するものとする。また、県から

派遣要請を受けた場合、火薬類の爆発事故等の応急対策につ

いて迅速に出動し処置するものとする。 

3) 一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会、茨城県火薬類保安

協会は、協力要請に基づき、事業所の実施する応急対策に協力

するものとする。その際は防災関係機関と連絡を密にして、実

施するものとする。 

 

２ 毒性ガスの応急対策 

(1) 事業者の措置---------------------【毒性ガス取扱事業者】 

1) 事業者は、直ちに施設等の応急点検を実施し、シャットダウ

ン等応急の漏洩防止措置（可能な場合は固定消火設備等を活

用した水噴霧による希釈、吸収措置）をとるとともに、消防機

関に 119 番通報し、事故発生状況及び毒性ガスの性状を伝え

るものとし、漏洩物が毒劇物に該当する場合は、保健所にも同

様に届け出る。また、事業者は、空気呼吸器、酸素呼吸器等保
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装し、または防護服を着用して、風上側に占位することに留意

し、回収容器等による回収措置、注水冷却装置、薬剤等による

中和除害措置、及びビニールカバー等による被覆措置等の応

急措置を実施するものとする。 

自ら実施が不可能な場合は、高圧ガス保安協会または地域

防災協議会等へ協力を要請するものとする。 

 

 

(2) 市及び下妻消防署の措置-------【市(総務部)、下妻消防署】 

1) 市及び下妻消防署は、発災事業所から有毒ガスの性状、漏洩

状況等の情報を収集し、また、県等から大気情報を得るなどし

て、速やかに避難区域(または警戒区域)の必要性を判断し、迅

速に住民等に広報するものとする。避難が必要と判断された場

合は、有毒ガスの漏洩継続時間、拡散濃度予測等を下に、適切

に避難誘導を行うものとする。 

2) 下妻消防署は、事業者に協力して、ガス漏洩防止等応急措置

を実施するものとする。また、住民の安全確保を優先して実施

するものとし、空気呼吸器、酸素呼吸器等保護具を着装し、ま

たは防護服を着用して、避難の遅れた住民の誘導や捜索を行う

とともに、負傷者の搬出、搬送にあたるものとする。 

 

(3) 県警察本部の措置-------------------------【県警察本部】 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

護具を着装し、または防護服を着用し、風上側に占位すること

に留意して、回収容器等による回収措置、注水冷却装置、薬剤

等による中和除害措置、及びビニールカバー等による被覆措

置等の応急措置を実施するものとする。 

2) 自ら実施が不可能な場合は、一般社団法人茨城県高圧ガス

保安協会や茨城県高圧ガス地域防災協議会等へ協力を要請す

るものとする。 

 

(2) 市及び消防署の措置-------【市(総務部)、下妻消防署】 

1) 市及び下妻消防署は、発災事業所から毒性ガスの性状、漏洩

状況等の情報を収集し、また、県等から気象及び大気情報を得

るなどして、速やかに避難区域（または警戒区域）の必要性を

判断し、迅速に市民等に広報するものとする。避難が必要と判

断された場合は、毒性ガスの漏洩継続時間、拡散（濃度）予測

等を基に、適切に避難誘導を行う。 

2) 下妻消防署は、事業者に協力して、ガス漏洩防止等応急措置

を実施するものとする。また、住民の安全確保を優先に、空気

呼吸器、酸素呼吸器等保護具を着装し、または防護服を着用し

て、避難の遅れた住民の誘導や捜索を行うとともに、負傷者の

搬出、搬送にあたるものとする。 

 

( 3 )  県警察本部の措置 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 
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(4) その他関係機関の措置----【県、保安協会、地域防災協議会】 

1) 県は、有毒ガスの性状や応急措置等の情報を関係機関に伝

えるとともに、水戸地方気象台等と連携し、気象及び大気情報

等から有毒ガス拡散予測等の情報を市町村等関係機関に随時

提供するものとする。また、一般社団法人高圧ガス保安協会ま

たは地域防災協議会あるいは応急対策協力危険物等取扱事業

所に対し、発災事業所の実施する応急措置への協力を要請する

ものとする。 

神経性ガス等猛毒のガスの漏洩については、避難対策、漏洩

ガスの防除方法についての指導やガス検知器等資機材の貸与

について、自衛隊に応援または協力を要請するものとする。 

2) 一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会、地域防災協議会は、

発災事業所または県の要請を受けた場合、直ちに、応急措置の

実施について発災事業所に協力するものとする。 

 

 

3 LP ガスの応急対策 

(1) 事業者の措置--------------------------【LP ガス事業者】 

事業者は、直ちに、ガス装置の応急点検を実施するととも

に、119 番通報するものとする。漏洩ガスの滞留による引火爆

発防止のため、可燃性ガス濃度を測定し安全を確認するなど

し、消防機関等に協力するものとする。 

火災発生時は、直ちに消火活動を行うものとする。 

 

(4) その他防災関係機関の措置---------【県ほか防災関係機関】 

1) 県は、毒性ガスの性状や応急措置等の情報を防災関係機関

に伝えるとともに、水戸地方気象台等と連携し、気象及び大気

情報等から毒性ガス拡散（濃度）予測等の情報を市町村等防災

関係機関に随時提供するものとする。また、一般社団法人茨城

県高圧ガス保安協会または茨城県高圧ガス地域防災協議会、あ

るいは応急対策協力危険物等取扱事業所に対し、発災事業所の

実施する応急措置への協力を要請するものとする。 

神経性ガス等猛毒のガスの漏洩については、避難対策、漏洩

ガスの防除方法についての指導やガス検知器等資機材の貸与

について、自衛隊に応援または協力を要請するものとする。 

2) 一般社団法人茨城県高圧ガス保安協会及び茨城県高圧ガス

地域防災協議会は、発災事業所または県の要請を受けた場合、

直ちに、応急措置の実施について発災事業所に協力するものと

する。 

 

３ ＬＰガスの応急対策 

(1) 事業者の措置--------------------------【ガス事業者】 

事業者は、直ちに、ガス装置の応急点検を実施するととも

に、消防機関に 119 番通報するものとする。漏洩ガスの滞留に

よる引火爆発防止のため、可燃性ガス濃度を測定して安全を

確認するなどし、消防機関等に協力する。 

また、火災発生時は、直ちに消火活動を行うものとする。 
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(2) 下妻消防署の措置-------------------------【下妻消防署】 

下妻消防署は、事業者に対し、ガス漏洩箇所等に対するガス

の供給停止措置を指示し、消火活動等応急対策を実施するも

のとする。また、応急対策の実施にあたっては、事業者と連携

し、漏洩ガス滞留による引火爆発等二次災害の防止に留意す

るものとする。 

 

(3) 市の措置---------------------------------【市(総務部)】 

市は、下妻消防署とともに、必要に応じ、警察と連携するな

どして、避難区域(または警戒区域)の必要性を判断し、区域内

住民等へ迅速に広報し、必要な場合は避難誘導するものとす

る。 

 

(4) 県警察本部の措置-------------------------【県警察本部】 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

 

 

(2) 下妻消防署の措置 

下妻消防署は、事業者に対し、ガス漏洩箇所等に対するガス

の供給停止措置を指示し、消火活動等応急対策を実施するも

のとする。また、応急対策の実施にあたっては、事業者と連携

し、漏洩ガス滞留による引火爆発等二次災害の防止に留意す

るものとする。 

 

(3) 市の措置---------------------------------【市(総務部)】 

市は、下妻消防署と共に、必要に応じ、警察と連携するなど

して、避難区域(または警戒区域)の必要性を判断し、区域内住

民等へ迅速に広報し、必要な場合は避難誘導を行う。 

 

(4) 県警察本部の措置 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

 

第 5 毒劇物多量取扱施設の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

毒劇物多量取扱施設において災害が発生した場合の応急対策

について定め、災害時における的確な対応体制を確立する。 

第５ 毒劇物多量取扱施設の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

毒劇物多量取扱施設において災害が発生した場合の応急対

策について定め、災害時に的確に対応する。 
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2 対策項目 

1 漏洩事故 

2 浄水の安全確保 

 

■ 対策 

1 漏洩事故 

(1) 事業者の措置-------------------【毒劇物多量取扱事業者】 

事業者は、直ちに応急点検を行い、シャットダウン等応急措

置を実施して漏洩防止措置をとるとともに、消防機関（119

番）、警察署（110 番）、保健所に通報し、事故発生状況並びに

毒性、化学及び物理的性状を伝えるものとする。また、防護服

を着用するなど安全を確保して、漏洩箇所に風上側から接近

し、また位置して、回収容器等による回収措置、注水冷却装置、

薬剤による中和措置、ビニールカバー等による被覆措置等の

応急措置を行うものとする。 

自ら実施が不可能な場合は、応急対策協力事業所等へ協力

を要請するものとする。 

 

(2) 市及び下妻消防署の措置-------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、毒劇物の性状を把握し、速やかに避難

区域(または警戒区域)の必要性を判断し、住民等に迅速に広

報するものとする。有毒ガスが発生する可能性がある場合は、

漏洩継続時間予測に配慮し、気象状態等による拡散濃度予測

 

２ 対策項目 

１ 漏洩事故 

２ 浄水の安全確保 

 

■ 対 策 

１ 漏洩事故 

(1) 事業者の措置-------------------【毒劇物多量取扱事業者】 

1) 事業者は、直ちに応急点検を行い、シャットダウン等応急措

置を実施して漏洩防止措置をとるとともに、消防機関（119番）、

警察署（110番）、保健所に通報し、事故発生状況並びに毒性、

化学及び物理的性状を伝えるものとする。また、防護服を着用

するなど安全を確保して、漏洩箇所に風上側から接近し、また

位置して、回収容器等による回収措置、注水冷却装置、薬剤に

よる中和措置、ビニールカバー等による被覆措置等の応急措置

を行うものとする。 

2) 自ら実施が不可能な場合は、応急対策協力危険物等取扱事

業所等へ協力を要請するものとする。 

 

(2) 市及び消防署の措置-------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、毒劇物の性状を把握し、速やかに避難

区域（または警戒区域）の必要性を判断し、市民等に迅速に広

報する。毒性ガスが発生する可能性がある場合は、漏洩継続時

間の予測に配慮し、気象及び大気情報等による拡散（濃度）予
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改 訂 前 改 訂 後 

等を下に、適切に避難誘導、または窓等を密閉した屋内退避等

の指示を行うものとする。また、地域の生活環境の保全及び地

域住民の安全の保持上必要がある場合は、原因者に協力して、

土のう等の設置による毒劇物の流出拡散防止、漏洩毒劇物の

回収や除外措置等について応急措置を行うものとする。 

 

 

(3) 県警察本部の措置-------------------------【県警察本部】 

被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区域について立

入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

 

(4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置 

-------【市(経済建設部)、河川管理者、水路管理者】 

河川等への流入を防止するために、土のう等による流入防

止措置を行うものとし、必要に応じ、防災関係機関に協力を要

請するものとする。 

河川等に流入した場合、またはその恐れがある場合は、事業

者、県及び必要に応じ応急対策協力危険物等取扱事業所等の

協力をえて、中和等無害化処理の実施に努めるものとする。 

 

 

 

(5) 県の措置-------------------------【県、水戸地方気象台】 

緊急水質事案対策要領に基づき、公共用水域の水質保全の

測等を基に、適切に避難誘導、または窓等を密閉した屋内退避

等の指示を行う。また、地域の生活環境の保全及び地域住民の

安全の保持上必要がある場合は、原因者に協力して、土のう等

の設置による毒劇物の流出拡散防止、漏洩毒劇物の回収や除

外措置等について応急措置を行うものとする。 

 

(3) 県警察本部の措置 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、危険区

域について立入りを制限し、交通規制を実施するものとする。 

 

(4) 河川管理者及び河川以外の水路等の管理者の措置---------

------------【市(建設部)、河川管理者、水路管理者】 

各管理者は、河川等への流入を防止するために、土のう等に

よる流入防止措置を行うものとし、必要に応じ、防災関係機関

に協力を要請するものとする。 

河川等に流入した場合、またはそのおそれがある場合は、河

川管理者に速やかに報告するともに事業者、県（防災・危機管

理部、保健福祉部）及び必要に応じ応急対策協力危険物等取扱

事業所等の協力をえて、中和等無害化処理の実施に努めるも

のとする。 

 

(5) 県の措置-------------------------【県、水戸地方気象台】 

県は、緊急水質事案対策要領に基づき、公共用水域の水質保

全のために迅速な措置を行うとともに、国や専門家から得た
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ために迅速な措置を行うものとする。国や専門家から得た毒

劇物の性状、応急措置法等の情報を消防機関等関係機関に提

供するものとする。 

また、毒劇物がガス化する性状の場合は、水戸地方気象台等

と連携し、気象及び大気情報から有毒ガス拡散（濃度）予測等

情報を市町村等関係機関に迅速に提供するものとする。 

必要に応じ、応急対策協力危険物等取扱事業所に対し、応急

対策への協力を要請するものとする。 

 

(6) 応急対策協力事業所の措置---------【応急対策協力事業所】 

発災事業所や県の要請を受けた場合は、直ちに、防災資機材

の提供や応急措置の実施等について協力するものとする。 

 

 

2 浄水の安全確保----------------------【市(経済建設部)】 

市は、漏洩物が河川等へ流入する可能性がある場合は、第 3

の 3「浄水の安全確保」に準じて応急対策を実施するものとす

る。 

 

毒劇物の性状、応急措置法等の情報を消防機関等防災関係機

関に提供するものとする。 

毒劇物がガス化する性状の場合は、水戸地方気象台等と連

携し、気象及び大気情報から毒性ガスの拡散（濃度）予測等情

報を市町村等防災関係機関に迅速に提供するものとする。 

また、必要に応じ、応急対策協力危険物等取扱事業所に対

し、応急対策への協力を要請する。 

 

 

(6) 応急対策協力危険物等取扱事業所の措置 

応急対策協力危険物等取扱事業所は、発災事業所や県の要

請を受けた場合は、直ちに、防災資機材の提供や応急措置の実

施等について協力するものとする。 

 

２ 浄水の安全確保---------------------【市(建設部)】 

市は、漏洩物が河川等へ流入する可能性がある場合は、河川

管理者に速やかに報告するともに第３の「石油類等危険物施

設の事故応急対策」の浄水の安全確保に準じて応急対策を実

施するものとする。 

 

第 6 放射線使用施設等の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

第６ 放射線使用施設等の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 
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放射線使用施設等において災害が発生した場合の応急対策に

ついて定め、災害時における的確な対応体制を確立する。 

 

2 対策項目 

1 放射線使用施設等の事業者の措置 

2 下妻消防署の措置 

3 市の措置 

4 県警察本部の措置 

5 国及び県の措置 

 

■ 対策 

1 放射線使用施設等の事業者の措置--------------------

---------------------------------【放射線使用施設等事業者】 

放射線使用施設等の事業者は、放射線使用施設等の破損等に

より放射性物質による災害が発生するおそれがある場合は、直

ちに国、県、市及び警察機関に事態を通報する。 

放射線使用施設等で火災が発生した場合は、消火または延焼

防止に努め、直ちに消防機関に通報するとともに、放射線障害

を防止する必要が生じた場合は、施設内部にいる者等に避難す

るよう警告するものとし、放射線障害を受けた者(受けたおそれ

がある者を含む。)を速やかに救出し避難させるものとする。ま

た、汚染が生じた場合は、速やかにその広がりの防止及び除去

を行うものとする。 

放射性物質を他の場所に移す余裕がある場合は、必要に応じ

放射線使用施設等において災害が発生した場合の応急対策

について定め、災害時における的確な対応体制を確立する。 

 

２ 対策項目 

１ 放射線使用施設等の事業者の措置 

２ 下妻消防署の措置 

３ 市の措置 

４ 県警察本部の措置 

５ 国及び県の措置 

 

■ 対 策 

１ 事業者の措置---------------------------------------

-----------------------【放射線使用施設等事業者】 

放射線使用施設等の事業者は、放射線使用施設等の破損等

により放射性物質による災害が発生するおそれがある場合

は、直ちに国、県、市及び警察機関に事態を通報する。 

放射線使用施設等で火災が発生した場合は、消火または延

焼防止に努め、直ちに消防機関に通報するとともに、放射線障

害を防止する必要が生じた場合は、施設内部にいる者等に避

難するよう警告するものとし、放射線障害を受けた者(受けた

おそれがある者を含む。)を速やかに救出し避難させるものと

する。また、汚染が生じた場合は、速やかにその広がりの防止

及び除去を行うものとする。 

放射性物質を他の場所に移す余裕がある場合は、必要に応
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安全な場所に移して、その周囲に縄を張りまたは標識を設け、

かつ見張りを立て、関係者以外が立ち入ることを禁止する等、

安全確保のために必要な措置をとるものとする。 

なお、これら緊急作業を行う場合は、遮蔽物、かん子、また

は保護具を用い、放射線に被ばくする時間を短くすること等に

より、緊急作業に従事する者の被ばくをできるだけ小さくする

ものとする。また、消防機関等の消火活動等を実施するにあた

って、放射性物質の種類、性状、放射線強度及び放射線防護に

関する必要な情報を伝えるとともに、放射線測定器・線量計等

必要な器具を使用し、消防機関等が実施する応急対策活動に協

力するものとする。 

 

2 下妻消防署の措置------------------------【下妻消防署】 

下妻消防署は、その活動に必要な事故内容についての情報を

事業者から聴取し、直ちに事業者の放射線監視の下、協同して

消火活動等応急対策活動を実施するものとする。 

消火にあたっては、水噴霧法や土のう設置等により、消火活

動に伴う放射性物質の流出拡散を抑えることに留意するものと

する。なお、応急対策活動の実施にあたっては、隊員の放射線

被ばくを最小限に抑えることに留意して活動するものとする。

放射線に関する専門家が派遣された場合には、その助言を受け

て適切に対応するものとする。 

 

3 市の措置---------------------------------【市(総務部)】 

じ安全な場所に移して、その周囲に縄を張りまたは標識を設

け、かつ見張りを立て、関係者以外が立ち入ることを禁止する

等、安全確保のために必要な措置をとるものとする。 

なお、これら緊急作業を行う場合は、遮蔽物、かん子、また

は保護具を用い、放射線に被ばくする時間を短くすること等

により、緊急作業に従事する者の被ばくをできるだけ小さく

するものとする。また、消防機関等の消火活動等を実施するに

あたって、放射性物質の種類、性状、放射線強度及び放射線防

護に関する必要な情報を伝えるとともに、放射線測定器・線量

計等必要な器具を使用し、消防機関等が実施する応急対策活

動に協力するものとする。 

 

２ 下妻消防署の措置 

下妻消防署は、その活動に必要な事故内容についての情報

を事業者から聴取し、直ちに事業者の放射線監視の下、協同し

て消火活動等応急対策活動を実施するものとする。 

消火にあたっては、水噴霧法や土のう設置等により、消火活

動に伴う放射性物質の流出拡散を抑えることに留意するもの

とする。なお、応急対策活動の実施にあたっては、隊員の放射

線被ばくを最小限に抑えることに留意して活動するものとす

る。放射線に関する専門家が派遣された場合には、その助言を

受けて適切に対応するものとする。 

 

３ 市の措置--------------------------------【市(総務部)】 
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市は、事故に関する情報を収集し、住民等に対し、適時、適

切な方法で広報を実施するものとする。 

 

4 県警察本部の措置------------------------【県警察本部】 

被災者状況等被害情報の収集を行い、必要に応じて立入りの

制限や交通規制を実施するものとする。 

 

5 国及び県の措置-------------------------------【県、国】 

国は、放射線強度等の情報提供や措置方法等の指導により、

消防機関をはじめとする防災機関に協力するものとする。 

県は、放射性物質の拡散等についてモニタリングを実施する

など消防機関等に対して放射線情報を提供するとともに、放射

線専門家の派遣、防災資機材の提供についての協力を行うもの

とする。 

また、環境への影響等の把握に努めるものとする。 

 

市は、事故に関する情報を収集し、市民等に対し、適時、適

切な方法で広報を実施する。 

 

４ 県警察本部の措置 

県警察本部は、被災者状況等被害情報の収集を行い、必要に

応じて立入りの制限や交通規制を実施するものとする。 

 

５ 国及び県の措置------------------------------【国、県】 

国は、放射線強度等の情報提供や措置方法等の指導により、

消防機関をはじめとする防災関係機関に協力するものとす

る。 

県は、放射性物質の拡散等についてモニタリングを実施す

るなど消防機関等に対して放射線情報を提供するとともに、

放射線専門家の派遣、防災資機材の提供についての協力を行

うものとする。また、環境への影響等の把握に努めるものとす

る。 

 

第 7 核燃料物質等の事業所以外運搬中の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

核燃料物質等の事業所外運搬中に原災法第 10 条第 1 項前段

に規定された通報すべき事象（以下、「特定事象」という。）が

発生した場合は、次により、原子力事業者等、国、県及び市は

第７ 核燃料物質等の事業所外運搬中の事故応急対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

核燃料物質等の事業所外運搬中に原災法第10条第１項前段

に規定された通報すべき事象（以下、「特定事象」という。）が

発生した場合は、次により、原子力事業者等、国、県及び市は
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改 訂 前 改 訂 後 

連携して、応急対策を実施する。 

 

2 対策項目 

1 原子力事業者等の措置 

2 市及び下妻消防署の措置 

3 県警察本部及び下妻警察署の措置 

4 国及び県の措置 

 

■ 対策 

1 原子力事業者等の措置-----------------【原子力事業者】 

原子力防災管理者は、核燃料物質等の運搬中に特定事象の発

生を発見または発見の通報を受けた場合、原災法に基づき、国、

県、市、警察機関、消防機関、原子力緊急時支援・研修センタ

ー等の関係機関に事故情報を文書で送信する。加えて、主要な

機関等に対しては、その着信を確認するものとし、以後、応急

対策の状況等を随時連絡するものとする。 

原子力事業者等は、事故等発生後直ちに適当な方法により、

立入制限区域の設定、汚染や漏洩の拡大防止対策、遮蔽対策、

モニタリング、消火や延焼の防止、救出や避難等の危険時の措

置を迅速かつ的確に実施するものとし、併せて現地へ必要な要

員を速やかに派遣し、消防機関、警察機関及び海上保安部署と

協力して応急対策を実施するものとする。 

さらに、必要に応じ、他の原子力事業者に要員及び資機材の

派遣要請を行い、応急対策に万全を期するものとする。 

連携して、応急対策を実施する。 

 

２ 対策項目 

１ 原子力事業者等の措置 

２ 市及び下妻消防署の措置 

３ 県警察本部及び下妻警察署の措置 

４ 国及び県の措置 

 

■ 対 策 

１ 原子力事業者等の措置----------------【原子力事業者】 

原子力防災管理者は、核燃料物質等の運搬中に特定事象の

発生を発見または発見の通報を受けた場合、原災法に基づき、

国、県、市、警察機関、消防機関、原子力緊急時支援・研修セ

ンター等の防災関係機関に事故情報を文書で送信する。加え

て、主要な機関等に対しては、その着信を確認するものとし、

以後、応急対策の状況等を随時連絡するものとする。 

原子力事業者等は、事故等発生後直ちに適当な方法により、

立入制限区域の設定、汚染や漏洩の拡大防止対策、遮蔽対策、

モニタリング、消火や延焼の防止、救出や避難等の危険時の措

置を迅速かつ的確に実施するものとし、併せて現地へ必要な要

員を速やかに派遣し、消防機関、警察機関及び海上保安部署と

協力して応急対策を実施するものとする。 

さらに、必要に応じ、他の原子力事業者に要員及び資機材の

派遣要請を行い、応急対策に万全を期するものとする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

2 市及び下妻消防署の措置------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、事故の通報を受けた場合、直ちにその

旨を県(生活環境部原子力安全対策課)に報告するとともに、事

故状況の把握に努め、事故の状況に応じて職員の安全を図りな

がら、原子力事業者等と協力して、消火、救助、救急等必要な

対応を行うものとする。 

 

3 県警察本部及び警察署の措置--【県警察本部、下妻警察署】 

事故の通報を受けた警察機関は、事故状況の把握に努め、事

故の状況に応じて職員の安全確保を図りながら、原子力事業者

等と協力して、人命救助、避難誘導、交通規制等必要な対応を

行うものとする。 

 

4 国及び県の措置-------------------------------【県、国】 

国は、核燃料物質等の運搬中の事故により、特定事象が発生

した旨の通報を受けた場合には、速やかに関係省庁事故対策連

絡会議を開催する。さらに、原災法第 15 条に規定された原子力

緊急事態に至った場合には、同法に基づき直ちに原子力緊急事

態宣言を発出するとともに、原子力災害対策本部及び現地対策

本部を設置し、原子力施設における原子力災害に準じた緊急事

態応急対策を原子力事業者等とともに主体的に講じる。 

県は、国と連携して事故の状況把握に努め、必要に応じて災

害対策本部を設置するほか、市町村、警察等関係機関と連携し

 

２ 市及び消防署の措置-----【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、事故の通報を受けた場合、直ちにその

旨を県（防災・危機管理部原子力安全対策課）に報告するとと

もに、事故状況の把握に努め、事故の状況に応じて職員の安全

を図りながら、原子力事業者等と協力して、消火、救助、救急

等必要な対応を行う。 

 

３ 県警察本部及び警察署の措置-【県警察本部、下妻警察署】 

事故の通報を受けた警察機関は、事故状況の把握に努め、事

故の状況に応じて職員の安全確保を図りながら、原子力事業者

等と協力して、人命救助、避難誘導、交通規制等必要な対応を

行うものとする。 

 

４ 国及び県の措置------------------------------【国、県】 

国は、核燃料物質等の運搬中の事故により、特定事象が発生

した旨の通報を受けた場合には、速やかに関係省庁事故対策連

絡会議を開催する。さらに、原災法第 15 条に規定された原子力

緊急事態に至った場合には、同法に基づき直ちに原子力緊急事

態宣言を発出するとともに、原子力災害対策本部及び現地対策

本部を設置し、原子力施設における原子力災害に準じた緊急事

態応急対策を原子力事業者等とともに主体的に講じる。 

県は、国と連携して事故の状況把握に努め、必要に応じて災

害対策本部を設置するほか、市町村、警察等防災関係機関と連
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て、事故現場周辺の住民避難の指示など必要な措置を講ずるも

のとする。 

 

携して、事故現場周辺の住民避難の指示など必要な措置を講ず

るものとする。 

 

第 8 避難誘導対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

各危険物等災害に共通する避難誘導対策は以下のとおりとす

る。 

 

2 対策項目 

1 市、下妻消防署、県警察本部の措置 

2 県の措置 

 

■ 対策 

1  市、下妻消防署、県警察本部の措置------------------

----------------------【市(総務部)、下妻警察署、県警察本部】 

危険物等災害においては、人命最優先を第一とし、相互に緊

密に連携して、迅速な警戒区域、避難区域の判断と設定をし、

広報活動、避難誘導の徹底を図るものとする。この際、聴覚障

がい者に対する広報は、正確でわかりやすい文章や字幕付き放

送、文字放送等によるものとする。 

 

2 県の措置-----------------------------------------【県】 

第８ 避難誘導対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

各危険物等災害に共通する避難誘導対策は以下のとおりと

する。 

 

２ 対策項目 

１ 市、警察、消防署の措置 

２ 県の措置 

 

■ 対 策 

１ 市、警察、消防署の措置-----------------------------

----------------------【市(総務部)、下妻警察署、下妻消防署】 

危険物等災害においては、人命最優先を第一とし、相互に緊

密に連携して、迅速な警戒区域、避難区域の判断と設定をし、

広報活動、避難誘導の徹底を図る。この際、聴覚障がい者に対

する広報は、正確でわかりやすい文章や字幕付き放送、文字放

送等によるものとする。 

 

２  県 の 措 置 
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国や協力事業所から危険物等の応急措置情報を迅速に収集

し、また、気象情報、大気情報を収集し、消防機関、市、警察

に避難誘導のための情報を提供し、支援するものとする。 

 

県は、国や協力事業所から危険物等の応急措置情報や気象

及び大気情報を迅速に収集し、消防機関、市、警察に避難誘導

のための情報を提供し、支援するものとする。 

 

第 9 捜索・救出・救助対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

各危険物等災害に共通する捜索・救出・救助対策は以下のと

おりとする。 

 

2 対策項目 

1 消防署及び警察署の措置 

2 県の措置 

 

■ 対策 

1 消防署及び警察署の措置------【下妻消防署、下妻警察署】 

下妻消防署は、警察と相互に連携の上で被災者に対して捜索・

救出・救助を行う。 

 

2 県の措置-----------------------------------------【県】 

必要に応じて、ヘリコプターによる空中からの捜索・救出・

救助を行う。 

 

第９ 捜索・救出・救助対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

各危険物等災害に共通する捜索・救出・救助対策は以下のと

おりとする。 

 

２ 対策項目 

１ 警察署及び消防署の措置 

２ 県の措置 

 

■ 対 策 

１ 警察署及び消防署の措置-----【下妻警察署、下妻消防署】 

下妻消防署は、警察と相互に連携の上で被災者に対して捜

索・救出・救助を行う。 

 

２  県の 措置 

県は、必要に応じて、ヘリコプターによる空中からの捜索・

救出・救助を行う。 
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第 10 応援要請対策 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

各危険物等災害に共通する応援要請対策は以下のとおりとす

る。 

 

2 対策項目 

1 自衛隊の災害派遣要請 

2 応援要請 

 

■ 対策 

1 自衛隊の災害派遣要請---------【市(総務部)、県、自衛隊】 

市は、自衛隊の災害派遣の必要性を災害の規模や被害情報か

ら判断し、必要と認められた場合、地震災害対策計画編 第３

章  第３節  第１「自衛隊派遣要請、受入体制の確保」に準じ

て要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 応援要請対策 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

各危険物等災害に共通する応援要請対策は以下のとおりと

する。 

 

２ 対策項目 

１ 自衛隊の災害派遣要請 

２ 応援要請 

 

■ 対 策 

１ 自衛隊の災害派遣要請--------【県、市(総務部)、自衛隊】 

 (1) 災害派遣要請の要求--------------------------【市】 

市長は、地震の規模や収集した被害情報から判断し、次の災

害派遣判断の要件の範囲に照らして必要があれば直ちに自衛

隊の災害派遣を県知事に要求依頼する。 

【災害派遣判断の要件】 

①公共性 

公共の秩序を維持するため、人命または財産を社会

的に保護しなければならない必要性があること 

②緊急性 

差し迫った必要性があること 

③非代替性 
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自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適当な手段が

ないこと 

 

(2) 災害派遣要請の手続き---------------------【市(総務部)】 

1) 市長は、当該地域に係る災害が発生し、または発生しようと

している場合において、応急措置を実施するため必要があると

認める時は、資料編「自衛隊に対する災害派遣要請依頼書」に

より、県知事に対してその旨を申し出る。ただし、緊急を要す

る場合は電話等により行い、事後速やかに文書を提出する。 

2) 市長は前記 1) の依頼ができない場合には、その旨及び当

該地域に係る災害の状況を、直接最寄りの部隊に通知し、速や

かに県知事に対してその旨を通知するものとする。 

 

(3) 災害派遣の活動範囲---------------------------【自衛隊】 

自衛隊が災害派遣時に実施する救援活動の内容は、災害の

状況、他の救援機関等の活動状況、要請内容、現地における部

隊等の人員、装備等によって異なるが、通常、次に示すものと

する。 

項 目 内 容 

被害状況の把握 

車両、航空機等状況に適した手段

によって情報収集活動を行なって被

害状況を把握する。 

避 難 の 援 助 

避難の命令等が発令され、避難、

立退き等が行なわれる場合で必要が

ある時は、避難者の誘導、輸送等を

行い、避難を援助する。 
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避 難 者 の 

捜 索 ・ 救 助 

行方不明者、負傷者等が発生した

場合は、通常、他の救援活動に優先

して捜索活動を行なう。 

水 防 活 動 

堤防、護岸等の決壊に際しては、

土のう作成、運搬、積込み等の水防

活動を行なう。 

消 防 活 動 

火災に際しては、利用可能な消防

車その他の防火用具（空中消火が必

要な場合は航空機）をもって、消防

機関に協力して消火にあたるが、消

火薬剤等は、通常、関係機関の提供

するものを使用するものとする。 

道 路 ま た は 

水 路 の 啓 開 

道路もしくは水路が損壊し、また

は障害物がある場合は、それらの啓

開または除去にあたる。 

応急医療、救護 

及 び 防 疫 

被災者に対し、応急医療、及び防

疫を行なうが、薬剤等は通常、防災

関係機関の提供するものを使用する

ものとする。 

人 員 及 び 物 資 

の 緊 急 輸 送 

緊急患者、医師その他救援活動に

必要な人員及び援助物資の緊急輸送

を実施する。この場合において航空

機による輸送は、特に緊急を要する

と認められるものについて行なう。 

炊 飯 及 び 給 水 
被災者に対し、炊飯及び給水を実

施する。 

救援物資の無償 

貸与または譲与 

「防衛省の管理に属する物品の無

償貸与及び譲与等に関する総理府

令」（昭和 33．総理府令第１号）に

基づき、被災者に対し救援物資を無

償貸付けし、または譲与する。 
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2 応援要請---------------------------------【市(総務部)】 

地震災害対策計画編 第３章  第３節  第２「応援要請・受

入体制の確保」を準用する。 

 

危 険 物 の 保 安 

及 び 除 去 

能力上可能なものについて火薬

類、爆発物等危険物の保安措置及び

除去を実施する。 

通 信 支 援 
通信機器を用いて情報の収集及び

伝達を行う。 

広 報 活 動 
航空機、車両等を用いて、住民に

対する広報を行う。 

そ の 他 

その他臨機に必要なもので、自衛

隊の能力で対処可能なものについて

は、所要の措置をとる。 

 

(4) 自衛隊との連絡-------------------【市(総務部)、自衛隊】 

市長は、自衛隊の派遣要請が予測される災害が発生し、また

は発生するおそれがある場合には、迅速・的確にその状況を把

握し、陸上自衛隊施設学校(警備課)または当該地域を担当す

る古河・霞ヶ浦分区（第１施設団長、古河駐屯地所在部隊）に

通報するほか、必要な情報の交換をするものとする。 

 

２ 応援要請--------------------------------【市(総務部)】 

(1) 他市町村への要請 

市長は、市域に係る災害について適切な災害応急対策を実

施するために支援を受ける必要があると認める時は、あらか

じめ締結した応援協定に基づき、他の市町村長に対して応援

要請を行う。 

応援を求められた市町村は、災害応急対策のうち、消防、

救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急
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措置については、正当な理由がない限り、応援を行うものと

する。 

応援に従事する者は、災害応急対策の実施について市の指

揮の下で行動するものとする。 

 

(2) 県への応援要請または職員派遣のあっせん 

市長は、県知事（または指定地方行政機関等）に応援また

は職員派遣のあっせんを求める場合は、県に対し、次の事項

を記載した文書をもって要請する。 

ただし、緊急を要し、文書をもってすることができない時

は、口頭または電話等により要請し、事後速やかに文書を送

付する。 

1) 応援要請時に記載する事項 

①災害の状況 

②応援(応急措置の実施)を要請する理由 

③応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び

数量 

④応援(応急措置の実施)を必要とする場所 

⑤応援を必要とする活動内容(必要とする応急措置内容) 

⑥その他必要な事項 

 

2) 職員派遣あっせん時に記載する事項 

①派遣のあっせんを求める理由 

②派遣のあっせんを求める職員の職種別人員 
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③派遣を必要とする期間 

④その他職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

 

(3) 国の機関に対する職員派遣の要請 

市長は、市域における災害応急対策または災害復旧のた

め、必要があると認める時は、指定地方行政機関の長に対

し、次の事項を記載した文書をもって当該機関の職員の派遣

を要請する。 

①派遣を要請する理由 

②派遣を要請する職員の職種別人員 

③派遣を必要とする期間 

④その他職員の派遣について必要な事項 

 

(4) 民間団体等に対する要請-------【市(総務部)、各公共団体】 

市長は、市域における災害応急対策または災害復旧のた

め、必要があると認める時は、民間団体等に協力を要請す

る。 

 

( 5 )  消 防 機 関 へ の 応 援 要 請 

市は、消防機関の消防力では十分な活動が困難である場

合、県内の他の消防機関に対し、茨城県広域消防相互応援協

定に基づく応援要請を速やかに行うものとする。 

【応援派遣要請を必要とする災害規模】 

①大規模災害または災害の多発等により、災害の防御が困
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難または困難が予想される災害 

②災害が拡大し茨城県内の他市町村または茨城県外に被

害が及ぶおそれのある災害 

③多数の要救助者があり、早期に多数の人員、資機材等が

必要な災害 

④特殊資機材を使用することが災害防御に有効である災 

害 

⑤その他応援派遣要請の必要があると判断される災害 

 

 

第 11 医療救護対策---【市（保健福祉部）、医療関連機関等】 

医療救護対策は、地震災害対策計画編 第３章  第４節  第

５「応急医療」に準じて実施する。また、被災者に対する心の

ケアを行う必要がある場合は、地震災害対策計画編 第３章  

第５節  第２「避難生活の確保、健康管理」の心のケア対策に

準じて実施する。 

 

第 11 医療救護対策---【市（保健福祉部）、医療機関等】 

１ 応急医療活動 

(1) 医療施設による医療活動-----------------【医療機関】 

被災地域内の国立病院機構病院、国立大学法人病院、公立

病院、日赤病院及び災害拠点病院等は、設備・人員等におい

て患者の急増に即応できる体制を確保するとともに、トリア

ージを効果的に実施する。 

 

(2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等による医療活動-------------

----------------------【県、市(保健福祉部)、医療機関】 

1) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送 

医療救護チーム・ＤＭＡＴ等は、自らの移動手段の確保等

に努めるものとする。 

市は、医療救護活動が円滑に実施できるよう、県が派遣す
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る医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送にあたっては、輸送手

段の優先的確保など特段の配慮を行う。 

2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の配置 

県ＤＭＡＴ調整本部及び県ＤＰＡＴ調整本部は、県及び市

の災害対策本部等と調整の上、ＤＭＡＴ等を被災地等に派

遣・配置する。 

また、県は、病院等から派遣されてきた医療救護チーム

（日赤救護班、国立病院や県医師会等による医療救護チー

ム、ＪＭＡＴ等）を、市災害対策本部等と協議しながら県保

健福祉部及び保健所等において調整した上で、被災地の医療

救護所、病院等に配置する。 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾン

は、調整・配置についての助言を行うものとする。 

3) 医療救護チームの業務 

医療救護チーム（日赤救護班、国立病院や県医師会等によ

る医療救護チーム、ＪＭＡＴ等）は、次の活動を実施する。 

①被災者のスクリーニング(症状判別) 

②傷病者に対する応急処置の実施及び必要な医療の提供 

③医療機関への転送の要否の判断及びその順位の決定 

④死亡の確認 

⑤死体の検案 

⑥その他状況に応じた処置 

4) ＤＭＡＴ等の業務 

  ＤＭＡＴ等は、被災地における活動（域内搬送病院内支
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援、現場活動を含む。）及び広域医療搬送を行う。 

  当医療圏では、茨城県西部メディカルセンターにＤＭＡＴ

が待機しており、県の要請を受け大規模災害時には現場に出

動し、救急救命処置とトリアージ、さらに後方病院への迅速

な搬送を担当することとなっている。 

5) 巡回相談チーム・ボランティアとの連携 

医療救護チームは、被災者の健康相談を行うために医師及

び保健師等で構成された巡回相談チームやボランティアとの

連携を図り、医療を必要とする被災者の情報収集に努め、医

療活動を行う。 

 

(3) ドクターヘリの活用 

  県及び基地病院は、被災地域等にドクターヘリを派遣し、

救命医療及び患者の搬送を行う。 

 

(4) 医薬品等の供給 

県及び市は、医療機関や救護所で活動している医療救護チ

ームから医薬品等の供給要請があった場合は、茨城県医薬品

卸業組合、日本産業･医療ガス協会関東支部または茨城県医

療機器販売業協会に連絡し、流通備蓄している災害用品等を

速やかに供給するものとする。また、輸血用血液製剤につい

ては、茨城県赤十字血液センターが供給する。 

なお、医薬品等の陸路での供給が困難な場合には、県は速

やかにヘリコプターによる搬送の措置を講じる。 
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(5) 精神保健医療体制 

1) 県（障害福祉課）は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡ

Ｔ）調整本部を厚生総務課内に設置し、原則として、精神科

医療機関の現状、保健所や市が行う心のケア活動の情報収

集、関係者への情報提供（ＦＡＸ等）を一元的に行う。 

また、県（障害福祉課）及び精神保健福祉センターは、Ｄ

ＰＡＴと連絡・調整を行い、被災地の保健・医療の現況等に

応じた心のケア活動の方針等を示す。ＤＰＡＴは、保健所、

市、日赤こころのケアチーム、その他の防災関係機関との連

携を図りながら、精神保健医療の支援にあたる。 

2) 保健所及び市は、連携して次のことを実施する。 

ア フェイズ１～２ 

 ・心の健康相談、ＤＰＡＴによる避難所への巡回診療の

サポート及び必要時のＤＰＡＴとの同行訪問 

イ フェイズ３（近隣の精神科医療機関による診療再開） 

 ・継続的な対応が必要なケースの把握、対応、ＤＰＡＴ

への情報提供 

ウ フェイズ４ 

 ・仮設住宅入居者及び帰宅者等への巡回診療、訪問活動

（必要時同行訪問） 

 ・ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）への対応 

3) 保健所及び市は、特に、心理的サポートが必要となる遺

族、安否不明者の家族、高齢者、子ども、障がい者、外国人
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に対しては十分に配慮するとともに、適切なケアを行う。 

 

(6) ＤＰＡＴの派遣要請 

県は市の要請もしくは必要に応じ、国や医療関係団体へＤ

ＰＡＴの派遣を要請する。ＤＰＡＴは、保健師派遣チーム等

と連携し、精神科医療が必要な者への治療にあたるととも

に、相談、カウンセリング等適切な対応を行う。さらに、被

災者のケアを行っている職員の精神的ケアも行う。 

 

２ 精神保健、心のケア対策 

(1) 精神科救急医療の確保-----------------------------【県】 

県は、治療の中断（薬切れ等）や環境の急変等から病状が

悪化し、緊急に入院が必要な精神障がい者に対して、県精神

科病院協会、精神科医療機関の協力を得ながら、受入れ可能

な医療機関の確認、オーバーベッドの許可、搬送の手続きな

ど、入院できるための体制を確保するものとする。 

こうした病状の悪化した精神障がい者を受入れる病床の確

保については、各医療機関と調整を行い、保健所、精神保健

福祉センター等に情報の提供を行う。 

 

(2) 市町村における災害時のこころのケアへの対応 

1) 災害後の一過性ストレス反応（急性ストレス障害、ＡＳ

Ｄ）や心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の情報や災害時

の心的反応プロセスを、被災者や関係者に周知する。相談機
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関や相談窓口を明示し、必要な支援が得られるようにする。 

2) 災害直後から、見守りの必要があると思われる住民に対し

て、こころのチェックリスト等を用いてスクリーニングを行

う。 

3) 医療が必要と判断される場合は、避難所を巡回しているＤ

ＰＡＴの医師等に相談する。また、かかりつけ（精神科）医

療機関がある場合は、その精神科医療機関の受診につなげ、

その後も継続して支援する。 

 

第 12 緊急輸送の確保--------------------------------

-----------【市(関係各部)、道路管理者、関東鉄道株式会社】 

緊急輸送の場合、市をはじめとする関係各機関は、現場の

警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視カメラ、車

両感知機等を活用して、交通状況を迅速に把握するものとす

る。また、市は、緊急輸送を確保するため、直ちに一般車両

の通行等を禁止するなどの交通規制を警察に対して要請す

るものとする。 

交通規制にあたっては、関係機関は、相互に密接な連絡を

とるものとする。 

 

 

 

 

第 12 緊急輸送の確保--------------------------------

-----【市(各部)、道路管理者、関東鉄道】 

緊急輸送の場合、市をはじめとする関係各機関は、現場

の警察官、防災関係機関等からの情報に加え、交通監視カ

メラ、車両感知機等を活用して、交通状況を迅速に把握す

るものとする。また、市は、緊急輸送を確保するため、直

ちに一般車両の通行等を禁止するなどの交通規制を警察に

対して要請する。なお、交通規制にあたっては、防災関係

機関は、相互に密接な連絡をとるものとする。 
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第 5 章 大規模な火事災害対策 

 

本計画は、市内において大規模な火事による多数の死傷者等

の発生といった大規模な火事災害が発生した場合に、関係機関

がとるべき対策について定める。 

 

第 1 節 災害予防 

大規模な火事災害の発生を未然に防止するとともに、発災時

の被害の軽減を図るため、関係機関は次の対策を講じる。 

 

第 1 災害に強いまちづくり 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

災害に強いまちづくりを推進するため、建物等の耐震・不燃

化の促進や防火体制の強化等に努める。 

 

2 対策項目 

1 災害に強いまちの形成 

2 火災に対する建築物の安全化 

 

■ 対策 

1 災害に強いまちの形成----【市(経済建設部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、延焼拡大の防止を図るため、建築物や

第５章 大規模な火事災害対策 

 

本計画は、市内において大規模な火事による多数の死傷者

等の発生といった災害が発生した場合に、防災関係機関がと

るべき対策について定める。 

 

第 1 節 災害予防 

大規模な火事災害の発生を未然に防止するとともに、発災時

の被害の軽減を図るため、防災関係機関は次の対策を講じる。 

 

第１ 災害に強いまちづくり 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

災害に強いまちづくりを推進するため、建物等の耐震・不燃

化の促進や防火体制の強化等に努める。 

 

２ 対策項目 

１ 災害に強いまちの形成 

２ 火災に対する建築物の安全化 

 

■ 対 策 

１ 災害に強いまちの形成------------------------------

--------------------【市(経済部、建設部)、下妻消防署】 
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公共施設の耐震・不燃化、避難路、避難地・緑地等の連携的な

配置による延焼阻止延焼遮断帯の確保、防火地域及び準防火地

域の的確な指定等により、災害に強い都市構造の形成を図るも

のとする。また、ヘリコプターの緊急救助用のスペースの設置

を促進するよう努めるものとする。 

 

 

2 火災に対する建築物の安全化 

(1) 消防用設備等の整備及び維持管理-----------【下妻消防署】 

下妻消防署は、多数の者が出入りする事業所等の高層建築

物、病院及びホテル等の防火対象物に対して、消防法（昭和 23

年法律第 186 号）に基づく消防用設備等の設置を促進すると

ともに、保守点検の実施及び適正な維持管理を行うものとす

る。 

 

(2) 建築物の防火管理体制 

1) 下妻消防署の措置-----------------【下妻消防署・事業者】 

消防本部主催による防火管理に関する講習会を開催し、多

数の者が出入りする事業所等の高層建築物、病院及びホテル

等の防火対象物について、防火管理者を適正に選任させると

ともに、防火管理者が当該建築物についての消防計画の作成、

当該消防計画に基づく消火通報及び避難訓練の実施等、防火

管理上必要な業務を適正に行うなど、防火管理体制の充実を

図るものとする。 

市及び下妻消防署は、延焼拡大の防止を図るため、建築物や

公共施設の耐震・不燃化、避難路、避難地・緑地等の連携的な

配置による延焼阻止・延焼遮断帯の確保、防火地域及び準防火

地域の的確な指定等により、災害に強い都市構造の形成を図

るものとする。また、ヘリコプターの緊急救助用のスペースの

設置を促進するよう努めるものとする。 

 

２ 火災に対する建築物の安全化 

(1) 消防用設備等の整備及び維持管理-----------【下妻消防署】 

下妻消防署は、多数の者が出入りする事業所等の高層建築

物、病院及びホテル等の防火対象物に対して、消防法に基づく

消防用設備等の設置を促進するとともに、保守点検の実施及

び適正な維持管理を行うものとする。 

 

 

(2) 建築物の防火管理体制に関する措置---------------------

-----------------------------【下妻消防署・各事業者】 

多数の者が出入りする事業所等の高層建築物、病院及びホ

テル等の防火対象物を管理する事業者は、消防本部主催の防

火管理に関する講習会に参加するとともに、防火管理者を適

正に選任し、当該建築物についての消防計画の作成、当該消防

計画に基づく消火通報及び避難訓練の実施等、防火管理上必

要な業務を適正に行い、防火管理体制の充実を図るものとす

る。 
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(3) 建築物の安全対策の推進-------------------------------

------------------【市(経済建設部)、下妻消防署、施設管理者】 

市、下妻消防署、事業者は、高層建築物等について、避難経

路、火気使用店舗等配置の適正化、防火区域の徹底などによる

火災に強い構造の形成を図るとともに、不燃性材料・防炎物品

の使用、店舗等における火気の使用制限等火災安全対策の充

実を図るものとする。 

 

 

(3) 建築物の安全対策の推進-------------------------------

--------【市(経済部、建設部)、下妻消防署、各事業者】 

市、下妻消防署、事業者は、高層建築物等について、避難経

路、火気使用店舗等配置の適正化、防火区域の徹底などによる

火災に強い構造の形成を図るとともに、不燃性材料・防炎物品

の使用、店舗等における火気の使用制限等火災安全対策の充

実を図る。 

 

第 2 大規模な火事災害防止のための情報の充実---------

-----------------------------------------【水戸地方気象台】 

水戸地方気象台は、大規模な火事災害防止のため、気象の状

況の把握に努め、災害防止のための情報充実と適時・的確な情

報発表に努めるものとする。 

 

第２ 大規模な火事災害防止のための情報の充実--------

-----------------------------------【水戸地方気象台】 

水戸地方気象台は、大規模な火事災害防止のため、気象の状

況の把握に努め、災害防止のための情報の充実と適時・的確な

情報発表に努めるものとする。 

 

第 3 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復興への

備え 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

大規模な火事災害の発生を未然に防止するとともに、発災時

の被害の軽減を図るため、関係機関は次の対策を講じる。 

 

 

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

大規模な火事災害の発生時の被害の軽減を図るため、防災

関係機関は、迅速かつ円滑な災害応急対策及び災害復旧対策

を実施できるように備える。 
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2 対策項目 

1 情報の収集・連絡体制の整備 

2 災害応急体制の整備 

3 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

4 緊急輸送活動への備え 

5 避難収容活動への備え 

6 被災者等への的確な情報伝達活動関係 

7 防災関係機関等の防災訓練の実施 

 

■ 対策 

1 情報の収集・連絡体制の整備 

(1) 情報の収集・連絡------------【市(総務部)、防災関係機関】 

市をはじめとする防災関係機関は、災害応急対策の円滑な

実施を図るため、それぞれの機関及び機関相互間において、情

報の収集・連絡体制の整備を図るものとする。その際、夜間、

休日の場合においても対応できる体制の整備を図るものとす

る。なお、機動的な情報収集活動を行うため、車両をはじめと

する情報収集手段をあらかじめ整備するとともに、緊急時に

は県のヘリコプター等を活用できる体制を整備するものとす

る。 

 

(2) 情報の分析整理---------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、平常時から防災関連情報の収集及び

蓄積に努め、火災発生及び延焼拡大の危険性のある区域を把

２ 対策項目 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

２ 災害応急体制の整備 

３ 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

４ 緊急輸送活動への備え 

５ 避難収容活動への備え 

６ 被災者等への的確な情報伝達活動関係 

７ 防災関係機関等の防災訓練の実施 

 

■ 対 策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

(1) 情報の収集・連絡------------【市(総務部)、防災関係機関】 

市をはじめとする防災関係機関は、災害応急対策の円滑な

実施を図るため、それぞれの機関及び機関相互間において、夜

間、休日の場合においても対応できる情報の収集・連絡体制の

整備を図る。なお、機動的な情報収集活動を行うため、車両等

多様な情報収集手段をあらかじめ整備するとともに、緊急時

には県のヘリコプター等を活用できる体制を整備するものと

する。 

 

 

(2) 情報の分析整理---------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、平常時から防災関連情報の収集及び

蓄積に努め、火災発生及び延焼拡大の危険性のある区域を把
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改 訂 前 改 訂 後 

握のうえ、被害想定を作成し災害危険性の周知等に生かすも

のとする。 

 

(3) 通信手段の確保--【市(総務部)、下妻消防署、防災関係機関】 

非常通信体制を含めた大規模な火事災害発生時における通

信手段については、地震災害対策計画編 第２章  第１節  

第４「情報通信ネットワークの整備」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

握の上、被害想定を作成し、災害危険性の周知等に生かすもの

とする。 

 

(3) 通信手段の確保--【市(総務部)、下妻消防署、防災関係機関】 

 1) 防災行政無線等 

  市は、市民に対して緊急地震速報も含めた災害情報等の伝達

を図るため、防災行政無線システム（同報無線、移動無線、戸

別受信機等）及び携帯電話を含めた多様な手段の整備ととも

に、その伝達体制の充実を図るよう努める。 

 2 )  市 防 災 メ ー ル 

市は、市域全体を対象に災害・避難情報等の緊急防災情報

を提供する市防災メールの普及やＰＲに努める。 

 3 )  消防無線 

いばらき消防指令センターと茨城県防災情報ネットワーク

システムを接続することにより、大規模災害時に全国各地か

ら応援出動する緊急消防援助隊と県庁に設置する消防応援活

動調整本部の間で、無線により、直接、連絡調整を行うこと

ができる。下妻消防署は、特に、広域応援体制による消火活

動が円滑に実施できるよう消防無線の運用に努める。 

 4) 災害時の優先通信 

市は、必要な部署等に災害時優先電話を配置するととも

に、登録情報について管理し、関係機関との情報共有を図

る。 

 5) 防災情報ネットワーク 
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2 災害応急体制の整備 

(1) 職員の体制-------------------【市(各部)、防災関係機関】 

市をはじめとする防災関係機関は、それぞれの機関におい

て、職員の非常参集体制の整備を図るとともに、必要に応じ応

急体制のためのマニュアルを作成し、活動手順、使用する資機

材や装備の使用方法の習熟を図るよう定期的に訓練を行うも

のとする。 

 

(2) 防災関係機関相互の連携体制---【市(各部)、防災関係機関】 

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であ

ることから、それぞれの機関は、応急活動及び復旧活動に関

し、相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強化して

おくものとする。 

なお、本市においては、既に以下の協定を締結しており、今

後は、より具体的、実践的なよう連携体制の強化を図っていく

ものとする。 

・「災害時等の相互応援に関する協定」(県下全市町村) 

・「茨城県広域消防相互応援協定」(県下全消防本部) 

 

  県の防災情報ネットワークシステムの構築を踏まえ、市に

おいても防災情報のデータベース化、情報収集、伝達訓練の

高度化、防災行政事務の効率化等を図り、平常時の予防対策

等の円滑な推進に資する。 

 

２ 災害応急体制の整備 

(1) 職員の体制-------------------【市(各部)、防災関係機関】 

市をはじめとする防災関係機関は、それぞれの機関におい

て、職員の非常参集体制の整備を図るとともに、必要に応じ応

急体制確立のためのマニュアルを作成し、活動手順、使用する

資機材や装備の使用方法の習熟を図るよう定期的に訓練を行

うものとする。 

 

(2) 防災関係機関相互の連携体制---【市(各部)、防災関係機関】 

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であ

ることから、各防災関係機関は、応急活動及び復旧活動に関

し、相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強化して

おくものとする。 

なお、本市においては、既に以下の協定を締結しており、今

後は、より具体的、実践的な連携体制の強化を図っていく。 

・「災害時等の相互応援に関する協定」(県下全市町村) 

・「茨城県広域消防相互応援協定」(県下全消防本部) 
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3 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

(1) 救助・救急活動への備え-------------------------------

---------------------【市（総務部、保健福祉部）、下妻消防署】 

下妻消防署は、災害時に迅速に応急活動が行えるよう、それ

ぞれの防災機関の実情に応じ救急救助用資機材の整備に努め

るものとする。また、下妻消防署は、県や自衛隊の資機材及び

他消防署の資機材の保有状況等を相互に把握するとともに、

必要に応じ情報交換を行うよう努めるものとする。 

 

(2) 医療活動への備え---【市（保健福祉部)、県、医療関連機関】 

災害時の迅速な医療活動実施のための事前対策について

は、地震災害対策計画編 第２章  第３節  第３「医療救護

活動への備え」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 消火活動への備え-------------------------【下妻消防署】 

南関東地域直下や全国どこでも起こりうる直下型地震等の

地震被害をもたらすおそれのある本市では、同時多発火災及

３ 救助・救急、医療及び消火活動への備え 

(1) 救助・救急活動への備え-------------------------------

-----------【県、市（総務部、保健福祉部）、下妻消防署】 

各防災関係機関は、災害時に迅速に応急活動が行えるよう、

それぞれの機関の実情に応じ救急救助用資機材の整備に努め

るものとする。また、下妻消防署は、県や自衛隊の資機材及び

他消防署の資機材の保有状況等を把握するとともに、必要に

応じ情報交換を行うよう努める。 

 

(2) 医療活動への備え---【県、市（保健福祉部)、医療機関】 

市は、病院に対して、災害時に必要な医薬品、医療用品等の

備蓄を要請するとともに、災害時に必要な医薬品、医療用品等

を調達するため、あらかじめ医薬品・医療用品等の販売事業者

と協定の締結に努める。 

また、市は、災害時における医師や看護師等の派遣をはじ

めとした医療救護活動について、医療関係団体との協定の締

結を進めることにより協力体制の強化を図る。医療関係団体

は、市が実施する防災訓練に積極的に参加するものとし、さ

らに、協議会の設置または会議等を通じ、平常時より相互の

連携を図る。 

 

(3) 消火活動への備え-------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、茨城県地震被害想定（Ｈ30）では、本

市においても、震度６弱以上の揺れに見舞われる想定となっ
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び消火栓の使用不能等に備え、防火水槽の整備、河川水等自然

水利及びため池等指定消防水利の活用等により、消防水利の

多様化を図るとともに、消防ポンプ自動車等消防用機械・資機

材の整備に努めるものとする。 

 

4 緊急輸送活動への備え-----【市(経済建設部、総務部)、県】 

発災時の緊急輸送活動の効果的な実施のための事前対策とし

ては、地震災害対策計画編 第２章 第３節 第１「緊急輸送

への備え」に準ずるほか、次により実施する。 

市及び道路管理者、県警察本部は、信号機、情報板等の道路

交通関連施設について、災害時の道路交通管理体制の整備に努

めるものとする。また、災害時の交通規制を円滑に行うため、

警備業者等との間で締結している「交通誘導の実施等応急対策

業務に関する協定」等の推進を図るとともに、発災後において

交通規制が実施された場合の車両の運転者の義務等について平

常時から周知を図るものとする。 

 

5 避難収容活動への備え----------【市(各部)、下妻消防署】 

(1) 避難誘導 

市及び下妻消防署は、避難場所・避難路をあらかじめ指定

し、住民への周知徹底に努めるものとし、発災時の避難誘導に

係る計画を作成し、訓練を行うものとする。 

 

(2) 避難場所 

ており、同時多発火災及び消火栓の使用不能等に備え、防火水

槽の整備、河川水等自然水利及びため池等指定消防水利の活

用等により、消防水利の多様化を図るとともに、消防ポンプ自

動車等消防用機械・資機材の整備に努める。 

 

４ 緊急輸送活動への備え----【県、市(総務部建設部)】 

発災時の緊急輸送活動の効果的な実施のための事前対策と

しては、地震災害対策計画編 第２章 第３節 第１「緊急輸

送への備え」に準ずるほか、次により実施する。 

市及び各道路管理者、並びに県警察本部は、信号機、情報板

等の道路交通関連施設について、災害時の道路交通管理体制

の整備に努めるものとする。 

また、災害時の交通規制を円滑に行うため、発災後において

交通規制が実施された場合の車両の運転者の義務等について

平常時から周知を図るものとする。 

 

 

５ 避難収容活動への備え---------【市(各部)、下妻消防署】 

(1) 避難誘導 

市及び下妻消防署は、避難場所・避難路をあらかじめ指定

し、市民への周知徹底に努める。また、発災時の避難誘導に係

る計画を作成し、訓練を行う。 

 

(2) 避難場所 
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市及び下妻消防署は、都市公園、公民館、学校等公共施設等

を対象に避難場所を指定し、住民への周知徹底に努めるもの

とする。 

 

6 被災者等への的確な情報伝達活動関係----------------

---------------------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、大規模な火事に関する情報を常に伝達

できるよう、県や報道機関との連携を図るものとする。 

 

7 防災関係機関等の防災訓練の実施--------------------

---------------------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、大規模災害を想定し、住民参加により、

より実践的な消火、救助・救急等の訓練を実施するものとする。 

 

市は、都市公園、公民館、学校等公共施設等を対象に避難場

所を指定し、市民への周知徹底に努めるものとする。 

 

 

６ 被災者等への的確な情報伝達活動関係---------------

---------------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、大規模な火事に関する情報を常に伝

達できるよう、県や報道機関との連携を図る。 

 

７ 防災関係機関等の防災訓練の実施-------------------

---------------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、大規模災害を想定し、住民参加によ

る、より実践的な消火、救助・救急等の訓練を実施する。 

 

第 4 防災知識等の普及 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

大規模な火事災害の発生を未然に防止するために、防災知識

等の普及に努める。 

 

2 対策項目 

1 防災知識の普及 

2 防災関連機器等の普及 

第４ 防災知識等の普及 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

大規模な火事災害の発生を未然に防止するために、防災知

識等の普及に努める。 

 

２ 対策項目 

１ 防災知識の普及 

２ 防災関連機器等の普及 
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■ 対策 

1 防災知識の普及 

市及び下妻消防署は、全国火災予防運動、防災週間等を通じ、

各種広報媒体を活用することにより住民の防災知識の普及、啓

蒙を図るものとする。 

 

2 防災関連機器等の普及 

市及び下妻消防署は、住民等に対し、住宅用防災機器等の普

及に努めるものとする。 

 

 

■ 対 策 

１ 防災知識の普及 

市及び下妻消防署は、全国火災予防運動、防災週間等を通

じ、各種広報媒体を活用することにより、市民の防災知識の普

及、啓蒙を図る。 

 

２ 防災関連機器等の普及 

市及び下妻消防署は、住民等に対し、住宅用防災機器等の普

及に努める。 

 

第５章 大規模な火事災害対策 

第 2 節 災害応急対策 

 

大規模な火事災害が発生しまたは発生するおそれがある場合

は、関係機関、関係団体は次の対策を講じ、被害の発生を最小

に抑える措置を講じる。 

 

第 1 発災直後の情報の収集・連絡 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

大規模な火事災害が発生しまたは発生するおそれがある場合

の情報の収集・連絡体制に関して定めるものとする。 

第５章 大規模な火事災害対策 

第２節 災害応急対策 

 

大規模な火事災害が発生し、または発生するおそれがある

場合は、防災関係機関、関係団体は次の対策を講じ、被害の発

生を最小に抑える。 

 

第１ 発災直後の情報の収集・連絡 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

大規模な火事災害が発生し、または発生するおそれがある

場合の情報の収集・連絡体制に関して定める。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

2 対策項目 

1 災害情報の収集・連絡 

2 通信手段の確保 

 

■ 対策 

1 災害情報の収集・連絡-----【市(総務部)、下妻消防署、県】 

(1) 大規模な火事発生情報等の収集・連絡 

市及び下妻消防署は、火災の発生状況、人的被害の状況等の

情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含

め、把握できた範囲から直ちに県へ連絡するものとする。併せ

て、「火災・災害等即報要領」に基づき、消防庁に対しても覚

知後 30 分以内で可能な限り早く報告するものとする。 

 

(2) 大規模な火事災害情報の収集・連絡系統 

大規模な火事災害情報の収集・連絡系統は次のとおりとす

る。 

情報通信連絡系統図 

 

 

 

２ 対策項目 

１ 災害情報の収集・連絡 

２ 通信手段の確保 

 

■ 対 策 

１ 災害情報の収集・連絡----【県、市(総務部)、下妻消防署】 

(1) 大規模な火事発生情報等の収集・連絡 

市及び下妻消防署は、火災の発生状況、人的被害の状況等の

情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含

め、把握できた範囲から直ちに県へ報告する。併せて、「火災・

災害等即報要領」に基づき、消防庁に対しても覚知後 30 分以

内で可能な限り早く報告する。 

 

(2) 大規模な火事災害情報の収集・連絡系統 

大規模な火事災害情報の収集・連絡系統は次のとおりとす

る。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

連絡先一覧 

 

※自衛隊等への緊急連絡が必要な場合は、陸上自衛隊第一施設団(古河

駐屯所)0280-32-4141(内線 231)に連絡。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 応急対策活動情報の連絡 

市は、県へ応急対策の活動状況及び対策本部設置状況等を

 

表 連絡先一覧 

機関名 担当部署 
昼夜
の別 

電話番号 

消防庁 

応急対策室 昼 
03－5253－7527 

03－5253－7537（FAX） 

宿直室 夜間 
03－5253－7777 

03－5253－7553（FAX） 

茨城県 
消防安全課 昼 029－301－2896 

防災・危機管理課 夜間 029－301－2885 

下妻警察署  
昼 

0296－43－0110 
夜間 

※自衛隊等への緊急連絡が必要な場合は、陸上自衛隊施設学校（警備課

防衛班）029-274-3211(内線 234)に連絡すること 

 

(3) 応急対策活動情報の連絡 

市は、県へ応急対策の活動状況、災害対策本部設置状況、応

機 関 名 担当部署 電話番号（夜間・休日の場合） 

消防庁 応急対策室 
  03-5253-7527  
  03-5253-7537(FAX) 

宿直室 
 03-5253-7777 
  03-5253-7553(FAX) 

茨城県 防災・危機管理課  029-301-2879  

下妻警察署  
 
 0296-43-0110 
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改 訂 前 改 訂 後 

連絡し、応援の必要性等を連絡するとともに、県は、自ら実施

する応急対策の活動状況等を市に連絡する。また、関係機関

は、応急対策活動情報に関し、必要に応じて相互に情報交換を

行うものとする。 

 

2 通信手段の確保--------------------------------------

----------------【市(総務部)、防災関係機関、電気通信事業者】 

市をはじめとする防災関係機関は、災害発生直後は、直ちに

災害情報連絡のための通信手段を確保するものとし、電気通信

事業者は、県及び市の等の防災関係機関の重要通信の確保を優

先的に行うものとする。 

 

援の必要性等を報告するとともに、県は、自ら実施する応急対

策の活動状況等を市に連絡する。また、防災関係機関は、応急

対策活動情報に関し、必要に応じて相互に情報交換を行うも

のとする。 

 

２ 通信手段の確保-------------------------------------

----------【市(総務部)、防災関係機関、電気通信事業者】 

市をはじめとする防災関係機関は、災害発生直後は、直ちに

災害情報連絡のための通信手段を確保するものとし、電気通

信事業者は、県及び市等の防災関係機関の重要通信の確保を

優先的に行うものとする。 

 

第 2 活動体制の確立 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

大規模災害が発生した場合の市等の活動体制を定め、災害時

に的確な対応体制を確立する。 

 

2 対策項目 

1 市の活動体制 

2 県の活動体制 

3 広域的な応援体制 

4 自衛隊の災害派遣 

第２ 活動体制の確立 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

大規模な火事災害が発生した場合の市等の職員動員配備体

制等を定め、災害時に的確な活動体制を確立する。 

 

２ 対策項目 

１ 市の活動体制 

２ 県の活動体制 

３ 広域的な応援体制 

４ 自衛隊の災害派遣 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

■ 対策 

1 市の活動体制 

(1) 職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

職員配備の決定基準は、大規模な火事災害の状況等により

次のとおり定める。 

体 

制 

基    準 配 備 

人 員 

災害対策

本部等の設

置 

警戒

体制 

(事前

配備) 

大規模火災により、

多数の死傷者が発生

する恐れのある場

合、または、その他の

状況により市長が必

要と認めた場合 

あらかじめ

定める防災

関係職員 

災害警戒

本部を設置

する。 

非常

体制 

大規模火災により、

多数の死傷者が発生

した場合、または、そ

の他の状況により本

部長が必要と認めた

場合 

大規模火災

応急対策が

円滑に行え

る体制 

災害対策

本部を設置

する。 

 

(2) 職員の動員配備体制の決定-----------------【市(総務部)】 

【警戒体制】 

火災の延焼情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に

関する下妻消防署長及び総務部長の報告に基づき、市長

が配備体制区分の決定基準に基づき決定する。 

 

■ 対 策 

１ 市の活動体制 

(1) 職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

職員動員配備体制決定基準は、大規模な火事災害の状況等

により次のとおり定める。 

表 職員動員配備体制の決定基準 

体制区分 基 準 配備人員 
災害対策本

部等の設置 

警戒体制 

（事前配備） 

大規模火災により、

多数の死傷者が発

生するおそれのあ

る場合、または、そ

の他の状況により

市長が必要と認め

た場合 

あらかじ

め定める

防災関係

職員 

災 害 警 戒

本 部 を 設

置する。 

非常体制 

大規模火災により、

多数の死傷者が発

生した場合、また

は、その他の状況に

より市長が必要と

認めた場合 

大規模火

災応急対

策が円滑

に行える

体制 

災 害 対 策

本 部 を 設

置する。 

 

(2) 職員の動員配備体制の決定-----------------【市(総務部)】 

【警戒体制】 

火災の延焼情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報

に関する下妻消防署長及び総務部長の報告をもとに、市長

が職員動員配備体制の決定基準に基づき決定する。 
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改 訂 前 改 訂 後 

【非常体制】 

下妻消防署長及び総務部長の報告に基づき市長が体制

を決定する。 

 

表 決定者 

 決定者 代決者 代決者 

警戒及び
非常体制 

市 長 副市長 教育長 

 

 

(3) 職員の動員---------------------------------【市(各部)】 

地震災害対策計画編 第３章  第１節  第１「職員参集・

動員」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【非常体制】 

火災の延焼情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報

に関する下妻消防署長及び総務部長の報告をもとに、市長

が職員動員配備体制の決定基準に基づき決定する。 

 

表 職員動員配備体制の決定者 

 決定者 代決者 代決者 

警戒体制 
市 長 副市長 教育長 

非常体制 

 

(3) 職員の動員---------------------------------【市(各部)】 

総務部長は、動員配備体制の決定に基づき、災害応急対策実

施のため、必要な職員の動員を行う。また、動員にあたっては

職員の安否を確認する必要があるため、安否確認の手順につ

いてあらかじめ定める。 

 

図 動員の伝達系統 

市長

副市長

秘書課長 総務部長

消防・警察、TV等

②報告・伺い

③報告・伺い

①情報提供

②③報告・伺い
（特に緊急の場合）

④指示

⑤指示

⑥指示内容伝達

⑥指示内容伝達

⑥指示内容伝達

消防交通課課長
又は

危機管理監

各部長 教育部長

教育長

⑦指示内容伝達
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改 訂 前 改 訂 後 

 

(4) 災害対策本部等の設置基準等---------------【市(総務部)】 

【災害警戒本部設置基準】 

① 火災により、多数の死傷者が発生する恐れがある場

合 

② その他市長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

① 火災による多数の死傷者発生の恐れがなくなった

場合 

② その他市長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

① 大規模な火災により、多数の死傷者が発生した場合 

② その他市長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

① 大規模な火事災害応急対策が概ね完了した場合 

② その他市長が必要なしと認めた場合 

【動員配備基準との対応】 

災害対策本部及び災害警戒本部の設置基準と動員配備

基準との対応は、地震災害対策計画編 第３章  第１節  

第１「職員参集・動員」に示したとおりである。 

 

(5) 現地災害対策本部の設置-----------------【災害対策本部】 

災害が局地的であり、かつ、特定の地域に著しい被害が生じ

たときは、より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置

 

(4) 災害対策本部等の設置基準等 

【災害警戒本部設置基準】 

1) 火災により、多数の死傷者が発生するおそれがある場

合 

2) その他市長が必要と認めた場合 

【災害警戒本部廃止基準】 

1) 火災による多数の死傷者発生のおそれがなくなった

場合 

2) その他市長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

1) 大規模な火災により、多数の死傷者が発生した場合 

2) その他市長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

1) 大規模な火事災害応急対策が概ね完了した場合 

2) その他市長が必要なしと認めた場合 

【動員配備基準との対応】 

災害対策本部及び災害警戒本部の設置基準と動員配備

基準との関係は、(1)の「職員の動員配備体制区分の基準及

び内容」に示したとおり。 

 

(5) 災害対策本部等の組織及び設置等-----------------------

---------------------------【市(本部事務局、各部)】 

1) 組 織 
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改 訂 前 改 訂 後 

する。 

【現地災害対策本部の組織】 

現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害

対策本部員その他の職員を置き、災害対策副本部長、災害

対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が指

名する者をもって充てる。 

【現地災害対策本部の設置基準】 

・災害が局地的なもので、災害対策本部から遠隔地の場

合 

・被害が広域にわたる場合であっても、特定の地域に著

しい被害が生じた場合 

【現地災害対策本部の分掌事務】 

・現地の被害状況、復旧状況等の情報収集及び分析に関

すること 

・現地における災害応急対策の指揮・指令に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部は以下の者をもってあてる。 

本部長 市長 

副本部長 
副市長 

教育長 

本部員 

市長公室長 

総務部長 

市民部長 

保健福祉部長 

経済部長 

建設部長 

議会事務局長 

教育部長 

消防署長 

消防団長 

本部長が必要と認めた者（防災関係機関

職員等） 

なお、本部長に事故がある時、または本部長が欠けた時

は、市長の職務代理の順序により、副市長、次いで教育長が

その職務を代理する。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 災害対策本部組織図 

 2 )  本 部 の 設 置 

ア 設置に関する指示及び伝達 

  ①本部員及び関係機関等連絡 

    総務部長は、本部設置及び動員配備体制について市長

の指示命を受けた時は、災害対策本部事務局長（消防交

通課長）を通じ本部員及び関係機関等に連絡する。 

  ②本部設置に関する指示 

   本部設置に関する指示の流れは、以下のとおり。 

 

イ 災害対策本部室の設営 

下妻市防災会議

本部⾧ 市⾧ 事務局⾧ 危機管理監

副市⾧

教育⾧

市⾧公室⾧

総務部⾧

市民部⾧

保健福祉部⾧

経済部⾧

建設部⾧

議会事務局⾧

教育部⾧

消防署⾧

消防団⾧

本部⾧が必要と認めた者（防災関係機関職員等）

市⾧公室

本部事務局

各部の本部連絡員

危機管理室

本部員

副本部⾧

本部会議

現地災害対策本部

消防署

教育部

建設部

経済部

保健福祉部

市民部

総務部

各部

図 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

(6) 災害対策本部等の組織、設置の決定及び本部の設置等-----

-------------------------------------------【災害対策本部】 

地震災害対策計画編 第３章  第１節  第３「災害対策本

部」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 県の活動体制------------------------------------【県】 

大規模火災発生時における県の活動体制は、茨城県地域防災

計画を参照する。 

災害対策本部室は、市役所第２庁舎会議室とする。 

 

(6) 現地災害対策本部の設置-------------------【市(総務部)】 

災害が局地的であり、かつ、特定の地域に著しい被害が生じ

た時は、より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置す

る。 

【現地災害対策本部の組織】 

現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害

対策本部員その他の職員を置く。現地災害対策本部の要員

は、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のう

ちから災害対策本部長が指名する者をもって充てる。 

【現地災害対策本部の設置基準】 

・災害が局地的なもので、災害対策本部から遠隔地の場合 

・被害が広域にわたる場合であっても、特定の地域に著し

い被害が生じた場合 

【現地災害対策本部の分掌事務】 

・現地の被害状況、復旧状況等の情報収集及び分析に関す

ること 

・現地における災害応急対策の指揮・指令に関すること 

 

 

２ 県の活動体制-----------------------------------【県】 

大規模火災発生時における県の活動体制は、茨城県地域防

災計画を参照する。 
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3 広域的な応援体制------------------------------------

--------------------【市(総務部)、県、隣接市町、国、自衛隊】 

市内において大規模な火事による災害が発生し、自己の施設

及び人員等を活用してもなおかつ応急対策等が困難な場合は、

地震災害対策計画編 第３章  第３節  第２「応援要請・受入

体制の確保」に準じて、迅速・的確な応援要請の手続きを行う

とともに、受入体制の確保を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 広域的な応援体制-----------------------------------

-------------------------【県、市(総務部)、隣接市町】 

(1) 他市町村への要請 

市長は、市域に係る災害について適切な災害応急対策を実

施するために支援を受ける必要があると認める時は、あらか

じめ締結した応援協定に基づき、他の市町村長に対して応援

要請を行う。 

応援を求められた市町村は、災害応急対策のうち、消防、

救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急

措置については、正当な理由がない限り、応援を行うものと

する。 

応援に従事する者は、災害応急対策の実施について市の指

揮の下で行動するものとする。 

 

(2) 県への応援要請または職員派遣のあっせん 

市長は、県知事（または指定地方行政機関等）に応援また

は職員派遣のあっせんを求める場合は、県に対し、次の事項

を記載した文書をもって要請する。 

ただし、緊急を要し、文書をもってすることができない時

は、口頭または電話等により要請し、事後速やかに文書を送

付する。 

1) 応援要請時に記載する事項 

①災害の状況 
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②応援(応急措置の実施)を要請する理由 

③応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び

数量 

④応援(応急措置の実施)を必要とする場所 

⑤応援を必要とする活動内容(必要とする応急措置内容) 

⑥その他必要な事項 

 

2) 職員派遣あっせん時に記載する事項 

①派遣のあっせんを求める理由 

②派遣のあっせんを求める職員の職種別人員 

③派遣を必要とする期間 

④その他職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

 

(3) 国の機関に対する職員派遣の要請 

市長は、市域における災害応急対策または災害復旧のた

め、必要があると認める時は、指定地方行政機関の長に対

し、次の事項を記載した文書をもって当該機関の職員の派遣

を要請する。 

①派遣を要請する理由 

②派遣を要請する職員の職種別人員 

③派遣を必要とする期間 

④その他職員の派遣について必要な事項 

 

(4) 民間団体等に対する要請-------【市(総務部)、各公共団体】 
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市長は、市域における災害応急対策または災害復旧のた

め、必要があると認める時は、民間団体等に協力を要請す

る。 

 

(5) 消防機関への応援要請 

市は、消防機関の消防力では十分な活動が困難である場

合、県内の他の消防機関に対し、茨城県広域消防相互応援協

定に基づく応援要請を速やかに行うものとする。 

【応援派遣要請を必要とする災害規模】 

①大規模災害または災害の多発等により、災害の防御が困

難または困難が予想される災害 

②災害が拡大し茨城県内の他市町村または茨城県外に被

害が及ぶおそれのある災害 

③多数の要救助者があり、早期に多数の人員、資機材等が

必要な災害 

④特殊資機材を使用することが災害防御に有効である災 

害 

⑤その他応援派遣要請の必要があると判断される災害 

 

(6) 受入体制の確保---------------------------【市(総務部)】 

1) 連絡・調整窓口の明確化 

市長は、国及び関係都道府県・市町村等との連絡を速やか

に行うため連絡窓口を定めておくものとする。また、市災害

対策本部内における応援受援に関する連絡・調整を円滑に行
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うための組織や手順等を周知しておくものとする。 

2) 応援を円滑に受入れ、活動を容易にするための体制の整備 

市長は、国及び関係都道府県・市町村等からの職員及び物

資等の応援を円滑に受入れ、業務の実施を容易にするため、

あらかじめ応援を受けることが必要な業務の選別、業務の実

施要領、資器材及び受入れるための施設等を整備しておくも

のとする。また、防災ボランティア等の人的応援についても

あらかじめ受入施設を定めておくものとする。 

3) 海外からの支援の受入れ 

市長は、国の非常（緊急）災害対策本部等が海外からの支

援の受入れを決定した場合には、その円滑な受入れに努め

る。 

 

(7) 消防機関からの応援受入体制の確保 

1) 受入窓口の明確化 

消防応援の受入窓口は、原則的に市総務部消防交通課また

は下妻消防署とする。ただし、災害対策本部が設置された場

合は、市災害対策本部総務部本部班とする。 

2) 応援隊等の受入体制の整備 

市長は、市外からの応援隊等の応援を速やかに受入れ、消

防活動を容易にするため、受援計画等に基づき体制施設をあ

らかじめ整備しておくものとする。 

3) 応援隊との連携 

指揮系統、情報伝達方法等を明確にし、茨城県消防広域応
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4 自衛隊の災害派遣-------------【市(総務部)、県、自衛隊】 

自衛隊の災害派遣の必要性を収集した被害情報等から判断

し、必要と認められた場合は、地震災害対策計画編 第３章  第

３節  第１「自衛隊派遣要請・受入体制の確保」に準じて要請

するものとする。 

 

援基本計画に基づき、応援隊との連携により効率的な消防活

動を行う。 

【応援隊との連携を容易にするための措置事項】 

①災害状況の情報提供、連絡・調整(応援部隊指揮本部等の 

設置) 

②応援部隊の配置・活動場所の協議及び指示(指揮本部と 

代表消防機関協議) 

③部隊の活動、宿営等の拠点の整備・提供(公園等) 

④消防活動資機材の調達・提供 

4) 経費負担 

応援隊が応援活動に要した費用は、原則として応援を受け

た本市が負担する。 

 

４ 自衛隊の災害派遣------------【県、市(総務部)、自衛隊】 

 (1) 災害派遣要請の要求--------------------------【市】 

市長は、地震の規模や収集した被害情報から判断し、次の災

害派遣判断の要件の範囲に照らして必要があれば直ちに自衛

隊の災害派遣を県知事に要求する。 

【災害派遣判断の要件】 

①公共性 

公共の秩序を維持するため、人命または財産を社会

的に保護しなければならない必要性があること 

②緊急性 

差し迫った必要性があること 
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改 訂 前 改 訂 後 

③非代替性 

自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適当な手段が

ないこと 

 

(2) 災害派遣要請の手続き---------------------【市(総務部)】 

1) 市長は、当該地域に係る災害が発生し、または発生しようと

している場合において、応急措置を実施するため必要があると

認める時は、資料編「自衛隊に対する災害派遣要請依頼書」に

より、県知事に対してその旨を申し出る。ただし、緊急を要す

る場合は電話等により行い、事後速やかに文書を提出する。 

2) 市長は前記 1) の依頼ができない場合には、その旨及び当

該地域に係る災害の状況を、直接最寄りの部隊に通知し、速や

かに県知事に対してその旨を通知するものとする。 

 

(3) 災害派遣の活動範囲---------------------------【自衛隊】 

自衛隊が災害派遣時に実施する救援活動の内容は、災害の

状況、他の救援機関等の活動状況、要請内容、現地における部

隊等の人員、装備等によって異なるが、通常、次に示すものと

する。 

項 目 内 容 

被害状況の把握 

車両、航空機等状況に適した手段

によって情報収集活動を行なって被

害状況を把握する。 

避 難 の 援 助 

避難の命令等が発令され、避難、

立退き等が行なわれる場合で必要が

ある時は、避難者の誘導、輸送等を
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改 訂 前 改 訂 後 

行い、避難を援助する。 

避 難 者 の 

捜 索 ・ 救 助 

行方不明者、負傷者等が発生した

場合は、通常、他の救援活動に優先

して捜索活動を行なう。 

水 防 活 動 

堤防、護岸等の決壊に際しては、

土のう作成、運搬、積込み等の水防

活動を行なう。 

消 防 活 動 

火災に際しては、利用可能な消防

車その他の防火用具（空中消火が必

要な場合は航空機）をもって、消防

機関に協力して消火にあたるが、消

火薬剤等は、通常、関係機関の提供

するものを使用するものとする。 

道 路 ま た は 

水 路 の 啓 開 

道路もしくは水路が損壊し、また

は障害物がある場合は、それらの啓

開または除去にあたる。 

応急医療、救護 

及 び 防 疫 

被災者に対し、応急医療、及び防

疫を行なうが、薬剤等は通常、防災

関係機関の提供するものを使用する

ものとする。 

人 員 及 び 物 資 

の 緊 急 輸 送 

緊急患者、医師その他救援活動に

必要な人員及び援助物資の緊急輸送

を実施する。この場合において航空

機による輸送は、特に緊急を要する

と認められるものについて行なう。 

炊 飯 及 び 給 水 
被災者に対し、炊飯及び給水を実

施する。 

救援物資の無償 

貸与または譲与 

「防衛省の管理に属する物品の無

償貸与及び譲与等に関する総理府

令」（昭和 33．総理府令第１号）に

基づき、被災者に対し救援物資を無
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改 訂 前 改 訂 後 

償貸付けし、または譲与する。 

危 険 物 の 保 安 

及 び 除 去 

能力上可能なものについて火薬

類、爆発物等危険物の保安措置及び

除去を実施する。 

通 信 支 援 
通信機器を用いて情報の収集及び

伝達を行う。 

広 報 活 動 
航空機、車両等を用いて、住民に

対する広報を行う。 

そ の 他 

その他臨機に必要なもので、自衛

隊の能力で対処可能なものについて

は、所要の措置をとる。 

 

(4) 自衛隊との連絡-------------------【市(総務部)、自衛隊】  

市長は、自衛隊の派遣要請が予測される災害が発生し、また

は発生するおそれがある場合には、迅速・的確にその状況を把

握し、陸上自衛隊施設学校(警備課)または当該地域を担当す

る古河・霞ヶ浦分区（第１施設団長、古河駐屯地所在部隊）に

通報するほか、必要な情報の交換をするものとする。 

 

第 3 救助・救急、医療及び消火活動 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

大規模な火事災害が発生した場合に、迅速に捜索、救助・救

急、医療及び消火活動が実施出来るように、活動体制等の確立

を図る。 

 

第３ 救助・救急、医療及び消火活動 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

大規模な火事災害が発生した場合に、迅速に捜索、救助・救

急、医療及び消火活動が実施できるように、活動の方針等を定

める。 
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改 訂 前 改 訂 後 

2 対策項目 

1 救助・救急活動 

2 資機材等の調達等 

3 医療活動 

4 消火活動 

 

■ 対策 

1 救助・救急活動-------------【市(総務部)、防災関係機関】 

市をはじめとする各防災関係機関は、救助・救急活動を行う

ほか、被害状況の早急な把握に努め、必要に応じ他の関係機関

に応援を要請するものとする。 

 

2 資機材等の調達等----------------------【防災関係機関】 

活動に必要な資機材は、原則として当該活動を実施する機関

が携行するものとする。なお、必要に応じ民間からの協力等に

より、効率的な救助・救急活動を行うものとする。 

 

3 医療活動------------【市(保健福祉部)、県、医療関連機関】 

発災時には、医療救護を必要とする多数の傷病者の発生が予

想されることから、地震災害対策計画編 第３章  第４節  第

５「応急医療」に準じ、関係医療機関及び防災関係機関との密

接な連携のものと、医療救護活動を行うものとする。また、被

災者に対する心のケアを行う必要がある場合は、地震災害対策

計画編 第３章  第５節  第２「避難生活の確保、健康管理」

２ 対策項目 

１ 救助・救急活動 

２ 資機材等の調達等 

３ 医療活動 

４ 消火活動 

 

■ 対 策 

１ 救助・救急活動------------【市(総務部)、防災関係機関】 

市をはじめとする各防災関係機関は、救助・救急活動を行う

ほか、被害状況の早急な把握に努め、必要に応じ他の防災関係

機関に応援を要請するものとする。 

 

２ 資機材等の調達等----------【市(総務部)、防災関係機関】 

活動に必要な資機材は、原則として当該活動を実施する機

関が携行するものとする。なお、市は、必要に応じ民間からの

協力等により、効率的な救助・救急活動を行う。 

 

３ 医療活動-----------【県、市(保健福祉部)、医療機関】 

市は、発災時には、医療救護を必要とする多数の傷病者の発

生が予想されることから、地震災害対策計画編 第３章 第

４節 第５「応急医療」に準じ、関係する医療機関及び防災関

係機関との密接な連携のものと、医療救護活動を行う。 

(1) 医療施設による医療活動-----------------【医療関連機関】 

被災地域内の国立病院機構病院、国立大学法人病院、公立
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の心のケア対策に準じて実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院、日赤病院及び災害拠点病院等は、設備・人員等におい

て患者の急増に即応できる体制を確保するとともに、トリア

ージを効果的に実施する。 

 

(2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等による医療活動-------------

----------------------【県、市(保健福祉部)、医療機関】 

1) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送 

医療救護チーム・ＤＭＡＴ等は、自らの移動手段の確保等

に努めるものとする。 

市は、医療救護活動が円滑に実施できるよう、県が派遣す

る医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送にあたっては、輸送手

段の優先的確保など特段の配慮を行う。 

2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の配置 

県ＤＭＡＴ調整本部及び県ＤＰＡＴ調整本部は、県及び市

の災害対策本部等と調整の上、ＤＭＡＴ等を被災地等に派

遣・配置する。 

また、県は、病院等から派遣されてきた医療救護チーム

（日赤救護班、国立病院や県医師会等による医療救護チー

ム、ＪＭＡＴ等）を、市災害対策本部等と協議しながら県保

健福祉部及び保健所等において調整した上で、被災地の医療

救護所、病院等に配置する。 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾン

は、調整・配置についての助言を行うものとする。 

3) 医療救護チームの業務 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療救護チーム（日赤救護班、国立病院や県医師会等によ

る医療救護チーム、ＪＭＡＴ等）は、次の活動を実施する。 

①被災者のスクリーニング(症状判別) 

②傷病者に対する応急処置の実施及び必要な医療の提供 

③医療機関への転送の要否の判断及びその順位の決定 

④死亡の確認 

⑤死体の検案 

⑥その他状況に応じた処置 

4) ＤＭＡＴ等の業務 

  ＤＭＡＴ等は、被災地における活動（域内搬送病院内支

援、現場活動を含む。）及び広域医療搬送を行う。 

  当医療圏では、茨城県西部メディカルセンターにＤＭＡＴ

が待機しており、県の要請を受け大規模災害時には現場に出

動し、救急救命処置とトリアージ、さらに後方病院への迅速

な搬送を担当することとなっている。 

5) 巡回相談チーム・ボランティアとの連携 

医療救護チームは、被災者の健康相談を行うために医師及

び保健師等で構成された巡回相談チームやボランティアとの

連携を図り、医療を必要とする被災者の情報収集に努め、医

療活動を行う。 

 

(3) ドクターヘリの活用 

  県及び基地病院は、被災地域等にドクターヘリを派遣し、

救命医療及び患者の搬送を行う。 
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(4) 医薬品等の供給 

県及び市は、医療機関や救護所で活動している医療救護チ

ームから医薬品等の供給要請があった場合は、茨城県医薬品

卸業組合、日本産業･医療ガス協会関東支部または茨城県医

療機器販売業協会に連絡し、流通備蓄している災害用品等を

速やかに供給するものとする。また、輸血用血液製剤につい

ては、茨城県赤十字血液センターが供給する。 

なお、医薬品等の陸路での供給が困難な場合には、県は速

やかにヘリコプターによる搬送の措置を講じる。 

 

(5) 精神保健医療体制 

1) 県（障害福祉課）は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡ

Ｔ）調整本部を厚生総務課内に設置し、原則として、精神科

医療機関の現状、保健所や市が行う心のケア活動の情報収

集、関係者への情報提供（ＦＡＸ等）を一元的に行う。 

また、県（障害福祉課）及び精神保健福祉センターは、Ｄ

ＰＡＴと連絡・調整を行い、被災地の保健・医療の現況等に

応じた心のケア活動の方針等を示す。ＤＰＡＴは、保健所、

市、日赤こころのケアチーム、その他の防災関係機関との連

携を図りながら、精神保健医療の支援にあたる。 

2) 保健所及び市は、連携して次のことを実施する。 

ア フェイズ１～２ 

 ・心の健康相談、ＤＰＡＴによる避難所への巡回診療の
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サポート及び必要時のＤＰＡＴとの同行訪問 

イ フェイズ３（近隣の精神科医療機関による診療再開） 

 ・継続的な対応が必要なケースの把握、対応、ＤＰＡＴ

への情報提供 

ウ フェイズ４ 

 ・仮設住宅入居者及び帰宅者等への巡回診療、訪問活動

（必要時同行訪問） 

 ・ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）への対応 

3) 保健所及び市は、特に、心理的サポートが必要となる遺

族、安否不明者の家族、高齢者、子ども、障がい者、外国人

に対しては十分に配慮するとともに、適切なケアを行う。 

 

(6) ＤＰＡＴの派遣要請 

県は市の要請もしくは必要に応じ、国や医療関係団体へＤ

ＰＡＴの派遣を要請する。ＤＰＡＴは、保健師派遣チーム等

と連携し、精神科医療が必要な者への治療にあたるととも

に、相談、カウンセリング等適切な対応を行う。さらに、被

災者のケアを行っている職員の精神的ケアも行う。 

 

(7) 精神科救急医療の確保-----------------------------【県】 

県は、治療の中断（薬切れ等）や環境の急変等から病状が

悪化し、緊急に入院が必要な精神障がい者に対して、県精神

科病院協会、精神科医療機関の協力を得ながら、受入れ可能

な医療機関の確認、オーバーベッドの許可、搬送の手続きな
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4 消火活動---------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、災害発生後速やかに火災の状況を把握

するとともに、迅速に消火活動を行うものとする。また、市が

被災地以外の場合、被災地方公共団体からの要請または相互応

援協定に基づき応援の迅速かつ円滑な実施に努めるものとす

る。 

ど、入院できるための体制を確保するものとする。 

こうした病状の悪化した精神障がい者を受入れる病床の確

保については、各医療機関と調整を行い、保健所、精神保健

福祉センター等に情報の提供を行う。 

 

(8) 市町村における災害時のこころのケアへの対応 

1) 災害後の一過性ストレス反応（急性ストレス障害、ＡＳ

Ｄ）や心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の情報や災害時

の心的反応プロセスを、被災者や関係者に周知する。相談機

関や相談窓口を明示し、必要な支援が得られるようにする。 

2) 災害直後から、見守りの必要があると思われる住民に対し

て、こころのチェックリスト等を用いてスクリーニングを行

う。 

3) 医療が必要と判断される場合は、避難所を巡回しているＤ

ＰＡＴの医師等に相談する。また、かかりつけ（精神科）医

療機関がある場合は、その精神科医療機関の受診につなげ、

その後も継続して支援する。 

 

４ 消火活動--------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市及び下妻消防署は、災害発生後速やかに火災の状況を把

握するとともに、迅速に消火活動を行う。また、本市以外が被

災地の場合、被災地方公共団体からの要請または相互応援協

定に基づき応援の迅速かつ円滑な実施に努めるものとする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

第 4 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

大規模な火事災害が発生した場合に、緊急輸送等を実施する

ための交通の確保を図る。 

 

2 対策項目 

1 交通の確保 

 

■ 対策 

1 交通の確保-----------------【市(関係各部)、道路管理者】 

市及び他の道路管理者は、現場の警察官、関係機関等からの

情報に加え、交通監視カメラ、車両感知器等を活用して、交通

状況を迅速に把握するものとする。また、必要な場合は、緊急

輸送を確保するため、一般車両の通行を禁止するなどの交通規

制を県警察本部に対して要請するものとする。 

交通規制にあたっては、関係機関は、相互に密接な連絡をと

るものとする。 

 

第４ 緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

大規模な火事災害が発生した場合に、緊急輸送等を実施す

るための交通の確保を図る。 

 

２ 対策項目 

１ 交通の確保 

 

■ 対 策 

１ 交通の確保----------------【市(各部)、道路管理者】 

市及び他の道路管理者は、現場の警察官、防災関係機関等か

らの情報に加え、交通監視カメラ、車両感知器等を活用して、

交通状況を迅速に把握する。また、緊急輸送を確保するため、

必要な場合は、一般車両の通行を禁止するなどの交通規制を、

県警察本部に対して要請する。 

交通規制にあたっては、防災関係機関は、相互に密接な連絡

をとるものとする。 

 

第 5 避難収容活動 

 

■ 基本事項 

第５ 避難収容活動 

 

■ 基本事項 
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改 訂 前 改 訂 後 

1 趣旨 

大規模な火事災害が発生した場合において、市が行う避難勧

告等については、地震災害対策計画編 第３章  第４節  第２

「避難勧告・指示・誘導」に準ずるほか、次により実施する。 

 

2 対策項目 

1 避難誘導の実施 

2 避難場所 

3 避難行動要支援者への配慮 

 

■ 対策 

1 避難誘導の実施---------【市(各部)、県警察本部、自衛隊】 

市は、発災時には、避難場所・避難路及び災害危険箇所等の

所在、災害の概要等情報の提供に努めながら、地域住民等の避

難誘導を行うものとする。 

 

2 避難場所-----------------------------------【市(各部)】 

市は、発災後、必要に応じ速やかに避難場所を開設するもの

とする。この際、避難場所における情報の伝達、食料、水等の

配布及び清掃等については、避難者、住民、民間防火組織等の

協力を得て適切な運営管理を行うものとする。 

 

3 避難行動要支援者への配慮-----------【市(保健福祉部)】 

市は、避難誘導及び避難場所において、高齢者及び障がい者

１ 趣 旨 

大規模な火事災害が発生した場合に、市が行う避難指示等

については、地震災害対策計画編 第３章 第４節 第２「避

難指示、誘導」に準ずるほか、次により実施する。 

 

２ 対策項目 

１ 避難誘導の実施 

２ 避難場所 

３ 要配慮者への配慮 

 

■ 対 策 

１ 避難誘導の実施--------【市(各部)、県警察本部、自衛隊】 

市は、発災時には、避難場所・避難路及び災害危険箇所等の

所在、災害の概要等情報の提供に努めながら、地域住民等の避

難誘導を行う。 

 

２ 避難場所----------------------------------【市(各部)】 

市は、発災後、必要に応じ速やかに避難場所を開設する。こ

の際、避難場所における情報の伝達、食料・水等の配布及び清

掃等については、避難者、住民、民間防火組織等の協力を得て

適切な運営管理を行うものとする。 

 

３ 要配慮者への配慮-------------------【市(保健福祉部)】 

市は、避難誘導及び避難場所において、高齢者及び障がい者
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改 訂 前 改 訂 後 

等避難行動要支援者に十分配慮するものとする。 等の要配慮者に十分配慮する。 

第 6 施設及び設備の応急活動--------------------------

-------------------------------【市（各部）、各種施設管理者】 

市及びその他の施設管理者は、それぞれの所管する施設及び

設備の緊急点検を実施するとともに、被害状況を把握し、ライ

フライン及び公共施設の応急復旧を速やかに行うものとする。 

 

第６ 施設及び設備の応急復旧活動----------------------

-------------------------【市（各部）、各施設管理者】 

市及びその他の施設管理者は、それぞれの所管する施設及

び設備の緊急点検を実施するとともに、被害状況を把握し、ラ

イフライン及び公共施設の応急復旧を速やかに行う。 

 

第 7 関係者等への的確な情報伝達活動 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

関係者等への的確な情報伝達については、地震災害対策計画

編 第３章  第２節   第３「災害情報の広報」に準ずるほか、

次により実施する。 

 

2 対策項目 

1 情報伝達活動 

2 関係者からの問い合わせに対する対応 

 

■ 対策 

1 情報伝達活動----------------------------------------

------------------【市(総務部)、放送事業者、通信社、新聞社】 

市は、火災の状況、安否情報、医療機関などの情報、それぞ

れの機関が講じている施策に関する情報、交通規制等被害者の

第７ 関係者等への的確な情報伝達活動 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

関係者等への的確な情報伝達については、地震災害対策計

画編 第３章 第２節 第３「災害情報の広報」に準ずるほ

か、次により実施する。 

 

２ 対策項目 

１ 情報伝達活動 

２ 関係者からの問い合わせに対する対応 

 

■ 対 策 

１ 情報伝達活動---------------------------------------

----【市(総務部)、日本放送協会、茨城放送、茨城新聞社】 

市は、火災の状況、安否情報、医療機関などの情報、防災関

係機関が講じている施策に関する情報、交通規制等、被害者の
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改 訂 前 改 訂 後 

家族等に役立つ正確かつきめ細かな情報を、放送事業者、通信

社、新聞社等の報道機関の協力を得て適切に提供するものとす

る。この際、聴覚障がい者に対する広報は、正確でわかりやす

い文書や字幕付き放送、文字放送等によるものとする。 

・市及び関係機関の実施する応急対策の概要   ・

避難の指示、勧告及び避難先の指示 

・地域住民等への協力依頼           ・

その他必要な事項 

 

 

2 関係者からの問い合わせに対する対応----【市(総務部)】 

市は、必要に応じ災害発生後、速やかに関係者からの問い合

わせに対応する窓口設置、人員の配置等の体制の整備に努める

ものとする。 

 

家族等に役立つ正確かつきめ細かな情報を、放送事業者、通信

社、新聞社等の報道機関の協力を得て適切に提供する。この

際、聴覚障がい者に対する広報は、正確でわかりやすい文書や

字幕付き放送、文字放送等によるものとする。 

【提供する情報】 

・市及び防災関係機関の実施する応急対策の概要 

・避難情報及び避難先の指示 

・地域住民等への協力依頼 

・その他必要な事項 

 

２ 関係者からの問い合わせに対する対応---【市(総務部)】 

市は、必要に応じ災害発生後、速やかに関係者からの問い合

わせに対応する窓口設置、人員の配置等の体制の整備に努め

る。 

 

第 8 防疫及び遺体の処理 

発災時の防疫及び遺体の処理については、地震災害対策計画

編 第３章  第７節  第４「清掃・防疫・障害物の除去」及び

同節  第５「行方不明者の捜索」に準じて実施するものとする。 

 

第８ 防疫及び遺体の処理 

１ 災害廃棄物の処理-----------------------【市(市民部)】 

(1) ごみ処理 

1) 作業体制の確保 

市は、ごみ処理の主体として、組織体制及び指揮系統を定

めるとともに、業務委託等による作業員の確保について検討

する。また、災害時に備え、近隣市町、民間の廃棄物処理事

業者、土木・運送業者等と連携体制を構築する。 
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2) 処理対策 

①状況把握 

市は、職員による巡視、住民の電話等による要請等か

ら迅速に被災地域の状況把握に努める。 

②市民への広報 

市は、速やかにごみの分別方法や収集方法、仮置き場

の利用方法を定めて市民に広報する。 

③処理の実施 

市は、速やかに仮置き場を設置し災害時のごみを適正

に管理するとともに、災害時のごみを可能な限り再生利

用するため分別を徹底する。 

また、収集運搬車両を確保し、災害時のごみの収集運

搬を効率的に行う。 

 

(2) し尿処理---------------------------------【市(市民部)】 

1) 作業体制の確保 

市は、し尿処理の実施に必要な人員、機材等の確保に努

め、また、し尿処理施設の処理能力以上の排出量が見込ま

れ、早急に処理する必要がある場合は、近隣市町へ収集、処

理の応援要請を行う。 

2) 処理対策 

①状況把握 

市は、職員による巡視、住民の電話等による要請等か

ら迅速に被災地域の状況把握に努める。 
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②市民への指導 

水洗トイレを使用している世帯に対しては、使用水の

断水に対処するため、水の汲み置き、生活用水の確保等

を指導する。 

③処理の実施 

市は、必要に応じて避難所、または地区毎に仮設トイ

レを設置する。また、必要があれば、県、近隣市町、民

間のし尿処理関連業者等に応援を要請する。 

 

２ 防 疫 

(1) 防疫組織の設置----------------【市(市民部、保健福祉部)】 

市は、防疫関係の組織をつくるとともに、必要な教育訓練

を行う。 

 

(2) 防疫措置情報の収集・報告-----------------------------

----------【県、市(市民部、保健福祉部)、医療機関】 

市は、災害の発生後において、気象庁、警察及び消防等と

の連絡をとり、その被害の状況などの情報を収集するととも

に、防疫措置の必要な地域または場所などを把握し、相互に

情報の伝達を行う。 

また、医療機関においても、被災者に係る感染症患者や食

中毒の発見に努めるとともに、発見した場合または疑いのあ

る場合など、保健所への通報連絡を迅速に行う。 

なお、適切な防疫措置を講じるため、被災地に設けられる
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改 訂 前 改 訂 後 

救護所との連絡を密にするとともに、避難所感染症サーベイ

ランスシステムを活用し、定期的な状況の把握に努める。 

 

(3) 防疫計画及び対応策------------【市(市民部、保健福祉部)】 

市は、地理的、環境的諸条件や被害の状況などを勘案し、

災害予想図を作成するとともに、できるだけ詳しい防疫計画

を樹立しておく。 

災害発生後においては、防疫計画に基づき当該災害の被害

状況に応じた防疫対応策を講じる。 

 

(4) 消毒薬品・器具機材等の調達---------------------------

--------------【県、市(市民部、保健福祉部)、薬業団体】 

市は、災害時の防疫措置に必要な消毒薬等を迅速に調達す

る。また、必要に応じ、薬業団体及び県、近隣市町などの協

力を求める。 

 

(5) 防疫措置等の実施----------【県、市(市民部、保健福祉部)】 

県は、市の実情に応じ、保健所職員をもって組織する防疫

班等により、次の事項を行う。 

また、被災状況に応じ、自衛隊に対して防疫活動を要請す

る。 

1) 被害状況の調査及び市町村指導 

2) 積極的疫学調査 

3) 避難所における防疫上必要な設備整備の指導及び被災住
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宅・仮設住宅住人に対する衛生指導 

4) 井戸水の消毒指導 

5) その他の防疫措置に必要な事項市は、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律に基づく県の指示によ

るほか、必要な防疫措置等を行うものとする。 

  市は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律に基づく県の指示によるほか、必要な防疫措置等を行

うものとする。 

 

３ 遺体の処理 

遺体の処理は市が実施するものとする。ただし、救助法を

適用した時には県及びその委任を受けた市町村が行う。 

遺体が多数にのぼる等、市で対応が困難な場合には、県は

市からの要請に基づき、周辺市町に応援を要請するものとす

る。 

県内での対応が困難な場合は、県は近県に応援の要請を行

うものとする。 

また、県が行う遺体の処理は、日赤茨城県支部と締結した

委託契約に基づき、日赤茨城県支部が組織する救護班及び県

が組織する救護班により実施し、必要に応じて国立病院等の

医療関係機関の協力を得て実施する。 

上記での対応が困難な場合は、国、その他防災関係機関の

応援を得て実施するものとする。 

 



第５章 大規模な火事災害対策 下妻市地域防災計画 その他の災害対策計画編 新旧対照表  

254 

 

改 訂 前 改 訂 後 

(1) 遺体の洗浄・縫合・消毒-----------------【県、市(市民部)】 

災害後の混乱により遺族が遺体の処理を行うことができな

い場合には、救護班は、人心の安定上、腐敗防止または遺体

の識別作業上必要な措置である遺体の洗浄・縫合・消毒等の

措置を行い、遺体を一時保存し、身元確認、検案、埋葬に備

える。 

 

(2) 検 案---------- -----------【県、医療機関】 

検案とは、医師法上、医師の診療中の患者でない者が死亡

した場合、または、医師の診療中の患者が、最後の診療後 24 

時間以上を経過した後に死亡した場合に、その遺体につい

て、死因やその他の医学的検査を行うことである。 

検案は、救護班により実施する。ただし、遺体が多数の場

合等で救護班のみで十分な対応が困難な場合には、一般開業

の医師の協力を得て実施する。また、県（保健福祉部）、日

赤茨城県支部、関東信越地方医務局等は救護班の検案活動に

協力するものとする。 

 

(3) 遺体の収容（安置）、一時保存----------【県、市(市民部)】 

検視、検案を終えた遺体は、市の設置する遺体収容所（安

置所）に収容する。 

1) 遺体収容所（安置所）の設置 

市は被害地域の周辺の適切な場所（寺院、公共建物、公園等）

に遺体の収容所（安置所）を設置する。 
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被害が集中した場合には遺体の収容、収容所の設営が困難

な場合も考えられるため、必要に応じて周辺市町は、設置、運

営に協力する。 

2) 棺の確保 

市は、死者数、行方不明者数を早期に把握し、棺、ドライア

イス等を確保する。 

県は必要に応じ、全国霊柩自動車協会との災害時応援協定

に基づき、搬送車両、棺、ドライアイス、遺体収納袋等を確保

するとともに、製氷業者等との協力体制の確保に努める。 

3) 身元不明遺体の集中安置 

市は、延焼火災等の発生により身元不明遺体が多数発生し

た場合には、遺骨、遺品共に少なく、身元確認に長期間を有す

る場合も考えられることから、寺院等に集中安置場所を設定

し、身元不明遺体を集中安置する。 

4) 身元確認 

市は、警察の協力を得て、遺体の身元を確認し、遺体処理票

及び遺留品処理票を作成の上、納官する。また、埋火葬許可証

を発行する。 
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第 6 章 林野火災対策 

 

本計画は、市内において火災による広範囲にわたる林野の焼

失等といった林野火災が発生した場合に、関係機関がとるべき

対策について定める。 

 

第 1 節 災害予防 

林野火災の発生を未然に防止するため、防災関係機関は、平

常時から次に掲げる対策を講じる。 

 

第 1 林野火災に強い地域づくり 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

林野火災の発生を未然に防止するための対策を定める。 

 

2 対策項目 

1 林野火災予防対策 

2 林野火災特別地域対策事業の推進 

 

■ 対策 

1 林野火災予防対策------------------------【市(総務部)】 

林野火災発生原因のほとんどは、たばこの不始末等失火によ

るものであるので、火災の発生しやすい時期に重点的に、森林

第６章 林野火災対策 

 

本計画は、市内において広範囲にわたる林野の焼失等とい

った林野火災が発生した場合に、防災関係機関がとるべき対

策について定める。 

 

第１節 災害予防 

林野火災の発生を未然に防止するため、防災関係機関は、平

常時から次に掲げる対策を講じる。 

 

第１ 林野火災に強い地域づくり 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

林野火災の発生を未然に防止するための対策を定める。 

 

２ 対策項目 

１ 林野火災予防対策 

２ 火災に対する建築物の安全化 

 

■ 対 策 

１ 林野火災予防対策-----------------------【市(総務部)】 

林野火災発生原因のほとんどは、たばこの不始末等失火に

よるものであるため、火災の発生しやすい時期に、火災の発生
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パトロールや予防広報を実施し、防火思想の普及を図る。 

 

 

2  林野火災特別地域対策事業の推進--------------------

-------------------------------【県、市(総務部、経済建設部)】 

林野火災の発生または拡大の危険度の高い地域を林野火災

特別地域に決定し、林野火災特別地域対策事業計画に基づい

て事業を推進することにより、林野火災対策の強化を図る。 

 

するおそれがある地域について、森林パトロールや予防広報

を重点的に実施し、防火思想の普及を図る。 

 

２ 林野火災特別地域対策事業の推進-------------------

-------------------------【県、市(総務部、経済部)】 

県及び市は、林野火災の発生または拡大の危険度の高い地

域を林野火災特別地域に決定し、林野火災特別地域対策事業

計画に基づいて事業を推進することにより、林野火災対策の

強化を図る。 

 

第 2 林野火災防止のための情報の充実 

 

1 趣旨 

林野火災の発生を予防するために、気象情報の伝達体制の確

保や、事故防止に関する知識の普及に努める。 

 

2 対策項目 

1 気象情報発表伝達体制の確保 

 

■ 対策 

1 気象情報発表伝達体制の確保-------------------------

----【市(総務部)、水戸地方気象台】 

水戸地方気象台は、林野火災防止のため、気象の状況の把握

に努め、災害防止のための情報の充実と適時・的確な情報発表

第２ 林野火災防止のための情報の充実 

 

１ 趣 旨 

林野火災の発生を予防するために、気象情報等の伝達体制

を確保する。 

 

２ 対策項目 

１ 気象情報発表伝達体制の確保 

 

■ 対 策 

１ 気象情報発表伝達体制の確保------------------------

------------------------【市(総務部)、水戸地方気象台】 

水戸地方気象台は、林野火災防止のため、気象状況の把握に

努め、災害防止のための情報の充実と適時・的確な情報発表に
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に努める。市は、水戸地方気象台の発表する情報の収集・整理

に努め、林野火災の防止に役立てる。 

 

努める。市は、水戸地方気象台の発表する情報の収集・整理に

努め、林野火災の防止に役立てる。 

 

第 3 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

林野火災の発生を未然に防止するとともに、発災時の被害の

軽減を図るため、関係機関は次の対策を講じる。 

 

 

2 対策項目 

1 情報の収集・連絡関係 

2 災害応急体制の整備 

3 救助・救急、医療活動への備え 

4 消火活動への備え 

5 緊急輸送活動への備え 

6 避難収容活動、施設・設備の応急復旧活動への備え 

7 防災関係機関等の防災訓練の実施 

 

■ 対策 

1 情報の収集・連絡関係 

(1) 情報の収集・連絡体制の整備 

林野火災が発生した場合または発生するおそれがある場合

第３ 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

林野火災の発生時の被害の軽減を図るため、防災関係機関

は、迅速かつ円滑な災害応急対策及び災害復旧対策を実施で

きるように備える。 

 

２ 対策項目 

１ 情報の収集・連絡関係 

２ 災害応急体制の整備 

３ 救助・救急、医療活動への備え 

４ 消火活動への備え 

５ 緊急輸送活動への備え 

６ 避難収容活動、施設・設備の応急復旧活動への備え 

７ 防災関係機関等の防災訓練の実施 

 

■ 対 策 

１ 情報の収集・連絡関係 

(1) 情報の収集・連絡体制の整備 

各防災関係機関は、林野火災が発生した場合または発生す
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に備え、それぞれ次の対策を講ずるとともに、機関相互間にお

いて情報の収集・連絡体制の整備を図るものとする。その際、

夜間、休日の場合においても、対応できる体制の整備を図るも

のとする。 

1) 市の措置---------------------------------【市(総務部)】 

林野火災の出火防止と早期発見のためには、消防職員や消

防団員などによるパトロールが効果的であることから、多発

時期における監視パトロールの強化に努めるものとする。ま

た、緊急時の通報連絡体制を確立するとともに、災害現場や関

係機関等で情報収集・連絡にあたる要員をあらかじめ定める

など緊急時の体制整備を図るものとする。 

2) 県の措置-----------------------------------------【県】 

市・消防機関から速やかに災害関連情報等の収集ができる

よう、関係機関相互の連携の強化に努めるとともに、災害現場

や関係機関等で情報収集・連絡にあたる要員をあらかじめ定

めるなど緊急時の体制整備を図るものとする。 

上空からの林野火災状況の把握が、林野火災対策上極めて

有効なことから、県警ヘリコプターテレビ伝送システムの適

正な維持管理に努める。 

 

(2) 通信手段の確保-----------------------【市(総務部)、県】 

防災情報ネットワークの適正な維持管理に努め、災害時の

通信手段を確保するとともに、災害現場の状況を迅速かつ的

確に把握するため、ヘリコプターテレビ伝送システムの適正

るおそれがある場合に備え、それぞれ次の対策を講ずるとと

もに、機関相互間において、夜間、休日の場合においても対応

できる情報の収集・連絡体制の整備を図るものとする。 

 

1) 市の措置---------------------------------【市(総務部)】 

林野火災の出火防止と早期発見のためには、消防職員や消

防団員などによるパトロールが効果的であることから、市は、

多発時期における監視パトロールの強化に努める。また、緊急

時の通報連絡体制を確立するとともに、災害現場や防災関係

機関等で情報収集・連絡にあたる要員をあらかじめ定めるな

ど、緊急時の体制整備を図る。 

2) 県の措置-----------------------------------------【県】 

県は、市・消防機関から速やかに災害関連情報等の収集がで

きるよう、防災関係機関相互の連携の強化に努めるとともに、

災害現場や防災関係機関等で情報収集・連絡にあたる要員を

あらかじめ定めるなど、緊急時の体制整備を図る。 

また、上空からの林野火災状況の把握が、林野火災対策上極

めて有効なことから、ヘリコプターテレビ伝送システムの適

正な維持管理に努める。 

 

(2) 通信手段の確保-----------------------【県、市(総務部)】 

県及び市は、防災情報ネットワークを適正に維持管理し、災

害時の通信手段を確保するとともに、災害現場の状況を迅速

かつ的確に把握するため、ヘリコプターテレビ伝送システム
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改 訂 前 改 訂 後 

な維持管理に努めるものとする。一方、住民に対する災害情報

等を広報するため、市防災行政無線の整備を推進するものと

する。また、非常通信体制の整備、有・無線通信システムの一

体的運用及び応急対策等災害時の重要通信の確保に関する対

策の推進を、非常通信協議会との連携に十分配慮しながら図

るとともに、災害時の情報通信手段については、平常時よりそ

の習熟に努めるものとする。 

 

2 災害応急体制の整備 

(1) 職員の体制 

林野火災発生時の職員の非常参集体制の整備を図るととも

に、災害時活動マニュアルを作成して、職員に災害時の活動内

容等を周知させるものとする。 

 

 

(2) 防災関係機関相互の連携体制---【市(各部)、防災関係機関】 

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であ

ることから、それぞれの機関は、応急活動及び復旧活動に関

し、相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強化して

おくものとする。 

なお、本市においては、既に以下の協定を締結しており、今

後は、より具体的、実践的なよう連携体制の強化を図っていく

ものとする。 

・「災害時等の相互応援に関する協定」(県下全市町村) 

の適正な維持管理に努める。一方、市民に対する災害情報等を

広報するため、市防災行政無線の整備を推進する。また、非常

通信体制の整備、有・無線通信システムの一体的運用及び応急

対策等災害時の重要通信の確保に関する対策の推進を、非常

通信協議会との連携に十分配慮しながら図るとともに、災害

時の通信手段については、平常時よりその習熟に努める。 

 

 

２ 災害応急体制の整備 

(1) 職員の体制 

市はじめとする防災関係機関は、林野火災発生時の職員の

非常参集体制の整備を図るとともに、災害時活動マニュアル

を作成して、職員に災害時の活動内容等を周知させるものと

する。 

 

(2) 防災関係機関相互の連携体制---【市(各部)、防災関係機関】 

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であ

ることから、各防災関係機関は、応急活動及び復旧活動に関

し、相互応援の協定を締結する等平常時より連携を強化して

おくものとする。 

なお、本市においては、既に以下の協定を締結しており、今

後は、より具体的、実践的な連携体制の強化を図っていく。 

・「災害時等の相互応援に関する協定」(県下全市町村) 

・「茨城県広域消防相互応援協定」(県下全消防本部) 
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・「茨城県広域消防相互応援協定」(県下全消防本部) 

 

(3) 緊急時ヘリコプターの離発着場の把握と整備-------------

-----------------------------------------【市(経済建設部)】 

市は、緊急時ヘリコプターの離発着場及び補給基地の整備、

維持管理に努めものとする。 

 

(4) 市及び県・自衛隊の連携--------【市(総務部)、県、自衛隊】 

市は、林野火災の発生による自衛隊の出動に備え、自衛隊出

動の要請方法について周知するほか、受け入れ時の県との調

整を図る。 

 

3 救助・救急、医療活動への備え-----------------------

--------【市(総務部、保健福祉部)、下妻消防署、医療関連機関】 

災害時に迅速に応急活動ができるよう、それぞれの防災関係

機関の実情に応じ、救助・救急用資機材、車両、航空機等の整

備に努めるものとする。また、迅速な医療活動実施のため、地

震災害対策計画編 第２章  第３節  第３「医療救護活動への

備え」に準じて事前対策を講じるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 緊急時ヘリコプターの離発着場の把握と整備-------------

-----------------------------------【市(建設部)】 

市は、緊急時ヘリコプターの離発着場及び補給基地の整備、

維持管理に努める。 

 

(4) 県・市及び自衛隊の連携--------【県、市(総務部)、自衛隊】 

市は、林野火災の発生による自衛隊の派遣に備え、自衛隊の

派遣要請方法について周知するほか、受入れ時の対応につい

て、県との調整を図る。 

 

３ 救助・救急、医療活動への備え----------------------

--------【市(総務部、保健福祉部)、下妻消防署、医療機関】 

災害時に迅速に応急活動ができるよう、それぞれの防災関係

機関の実情に応じ、救助・救急用資機材、車両、航空機等の整

備に努めるものとする。 

また、迅速な医療活動実施のため、市は、病院に対して、災

害時に必要な医薬品、医療用品等の備蓄を要請するとともに、

災害時に必要な医薬品、医療用品等を調達するため、あらかじ

め医薬品・医療用品等の販売事業者と協力協定の締結に努める。 

また、市は、災害時における医師や看護師等の派遣をはじめ

とした医療救護活動について、医療関係団体との協定の締結を

進めることにより協力体制の強化を図る。医療関係団体は、市
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4 消火活動への備え------------------------【下妻消防署】 

市は、防火水槽・貯水槽の整備、自然水利・指定消防水利の

増強を図るとともに、その適正な配置に努めるものとする。 

 

5 緊急輸送活動への備え-------------------------------

--------------------【市(総務部、経済建設部)、防災関係機関】 

地震災害対策計画編 第２章  第３節  第１「緊急輸送への

備え」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が実施する防災訓練に積極的に参加するものとし、さらに、協

議会の設置または会議等を通じ、平常時より相互の連携を図る。 

 

４ 消火活動への備え------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市は、防火水槽・貯水槽の整備、自然水利・指定消防水利の

増強を図るとともに、その適正な配置に努める。 

 

５ 緊急輸送活動への備え------------------------------

--------------【市(総務部、建設部)、防災関係機関】 

(1) 緊急輸送道路の指定・整備 

市は、緊急輸送道路のうち、市が管理する部分について、地

域防災計画の地震災害対策計画編で、緊急輸送道路の耐震強

化を示し、その計画に基づき緊急輸送道路の整備を行う。 

本市においては、特に市街地の街路が複雑な上、狭隘なた

め、被災時に市街地を中心として市内各地への円滑な輸送・交

通体制を実現するための道路体系の整備を図る必要がある。  

また、市内を縦横に走る河川や水路をまたぐ橋梁等に関して、

特に十分な耐震強化を図り、被災時に道路ネットワークを十

分に活用できるよう、幹線道路網を整備することが重要であ

る。 

 

(2) ヘリポートの指定・整備 

市は、緊急輸送の中継基地となる臨時ヘリポートを防災関

係機関と協議の上指定する。 
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6 避難収容活動、施設・設備の応急復旧活動への備え----

----------------------------------【市(総務部、経済建設部)】 

市をはじめとする防災関係機関は、避難場所、避難路をあら

かじめ指定し、住民に周知するとともに、災害時の避難誘導計

画を作成し、訓練を通して災害時要援護者に配慮した避難誘導

体制の整備に努めるものとする。また、所管する施設、設備の

被害状況の把握及び応急復旧を行うため、あらかじめ資機材を

整備するものとする。 

さらに、ヘリポートが災害時に有効に利用し得るよう、防災

関係機関及び市民に対し周知徹底を図るなど、所要の措置を

講じる。 

 

(3) 緊急輸送資機材、車両の調達体制の整備 

 1) 道路啓開用資機材、車両の調達体制の整備 

道路啓開作業（道路上の各種障害物の除去及び道路施設の

応急修復を行うこと等）に必要な資機材及び車両等の調達に

ついては、防災関係団体への協力を要請する。その際の具体的

な資機材、車両の種類及び数量について事前検討し、調達体制

を整備する。 

2) 緊急通行車両等の調達体制の整備 

市は、保有車両等を把握するとともに、必要に応じて防災関

係団体と協定を締結するなど緊急通行車両等の調達体制の整

備に努める。 

 

６ 避難収容活動、施設・設備の応急復旧活動への備え--

--------------------------【市(各部) 、防災関係機関】 

市をはじめとする防災関係機関は、避難場所、避難路をあら

かじめ指定し、市民に周知するとともに、災害時の避難誘導計

画を作成し、訓練を通して要配慮者に配慮した避難誘導体制

の整備に努める。また、所管する施設、設備の被害状況の把握

及び応急復旧を行うため、あらかじめ資機材を整備するもの

とする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

7 防災関係機関等の防災訓練の実施--------------------

--------------------------------【市(総務部)、防災関連機関】 

様々な状況を想定し、地域住民等を含めた防災関係機関が相

互に連携した実践的な訓練を実施するものとする。 

 

 

７ 防災関係機関等の防災訓練の実施-------------------

--------------------------【市(総務部)、防災関係機関】 

市は、様々な状況を想定し、地域住民等を含めた防災関係機

関が相互に連携した実践的な訓練を実施する。 

 

第 4 防災活動の促進-----------------------【市（総務部）】 

市は、林野利用者に対する啓発を実施するとともに、広報紙

掲載や立看板の設置等による広報宣伝に努めるものとする。 

 

第４ 防災活動の促進-----------------------【市（総務部）】 

市は、林野利用者に対し、火災予防に関する啓発を実施する

とともに、広報紙への掲載や立看板の設置等による広報・宣伝

に努める。 

 

第６章 林野火災対策 

第 2 節 災害応急対策 

 

林野火災が発生した場合、できるだけ被害を最小限にとどめ

るため、早期に初動体制を確立して、その拡大を防止し被害の

軽減を図るため、関係機関は次の対策を講じる。 

 

第 1 発災直後の情報の収集・連絡 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

林野火災発生直後の情報の収集・連絡体制を定める。 

 

第６章 林野火災対策 

第２節 災害応急対策 

 

林野火災が発生した場合、できるだけ被害を最小限にとど

めるため、早期に初動体制を確立して、その拡大を防止するよ

う、防災関係機関は次の対策を講じる。 

 

第１ 発災直後の情報の収集・連絡 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

林野火災発生直後の情報の収集・連絡体制を定める。 

 



第６章 林野火災対策 下妻市地域防災計画 その他の災害対策計画編 新旧対照表  

265 

 

改 訂 前 改 訂 後 

2 対策項目 

1 災害情報の収集・連絡 

 

■ 対策 

1 災害情報の収集・連絡 

(1) 林野火災情報の収集・連絡 

1) 市の措置---------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市は、火災の発生状況、人的被害の状況、林野の被害の状況

等の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報

を含め、把握できた範囲から直ちに県へ連絡する。併せて、「火

災・災害等即報要領」に基づき、消防庁に対しても覚知後 30

分以内で可能な限り早く報告するものとする。 

2) 県の措置-----------------------------------------【県】 

市から情報を収集するとともに、自らも必要な被害規模に

関する概括的な情報を把握し、これらの情報を消防庁に報告

するとともに必要な関係省庁へ連絡する。 

また、必要に応じて航空機による目視、撮影等による情報収

集を行う。 

 

(2) 林野火災情報等の収集・連絡系統 

林野火災情報等の収集・連絡系統は次のとおりとする。 

 

２ 対策項目 

１ 災害情報の収集・連絡 

 

■ 対 策 

１ 災害情報の収集・連絡 

(1) 林野火災情報の収集・連絡 

1) 市の措置---------------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市は、火災の発生状況、人的被害の状況、林野の被害状況等

の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を

含め、把握できた範囲から直ちに県へ報告する。併せて、「火

災・災害等即報要領」に基づき、消防庁に対しても覚知後 30

分以内で可能な限り早く報告する。 

2) 県の措置-----------------------------------------【県】 

市から情報を収集するとともに、自らも必要な被害規模に

関する概括的情報を把握し、これらの情報を消防庁に報告す

るとともに、その他関係する省庁へも連絡する。 

また、必要に応じて航空機による目視、撮影等による情報収

集を行う。 

 

(2) 林野火災情報等の収集・連絡系統 

林野火災情報等の収集・連絡系統は次のとおりとする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

連絡先一覧 

 

※自衛隊等への緊急連絡が必要な場合は、陸上自衛隊第一施設団(古河

駐屯所)0280-32-4141(内線 231)に連絡。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 連絡先一覧 

機関名 担当部署 
昼夜
の別 

電話番号 

消防庁 

応急対策室 昼 
03－5253－7527 

03－5253－7537（FAX） 

宿直室 夜間 
03－5253－7777 

03－5253－7553（FAX） 

茨城県 
消防安全課 昼 029－301－2896 

防災・危機管理課 夜間 029－301－2885 

下妻警察署  
昼 

0296－43－0110 
夜間 

※自衛隊等への緊急連絡が必要な場合は、陸上自衛隊施設学校（警備課

防衛班）029-274-3211(内線 234)に連絡すること 

 

 

機 関 名 担当部署 電話番号（夜間・休日の場合） 

消防庁 応急対策室 
  03-5253-7527  
  03-5253-7537(FAX) 

宿直室 
 03-5253-7777 
  03-5253-7553(FAX) 

茨城県 防災・危機管理課  029-301-2879  

下妻警察署  
 
 0296-43-0110 
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改 訂 前 改 訂 後 

(3) 応急対策活動情報の連絡-------------------【市(総務部)】 

市は、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等を県に連絡

し、必要に応じて応援の必要性等を連絡する。 

 

(3) 応急対策活動情報の連絡-------------------【市(総務部)】 

市は、応急対策の活動状況、災害対策本部設置状況、応援の

必要性等を、県に報告する。 

 

第 2 活動体制の確立 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

林野火災が発生した場合の市等の活動体制を定め、災害時に

的確な対応体制を確立する。 

 

2 対策項目 

1 市の活動体制 

2 県の活動体制 

3 広域的な応援体制 

4 自衛隊の災害派遣 

 

■ 対策 

1 市の活動体制 

(1) 職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

職員配備の決定基準は、林野火災の状況等により次のとお

り定める。 

体制区分 基     準 配 備 人 員 
災害対策本

部等の設置 

警戒体制 林野火災により、多 あらかじめ 災 害 警 戒

第２ 活動体制の確立 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

林野火災が発生した場合の市等の職員動員配備体制等を定

め、災害時に的確な活動体制を確立する。 

 

２ 対策項目 

１ 市の活動体制 

２ 県の活動体制 

３ 広域的な応援体制 

４ 自衛隊の災害派遣 

 

■ 対 策 

１ 市の活動体制 

(1) 職員の動員配備体制区分の基準及び内容 

職員動員配備体制の決定基準は、林野火災の状況等により

次のとおり定める。 

表 職員動員配備体制の決定基準 

体制区分 基 準 配備人員 
災害対策本

部等の設置 
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改 訂 前 改 訂 後 

(事前配備) 数の死傷者等が発

生するおそれのあ

る場合、またはその

他の状況により市

長が必要と認めた

場合。 

定める防災

関係職員 

本部を設置

する。 

非常体制 林野火災により、多

数の死傷者等が発

生した場合、または

その他の状況によ

り本部長が必要と

認めた場合。 

林野火災応

急対策が円

滑に行える

体制 

災 害 対 策

本部を設置

する。 

 

 

(2) 職員の動員配備体制の決定 

【警戒体制】 

林野火災情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に関

する総務部長の報告に基づき、市長が配備体制区分の決

定基準に基づき決定する。 

【非常体制】 

総務部長の報告に基づき市長が体制を決定する。 

 

表 決定者 

 決
定者 

代
決者 

代
決者 

警戒及び
非常体制 

市 
長 

副
市長 

教
育長 

警戒体制 

（事前配備） 

林野火災により、多

数の死傷者等が発

生するおそれのあ

る場合、または、そ

の他の状況により

市長が必要と認め

た場合 

あらかじ

め定める

防災関係

職員 

災 害 警 戒

本 部 を 設

置する。 

非常体制 

林野火災により、多

数の死傷者等が発

生した場合、また

は、その他の状況に

より市長が必要と

認めた場合 

林野火災

応急対策

が円滑に

行える体

制 

災 害 対 策

本 部 を 設

置する。 

 

(2) 職員動員配備体制の決定-----------------【市(総務部)】 

【警戒体制】 

林野火災情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に

関する総務部長の報告をもとに、市長が職員動員配備体制

の決定基準に基づき決定する。 

【非常体制】 

林野火災情報、被害情報、県及び防災関係機関の情報に

関する総務部長の報告をもとに、市長が職員動員配備体制

区分の決定基準に基づき決定する。 

 

表 職員動員配備体制の決定者 

 決定者 代決者 代決者 

警戒体制 市 長 副市長 教育長 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

(3) 職員の動員 

地震災害対策計画編 第３章  第１節  第１「職員参集・

動員」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 災害対策本部等の設置基準等---------------【市(総務部)】 

【災害警戒本部設置基準】 

① 林野火災により、多数の死傷者等が発生する恐れ

のある場合 

② その他市長が必要と認めた場合 

非常体制 

 

(3) 職員の動員---------------------------------【市(各部)】 

総務部長は、動員配備体制の決定に基づき、災害応急対策実

施のため、必要な職員の動員を行う。また、動員にあたっては

職員の安否を確認する必要があるため、安否確認の手順につ

いてあらかじめ定める。 

 

図 動員の伝達系統 

 

(4) 災害対策本部等の設置基準等 

【災害警戒本部設置基準】 

1) 林野火災により、多数の死傷者等が発生するおそれが

ある場合 

2) その他市長が必要と認めた場合 

市長

副市長

秘書課長 総務部長

消防・警察、TV等

②報告・伺い

③報告・伺い

①情報提供

②③報告・伺い
（特に緊急の場合）

④指示

⑤指示

⑥指示内容伝達

⑥指示内容伝達

⑥指示内容伝達

消防交通課課長
又は

危機管理監

各部長 教育部長

教育長

⑦指示内容伝達



第６章 林野火災対策 下妻市地域防災計画 その他の災害対策計画編 新旧対照表  

270 

 

改 訂 前 改 訂 後 

【災害警戒本部廃止基準】 

① 林野火災による多数の死傷者等の発生の恐れがな

くなった場合 

② その他市長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

① 林野火災により、多数の死傷者が発生した場合 

② その他市長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

① 林野火災の応急対策が概ね完了した場合 

② その他市長が必要なしと認めた場合 

【動員配備基準との対応】 

災害対策本部及び災害警戒本部の設置基準と動員配備

基準との対応は、地震災害対策計画編 第３章  第１節  

第１「職員参集・動員」に示したとおりである。 

 

(5) 現地災害対策本部の設置-----------------【災害対策本部】 

災害が局地的であり、かつ、特定の地域に著しい被害が生じ

たときは、より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置

する。 

【現地災害対策本部の組織】 

現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害

対策本部員その他の職員を置き、災害対策副本部長、災

害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が

指名する者をもって充てる。 

【災害警戒本部廃止基準】 

1) 林野火災による多数の死傷者等の発生のおそれがな

くなった場合 

2) その他市長が必要なしと認めた場合 

【災害対策本部設置基準】 

1) 林野火災により、多数の死傷者が発生した場合 

2) その他市長が必要と認めた場合 

【災害対策本部廃止基準】 

1) 林野火災の応急対策が概ね完了した場合 

2) その他市長が必要なしと認めた場合 

【動員配備基準との対応】 

災害対策本部及び災害警戒本部の設置基準と動員配備

基準との関係は、(1)の「職員の動員配備体制区分の基準及

び内容」に示したとおり。 

 

(5) 災害対策本部等の組織及び設置等-----------------------

----------------------【市(本部事務局、各部)】 

1) 組 織 

災害対策本部は以下の者をもってあてる。 

本部長 市長 

副本部長 
副市長 

教育長 

本部員 

市長公室長 

総務部長 

市民部長 
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改 訂 前 改 訂 後 

【現地災害対策本部の設置基準】 

・災害が局地的なもので、災害対策本部から遠隔地の場

合 

・被害が広域にわたる場合であっても、特定の地域に著

しい被害が生じた場合 

【現地災害対策本部の分掌事務】 

・現地の被害状況、復旧状況等の情報収集及び分析に関

すること 

・現地における災害応急対策の指揮・指令に関すること 

 

(6) 災害対策本部等の組織、設置の決定及び本部の設置等-----

-----------------------------------------------【市(各部)】 

地震災害対策計画編 第３章  第１節  第３「災害対策本

部」を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健福祉部長 

経済部長 

建設部長 

議会事務局長 

教育部長 

消防署長 

消防団長 

本部長が必要と認めた者（防災関係機関

職員等） 

なお、本部長に事故がある時、または本部長が欠けた時

は、市長の職務代理の順序により、副市長、次いで教育長が

その職務を代理する。 

 

図 災害対策本部組織図 

 2 )  本 部 の 設 置 

ア 設置に関する指示及び伝達 

  ①本部員及び関係機関等連絡 

下妻市防災会議

本部⾧ 市⾧ 事務局⾧ 危機管理監

副市⾧

教育⾧

市⾧公室⾧

総務部⾧

市民部⾧

保健福祉部⾧

経済部⾧

建設部⾧

議会事務局⾧

教育部⾧

消防署⾧

消防団⾧

本部⾧が必要と認めた者（防災関係機関職員等）

市⾧公室

本部事務局

各部の本部連絡員

危機管理室

本部員

副本部⾧

本部会議

現地災害対策本部

消防署

教育部

建設部

経済部

保健福祉部

市民部

総務部

各部
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    総務部長は、本部設置及び動員配備体制について市長

の指示を受けた時は、災害対策本部事務局長（消防交通

課長）を通じ本部員及び関係機関等に連絡する。 

  ②本部設置に関する指示 

   本部設置に関する指示の流れは、以下のとおり。 

 

イ 災害対策本部室の設営 

災害対策本部室は、市役所第２庁舎会議室とする。 

 

(6) 現地災害対策本部の設置-------------------【市(総務部)】 

災害が局地的であり、かつ、特定の地域に著しい被害が生じ

た時は、より被災地に近い場所に現地災害対策本部を設置す

る。 

【現地災害対策本部の組織】 

現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害

対策本部員その他の職員を置く。現地災害対策本部の要員

は、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のう

ちから災害対策本部長が指名する者をもって充てる。 

【現地災害対策本部の設置基準】 

・災害が局地的なもので、災害対策本部から遠隔地の場合 

・被害が広域にわたる場合であっても、特定の地域に著し

い被害が生じた場合 

【現地災害対策本部の分掌事務】 

図 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

2 県の活動体制------------------------------------【県】 

林野火災発生時の県の活動体制に関しては、茨城県地域防

災計画を参照する。 

 

3 広域的な応援体制---【市(総務部)、県、隣接市町、自衛隊】 

市内において林野火災が発生し、自力による応急対策等が

困難な場合、地震災害対策計画編 第３章 第３節 第２「応

援要請・受入体制の確保」に準じて、迅速・的確な応援要請の

手続きを行うとともに、受入体制の確保を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現地の被害状況、復旧状況等の情報収集及び分析に関す

ること 

・現地における災害応急対策の指揮・指令に関すること 

 

２ 県の活動体制-----------------------------------【県】 

林野火災発生時の県の活動体制に関しては、茨城県地域防

災計画を参照する。 

 

３ 広域的な応援体制--【県、市(総務部)、隣接市町】 

(1) 他市町村への要請 

市長は、市域に係る災害について適切な災害応急対策を実

施するために支援を受ける必要があると認める時は、あらか

じめ締結した応援協定に基づき、他の市町村長に対して応援

要請を行う。 

応援を求められた市町村は、災害応急対策のうち、消防、

救助等人命に関わるような災害発生直後の緊急性の高い応急

措置については、正当な理由がない限り、応援を行うものと

する。 

応援に従事する者は、災害応急対策の実施について市の指

揮の下で行動するものとする。 

 

(2) 県への応援要請または職員派遣のあっせん 

市長は、県知事（または指定地方行政機関等）に応援また

は職員派遣のあっせんを求める場合は、県に対し、次の事項
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を記載した文書をもって要請する。 

ただし、緊急を要し、文書をもってすることができない時

は、口頭または電話等により要請し、事後速やかに文書を送

付する。 

1) 応援要請時に記載する事項 

①災害の状況 

②応援(応急措置の実施)を要請する理由 

③応援を希望する物資、資材、機械、器具等の品名及び

数量 

④応援(応急措置の実施)を必要とする場所 

⑤応援を必要とする活動内容(必要とする応急措置内容) 

⑥その他必要な事項 

 

2) 職員派遣あっせん時に記載する事項 

①派遣のあっせんを求める理由 

②派遣のあっせんを求める職員の職種別人員 

③派遣を必要とする期間 

④その他職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

 

(3) 国の機関に対する職員派遣の要請 

市長は、市域における災害応急対策または災害復旧のた

め、必要があると認める時は、指定地方行政機関の長に対

し、次の事項を記載した文書をもって当該機関の職員の派遣

を要請する。 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①派遣を要請する理由 

②派遣を要請する職員の職種別人員 

③派遣を必要とする期間 

④その他職員の派遣について必要な事項 

 

(4) 民間団体等に対する要請-------【市(総務部)、各公共団体】 

市長は、市域における災害応急対策または災害復旧のた

め、必要があると認める時は、民間団体等に協力を要請す

る。 

 

(5) 消防機関への応援要請 

市は、市域の消防署、消防団の消防力では十分な活動が困

難である場合、県内の他の消防機関に対し、茨城県広域消防

相互応援協定に基づく応援要請を速やかに行うものとする。 

【応援派遣要請を必要とする災害規模】 

①大規模災害または災害の多発等により、災害の防御が困

難または困難が予想される災害 

②災害が拡大し茨城県内の他市町村または茨城県外に被

害が及ぶおそれのある災害 

③多数の要救助者があり、早期に多数の人員、資機材等が

必要な災害 

④特殊資機材を使用することが災害防御に有効である災 

害 

⑤その他応援派遣要請の必要があると判断される災害 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 受入体制の確保---------------------------【市(総務部)】 

1) 連絡・調整窓口の明確化 

市長は、国及び関係都道府県・市町村等との連絡を速やか

に行うため連絡窓口を定めておくものとする。また、市災害

対策本部内における応援受援に関する連絡・調整を円滑に行

うための組織や手順等を周知しておくものとする。 

2) 応援を円滑に受入れ、活動を容易にするための体制施設の

整備 

市長は、国及び関係都道府県・市町村等からの職員及び物

資等の応援を円滑に受入れ、業務の実施を容易にするため、

あらかじめ応援を受けることが必要な業務の選別、業務の実

施要領、資器材及び受入れるための施設等を整備しておくも

のとする。また、防災ボランティア等の人的応援についても

あらかじめ受入施設を定めておくものとする。 

3) 海外からの支援の受入れ 

市長は、国の非常（緊急）災害対策本部等が海外からの支

援の受入れを決定した場合には、その円滑な受入れに努め

る。 

 

(7) 消防機関からの応援受入体制の確保 

1) 受入窓口の明確化 

消防応援の受入窓口は、原則的に市総務部消防交通課また

は下妻消防署とする。ただし、災害対策本部が設置された場
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4 自衛隊の災害派遣-------------【市(総務部)、県、自衛隊】 

自衛隊の災害派遣の必要性を林野火災の規模や収集した被

害情報から判断し、必要と認められた場合、地震災害対策計画

編 第３章 第３節 第１「自衛隊派遣要請・受入体制の確保」

合は、市災害対策本部総務部本部班とする。 

2) 応援隊等の受入体制の整備 

市長は、市外からの応援隊等の応援を速やかに受入れ、消

防活動を容易にするため、受援計画等に基づき体制施設をあ

らかじめ整備しておくものとする。 

3) 応援隊との連携 

指揮系統、情報伝達方法等を明確にし、茨城県消防広域応

援基本計画に基づき、応援隊との連携により効率的な消防活

動を行う。 

【応援隊との連携を容易にするための措置事項】 

①災害状況の情報提供、連絡・調整(応援部隊指揮本部等の 

設置) 

②応援部隊の配置・活動場所の協議及び指示(指揮本部と 

代表消防機関協議) 

③部隊の活動、宿営等の拠点の整備・提供(公園等) 

④消防活動資機材の調達・提供 

4) 経費負担 

応援隊が応援活動に要した費用は、原則として応援を受け

た本市が負担する。 

 

４ 自衛隊の災害派遣------------【県、市(総務部)、自衛隊】 

 (1) 災害派遣要請の要求依頼--------------------------【市】 

市長は、地震の規模や収集した被害情報から判断し、次の災

害派遣判断の要件の範囲に照らして必要があれば直ちに自衛
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改 訂 前 改 訂 後 

に準じて要請するものとする。 

 

隊の災害派遣を県知事に要求依頼する。 

【災害派遣判断の要件】 

①公共性 

公共の秩序を維持するため、人命または財産を社会

的に保護しなければならない必要性があること 

②緊急性 

差し迫った必要性があること 

③非代替性 

自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適当な手段が

ないこと 

 

(2) 災害派遣要請の手続き---------------------【市(総務部)】 

1) 市長は、当該地域に係る災害が発生し、または発生しようと

している場合において、応急措置を実施するため必要があると

認める時は、資料編「自衛隊に対する災害派遣要請依頼書」に

より、県知事に対してその旨を申し出る。ただし、緊急を要す

る場合は電話等により行い、事後速やかに文書を提出する。 

2) 市長は前記 1) の依頼ができない場合には、その旨及び当

該地域に係る災害の状況を、直接最寄りの部隊に通知し、速や

かに県知事に対してその旨を通知するものとする。 

 

(3) 災害派遣の活動範囲---------------------------【自衛隊】 

自衛隊が災害派遣時に実施する救援活動の内容は、災害の

状況、他の救援機関等の活動状況、要請内容、現地における部
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改 訂 前 改 訂 後 

隊等の人員、装備等によって異なるが、通常、次に示すものと

する。 

項 目 内 容 

被害状況の把握 

車両、航空機等状況に適した手段

によって情報収集活動を行なって被

害状況を把握する。 

避 難 の 援 助 

避難の命令等が発令され、避難、

立退き等が行なわれる場合で必要が

ある時は、避難者の誘導、輸送等を

行い、避難を援助する。 

避 難 者 の 

捜 索 ・ 救 助 

行方不明者、負傷者等が発生した

場合は、通常、他の救援活動に優先

して捜索活動を行なう。 

水 防 活 動 

堤防、護岸等の決壊に際しては、

土のう作成、運搬、積込み等の水防

活動を行なう。 

消 防 活 動 

火災に際しては、利用可能な消防

車その他の防火用具（空中消火が必

要な場合は航空機）をもって、消防

機関に協力して消火にあたるが、消

火薬剤等は、通常、関係機関の提供

するものを使用するものとする。 

道 路 ま た は 

水 路 の 啓 開 

道路もしくは水路が損壊し、また

は障害物がある場合は、それらの啓

開または除去にあたる。 

応急医療、救護 

及 び 防 疫 

被災者に対し、応急医療、及び防

疫を行なうが、薬剤等は通常、防災

関係機関の提供するものを使用する

ものとする。 

人 員 及 び 物 資 緊急患者、医師その他救援活動に
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改 訂 前 改 訂 後 

の 緊 急 輸 送 必要な人員及び援助物資の緊急輸送

を実施する。この場合において航空

機による輸送は、特に緊急を要する

と認められるものについて行なう。 

炊 飯 及 び 給 水 
被災者に対し、炊飯及び給水を実

施する。 

救援物資の無償 

貸与または譲与 

「防衛省の管理に属する物品の無

償貸与及び譲与等に関する総理府

令」（昭和 33．総理府令第１号）に

基づき、被災者に対し救援物資を無

償貸付けし、または譲与する。 

危 険 物 の 保 安 

及 び 除 去 

能力上可能なものについて火薬

類、爆発物等危険物の保安措置及び

除去を実施する。 

通 信 支 援 
通信機器を用いて情報の収集及び

伝達を行う。 

広 報 活 動 
航空機、車両等を用いて、住民に

対する広報を行う。 

そ の 他 

その他臨機に必要なもので、自衛

隊の能力で対処可能なものについて

は、所要の措置をとる。 

 

(4) 自衛隊との連絡-------------------【市(総務部)、自衛隊】 

市長は、自衛隊の派遣要請が予測される災害が発生し、また

は発生するおそれがある場合には、迅速・的確にその状況を把

握し、陸上自衛隊施設学校(警備課)または当該地域を担当す

る古河・霞ヶ浦分区（第１施設団長、古河駐屯地所在部隊）に

通報するほか、必要な情報の交換をするものとする。 
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改 訂 前 改 訂 後 

第 3 救助・救急、医療及び消火活動 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

林野火災が発生した場合に、迅速に捜索、救助・救急、医療

及び消火活動が実施出来るように、活動体制等の確立を図る。 

 

2 対策項目 

1 救助・救急活動 

2 医療活動 

3 地上消火活動 

4 空中消火活動 

 

■ 対策 

1 救助・救急活動---------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市は、被害状況の早急な把握に努め、必要に応じ、非常災害

対策本部、現地災害対策本部等国の各機関や県及び他の市町村

に応援を要請するものとする。 

 

2 医療活動----【市(保健福祉部)、下妻消防署、医療関連機関】 

林野火災発生時に、医療救護を必要とする多数の傷病者が発

生した場合には、地震災害対策計画編 第３章  第４節  第５

「応急医療」に準じ、関係医療機関及び防災関係機関との密接

な連携のものと、医療救護活動を行うものとする。また、被災

第３ 救助・救急、医療及び消火活動 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

林野火災が発生した場合に、迅速に捜索、救助・救急、医療

及び消火活動が実施できるように、活動の方針等を定める。 

 

２ 対策項目 

１ 救助・救急活動 

２ 医療活動 

３ 地上消火活動 

４ 空中消火活動 

 

■ 対 策 

１ 救助・救急活動--------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市は、被害状況の早急な把握に努め、必要に応じ、非常災害

対策本部や現地災害対策本部等国の各機関、県及び他市町村に

応援を要請する。 

 

２ 医療活動---【市(保健福祉部)、下妻消防署、医療機関】 

市は、林野火災時、医療救護を必要とする多数の傷病者が発

生した場合には、関係する医療機関及び防災関係機関との密

接な連携のもと、医療救護活動を行う。 

 



第６章 林野火災対策 下妻市地域防災計画 その他の災害対策計画編 新旧対照表  

282 

 

改 訂 前 改 訂 後 

者に対する心のケアを行う必要がある場合は、地震災害対策計

画編 第３章  第５節  第２「避難生活の確保、健康管理」の

心のケア対策に準じて実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 医療施設による医療活動-----------------【医療機関】 

被災地域内の国立病院機構病院、国立大学法人病院、公立

病院、日赤病院及び災害拠点病院等は、設備・人員等におい

て患者の急増に即応できる体制を確保するとともに、トリア

ージを効果的に実施する。 

 

(2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等による医療活動-------------

----------------------【県、市(保健福祉部)、医療機関】 

1) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送 

医療救護チーム・ＤＭＡＴ等は、自らの移動手段の確保等

に努めるものとする。 

市は、医療救護活動が円滑に実施できるよう、県が派遣す

る医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の輸送にあたっては、輸送手

段の優先的確保など特段の配慮を行う。 

2) 医療救護チーム・ＤＭＡＴ等の配置 

県ＤＭＡＴ調整本部及び県ＤＰＡＴ調整本部は、県及び市

の災害対策本部等と調整の上、ＤＭＡＴ等を被災地等に派

遣・配置する。 

また、県は、病院等から派遣されてきた医療救護チーム

（日赤救護班、国立病院や県医師会等による医療救護チー

ム、ＪＭＡＴ等）を、市災害対策本部等と協議しながら県保

健福祉部及び保健所等において調整した上で、被災地の医療

救護所、病院等に配置する。 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾン
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、調整・配置についての助言を行うものとする。 

3) 医療救護チームの業務 

医療救護チーム（日赤救護班、国立病院や県医師会等によ

る医療救護チーム、ＪＭＡＴ等）は、次の活動を実施する。 

①被災者のスクリーニング(症状判別) 

②傷病者に対する応急処置の実施及び必要な医療の提供 

③医療機関への転送の要否の判断及びその順位の決定 

④死亡の確認 

⑤死体の検案 

⑥その他状況に応じた処置 

4) ＤＭＡＴ等の業務 

  ＤＭＡＴ等は、被災地における活動（域内搬送病院内支

援、現場活動を含む。）及び広域医療搬送を行う。 

  当医療圏では、茨城県西部メディカルセンターにＤＭＡＴ

が待機しており、県の要請を受け大規模災害時には現場に出

動し、救急救命処置とトリアージ、さらに後方病院への迅速

な搬送を担当することとなっている。 

5) 巡回相談チーム・ボランティアとの連携 

医療救護チームは、被災者の健康相談を行うために医師及

び保健師等で構成された巡回相談チームやボランティアとの

連携を図り、医療を必要とする被災者の情報収集に努め、医

療活動を行う。 

 

(3) ドクターヘリの活用 
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  県及び基地病院は、被災地域等にドクターヘリを派遣し、

救命医療及び患者の搬送を行う。 

 

(4) 医薬品等の供給 

県及び市は、医療機関や救護所で活動している医療救護チ

ームから医薬品等の供給要請があった場合は、茨城県医薬品

卸業組合、日本産業･医療ガス協会関東支部または茨城県医

療機器販売業協会に連絡し、流通備蓄している災害用品等を

速やかに供給するものとする。また、輸血用血液製剤につい

ては、茨城県赤十字血液センターが供給する。 

なお、医薬品等の陸路での供給が困難な場合には、県は速

やかにヘリコプターによる搬送の措置を講じる。 

 

(5) 精神保健医療体制 

1) 県（障害福祉課）は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡ

Ｔ）調整本部を厚生総務課内に設置し、原則として、精神科

医療機関の現状、保健所や市が行う心のケア活動の情報収

集、関係者への情報提供（ＦＡＸ等）を一元的に行う。 

また、県（障害福祉課）及び精神保健福祉センターは、Ｄ

ＰＡＴと連絡・調整を行い、被災地の保健・医療の現況等に

応じた心のケア活動の方針等を示す。ＤＰＡＴは、保健所、

市、日赤こころのケアチーム、その他の防災関係機関との連

携を図りながら、精神保健医療の支援にあたる。 

2) 保健所及び市は、連携して次のことを実施する。 
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ア フェイズ１～２ 

 ・心の健康相談、ＤＰＡＴによる避難所への巡回診療の

サポート及び必要時のＤＰＡＴとの同行訪問 

イ フェイズ３（近隣の精神科医療機関による診療再開） 

 ・継続的な対応が必要なケースの把握、対応、ＤＰＡＴ

への情報提供 

ウ フェイズ４ 

 ・仮設住宅入居者及び帰宅者等への巡回診療、訪問活動

（必要時同行訪問） 

 ・ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）への対応 

3) 保健所及び市は、特に、心理的サポートが必要となる遺

族、安否不明者の家族、高齢者、子ども、障がい者、外国人

に対しては十分に配慮するとともに、適切なケアを行う。 

 

(6) ＤＰＡＴの派遣要請 

県は市の要請もしくは必要に応じ、国や医療関係団体へＤ

ＰＡＴの派遣を要請する。ＤＰＡＴは、保健師派遣チーム等

と連携し、精神科医療が必要な者への治療にあたるととも

に、相談、カウンセリング等適切な対応を行う。さらに、被

災者のケアを行っている職員の精神的ケアも行う。 

 

(7) 精神科救急医療の確保-----------------------------【県】 

県は、治療の中断（薬切れ等）や環境の急変等から病状が

悪化し、緊急に入院が必要な精神障がい者に対して、県精神
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3 地上消火活動---【市(総務部)、下妻消防署、自主防災組織】 

市は、林野火災を覚知した場合は、火煙の大きさ、規模など

を把握し、迅速に消火隊を整え出動するとともに、消防相互応

援協定に基づく広域応援を要請するなど、火勢に対応できる消

科病院協会、精神科医療機関の協力を得ながら、受入れ可能

な医療機関の確認、オーバーベッドの許可、搬送の手続きな

ど、入院できるための体制を確保するものとする。 

こうした病状の悪化した精神障がい者を受入れる病床の確

保については、各医療機関と調整を行い、保健所、精神保健

福祉センター等に情報の提供を行う。 

 

(8) 市町村における災害時のこころのケアへの対応 

1) 災害後の一過性ストレス反応（急性ストレス障害、ＡＳ

Ｄ）や心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の情報や災害時

の心的反応プロセスを、被災者や関係者に周知する。相談機

関や相談窓口を明示し、必要な支援が得られるようにする。 

2) 災害直後から、見守りの必要があると思われる住民に対し

て、こころのチェックリスト等を用いてスクリーニングを行

う。 

3) 医療が必要と判断される場合は、避難所を巡回しているＤ

ＰＡＴの医師等に相談する。また、かかりつけ（精神科）医

療機関がある場合は、その精神科医療機関の受診につなげ、

その後も継続して支援する。 

 

３ 地上消火活動--【市(総務部)、下妻消防署、自主防災組織】 

市は、林野火災を覚知した場合は、火煙の大きさ、規模など

を把握し、迅速に消火隊を整え出動するとともに、消防相互応

援協定に基づく広域応援を要請するなど、火勢に対応できる
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火体制を迅速に確立するものとする。また、自主防災組織及び

住民は、林野火災発生後初期段階において、消防機関に協力す

るよう努めるものとする。 

 

 

4 空中消火活動 

(1) 現地指揮本部-------------------------------------【県】 

市が空中消火を要請した場合の現地指揮本部は、県（防災・

危機管理課）及びヘリコプター運用機関からの連絡員を含め

て構成するものとする。 

空中消火を効果的に実施するために消火計画を立て、各機

関との連携を図り、統一的な指揮を行う。 

 

 

(2) 空中消火基地-----------------------------------------

----------------【市(経済建設部)、県、ヘリコプター運用機関】 

消火薬剤準備場所、ヘリコプター離発着場、飛行準備場所

（燃料集積所を含む。）からなり、空中消火活動の拠点となる。

空中消火の実施が決定された時点で市は、県（防災・危機管理

課）及びヘリコプター運用機関と協議のうえ、適地を決めるも

のとする。 

 

(3) 空中消火用資機材等-------------------------------【県】 

県内３カ所（石岡市消防本部、常陸大宮市消防本部、高萩市

消火体制を迅速に確立する。また、自主防災組織及び住民は、

林野火災発生後初期段階において、自発的に初期消火活動を

行うとともに、消防署、消防団に協力するよう努めるものとす

る。 

 

４ 空中消火活動 

(1) 現地指揮本部-------------------------------------【県】 

市が空中消火を要請した場合の現地指揮本部は、県（消防安

全課）及びヘリコプター運用機関からの連絡員により構成す

るものとする。 

現地指揮本部は、空中消火を効果的に実施するために消火

計画を立て、各防災関係機関との連携を図り、統一的な指揮を

執る。 

 

(2) 空中消火基地-----------------------------------------

----------【県、市(建設部)、ヘリコプター運用機関】 

空中消火基地は、消火薬剤準備場所、ヘリコプター離発着

場、飛行準備場所（燃料集積所を含む。）からなり、空中消火

活動の拠点となる。市は、空中消火の実施が決定された時点

で、県（消防安全課）及びヘリコプター運用機関と協議の上、

適地を決めるものとする。 

 

(3) 空中消火の方法-----------------------------------【県】 

水のう型散水装置をヘリコプターの機体下部に吊し、上空
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消防本部）に管理されている消火薬剤散布装置をヘリコプタ

ーの機体下部に吊し、上空から散水、または消火薬剤を散布す

る。 

 

(4) 県防災ヘリコプターによる空中消火の要請基準 

1) 地上における消火活動では、消火が困難であり、防

災ヘリコプターによる消火の必要があると認めら

れる場合。 

2) その他、火災防御活動上、特に防災ヘリコプターに

よる活動が有効と認められる場合。 

 

(5) 自衛隊ヘリコプターの派遣------【市(総務部)、県、自衛隊】 

市は、必要と認められる際には、県に対して自衛隊ヘリコプ

ターの災害派遣を要請する。県は市からの要請があった場合、

速やかに自衛隊にヘリコプターの派遣要請を行う。 

 

から散水する。 

 

 

 

(4) 県防災ヘリコプターによる空中消火の要請基準 

1) 地上における消火活動では、消火が困難であり、防災ヘ

リコプターによる消火の必要があると認められる場合。 

2) その他、火災防御活動上、特に防災ヘリコプターによる

活動が有効と認められる場合 

 

 

(5) 自衛隊ヘリコプターの派遣------【県、市(総務部)、自衛隊】 

市は、必要と認められる場合には、県に対して自衛隊ヘリコ

プターの災害派遣要請を依頼する。県は、市から依頼があった

場合、速やかに自衛隊にヘリコプターの派遣要請を行う。 

 

 

第 4 緊急輸送のための交通の確保 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

林野火災が発生した場合に、緊急輸送等を実施するための交

通の確保を図る。 

 

第４ 緊急輸送のための交通の確保 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

林野火災が発生した場合に、緊急輸送等を実施するための

交通の確保を図る。 
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2 対策項目 

1 交通の確保 

 

■ 対策 

1 交通の確保-----------------【市（関係各部）、道路管理者】 

市及び道路管理者は、現場の警察官、関係機関等からの情報

に加え、交通監視カメラ、車両感知器等を活用して、交通状況

を迅速に把握するものとする。また、緊急輸送を確保するため、

直ちに一般車両の通行を禁止するなどの交通規制を行うものと

し、必要に応じて警備会社等との応援協定等に基づき、交通誘

導の実施等を要請するものとする。 

交通規制にあたっては、関係機関は、相互に密接な連絡をと

るものとする。 

 

２ 対策項目 

１ 交通の確保 

 

■ 対 策 

１ 交通の確保---------------【市（各部）、道路管理者】 

市及び道路管理者は、現場の警察官、防災関係機関等からの

情報に加え、交通監視カメラ、車両感知器等を活用して、交通

状況を迅速に把握する。また、緊急輸送を確保するため、直ち

に一般車両の通行を禁止するなどの交通規制を行うものとし、

必要に応じて警備会社等との応援協定等に基づき、交通誘導の

実施等を要請する。 

交通規制にあたっては、防災関係機関は、相互に密接な連絡

をとるものとする。 

 

第 5 避難収容活動 

林野火災による被害が発生し、または発生するおそれがある

場合において市が行う避難勧告等については、地震災害対策計

画編 第３章  第４節  第２「避難勧告、指示、誘導」に準じ

て実施するものとする。 

 

第 5 避難収容活動 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

災害が発生し、または発生するおそれがある場合におい

て、市民の生命または身体を災害から保護し、その他災害の

拡大を防止するため、市長は防災関係機関の協力を得て、避

難指示のほか、一般住民に対して避難準備及び自主的な避難

を呼びかけるとともに、避難行動要支援者等、特に避難行動

に時間を要する者に対して、早めの段階で「高齢者等避難」
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の伝達を行い、また、安全に誘導して未然に被害をくい止め

るものとする。 

 

２ 留意事項 

(1) 迅速かつ的確な情報収集 

避難情報発令の決定に際して必要な情報を、迅速かつ的確

に収集する。災害時にはこれらの情報は市よりも消防や警察

に集まりやすいため、これらの防災関係機関との連携を密に

して情報収集に遺漏がないようにする必要がある。 

 

(2) 防災関係機関の協力 

混乱なく速やかに避難を実施するためには、市、消防、警

察、その他機関の足なみが揃っている必要があり、情報の共

有化の徹底を図ることが必要である。 

 

(3) 要配慮者に配慮した避難誘導 

避難は地域住民（自主防災組織）、ボランティアなどの協

力を得て、地域の全員が安全に行うことが重要である。その

ためには、高齢者、病弱者、乳幼児、障がい者、外国人等の

要配慮者への配慮が必要である。 

 

３ 対策項目 

１ 避難情報の発令 

２ 警戒区域の設定 
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３ 避難の誘導 

４ 指定緊急避難場所 

５ 広域避難（広域一時滞在） 

 

■ 対 策 

１ 避難情報の発令 

(1) 避難が必要となる災害 

地震発生後、被害の拡大要因となる災害としては、次のよ

うなものがある。これらについては十分な警戒を行い、積極

的な情報収集に努め、適時適切に避難指示等を伝達する。 

また、必要に応じ、高齢者等避難開始を適切に出すように

努める。 

・地震による建物倒壊     ・がけ崩れ、地すべり 

・地震水害（河川、ため池等） ・延焼火災 

・危険物漏洩えい（毒劇物、爆発物） ・その他 

 

(2) 避難情報の発令 

-----【県、市(総務部、保健福祉部)、下妻警察署、自衛隊】 

市長は、火災、がけ崩れ、ため池の決壊、洪水等の事態が

発生し、または発生するおそれがあり、市民の生命、身体に

危険を及ぼすと認める時は、危険地域の住民に対し、速やか

に避難及び立退きの指示等を行う。 

また、市長は、必要に応じ、立退きの指示等の前の段階

で、住民に立退きの準備、または立退きに時間を要する者に
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対して早期に立退きを実施するよう促す。 

なお、市は、避難情報を発令する際に、国または県に必要

な助言を求めることができる。 

また、市は、躊躇なく避難情報を発令できるよう、平常時

から災害時において優先すべき業務を絞り込むとともに、当

該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた

体制の構築に努めるものとする。 

 1) 警察官 

  警察官は、地震に伴う災害の発生により、住民の生命、身

体に危険を及ぼすおそれがある場合において、市長が指示で

きないと認める時、または市長から要求があった時、もしく

は住民の生命、身体に危険が切迫していると自ら認める時

は、直ちに当該地域住民に対し立退きを指示するものとす

る。 

 2) 自衛官 

  災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害により危険

な事態が生じた場合で、警察官がその場にいない時は、危険

な場所にいる住民に避難の指示をするものとする。 

 

【避難情報と居住者等がとるべき行動等】 

避難情報等 発令される状況 とるべき行動等 

警戒レベル３ 

高齢者等避難 

災害のおそれあり 危険な場所から高

齢者等は避難 

警戒レベル４ 災害のおそれ高い 危険な場所から全
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避難指示 員避難 

警戒レベル５ 

緊急安全確保 

災害発生又は切迫 命の危険 直ちに

安全確保 

 

【避難情報等の発令実施者】 

発令実施者 発令実施の要件 根拠法令 

市 長 
・市民の生命、身体に危険を及

ぼすと認められる時 
災害対策基本法

第 60 条 
県知事 

・市がその全部または大部分の

事務を行うことができなくな

った時 

警察官 

・市長が指示できないと認める

時 

・市長から要求があった時 

・住民の生命、身体に危険が切

迫していると自ら認める時 

災害対策基本法

第 61 条 

警察官職務執行

法第４条 

自衛官 

・（災害派遣を命ぜられた部隊

の自衛官）危険な事態が生じ

た場合で、警察官がその場に

いない時 

自衛隊法第 94

条 

消防長また

は消防署長 

・ガス、火薬等事故の火災によ

り、人命又は財産に著しい被

害を与えるおそれがあると認

められる時 

消防法第 23 条

の２ 

水防管理者 

・洪水等によって氾濫による著

しい危険が切迫していると認

められる時 

水防法第 29 条 

 

(3) 避難情報の内容--------【市(総務部)、下妻警察署、自衛官】 
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避難情報（緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難）の発

令は、次の内容を明示して実施する。 

①要避難（準備）対象地域 

②避難先及び避難経路 

③避難情報（緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難）の

発令の理由 

④その他必要な事項 

 

(4) 避難措置の周知--------【市(総務部)、下妻警察署、自衛官】 

1) 住民への周知徹底 

避難情報を発令した者は、速やかにその旨を住民に対して

周知する。また、避難の必要がなくなった場合も、速やかに

周知する。この場合、次により周知を行うこととし、視聴覚

障がい者への周知徹底を期するとともに、情報の混乱を防止

する。 

①直接的な周知として、市防災行政無線、広報車、Ｌアラート、

ホームページ及びメール等を活用する。また、これによる避

難呼びかけの際には、住民の避難行動を促すため、緊迫感を

持たせるような工夫をほどこした呼びかけを行うものとす

る。 

②間接的な周知として、報道機関等の協力を得て、テレビやラ

ジオ等により広報する。また、市は、自主防災組織等の地域

コミュニティとの協力・連携を図り、要配慮者を含めた住民

への周知漏れを防ぐ。 
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2) 防災関係機関相互の連絡 

避難情報を発令、及び解除した者は、その旨を防災関係機

関に連絡し、現場での情報の混乱を未然に防止を図る。 

また、避難情報等の解除にあたっては、十分に安全性の配

慮に努めるものとする。 

 

２ 警戒区域の設定 

(1) 警戒区域の設定---------------【市(総務部)、下妻消防署】 

市長は、避難が必要となる災害の場合、警戒区域を設定

し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して、当該区域

への立ち入りを制限もしくは禁止し、または退去を命ずる。 

1) 警察官 

  市長またはその職権を行う吏員が現場にいない場合、また

は、これらの者から要請があった場合、警察官は、市長の権

限を代行する。この場合は、直ちに市長に対して通知する。 

 2) 自衛官 

  災害派遣を命ぜられた部隊などの自衛官は、市長、警察官

が現場にいない場合に限り、市長の権限を代行する。この場

合は、直ちにその旨を市長に通知する。 

 3) 消防職員 

  消防活動、水防活動を確保するために、消防または水防関

係者以外を現場近くに近づけないよう措置をすることができ

る（消防法第 28 条及び水防法第 21 条）。 
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改 訂 前 改 訂 後 

【警戒区域設定者】 

設定権者 警戒区域設定の要件 根拠法令 

市 長 

市民の生命または身体に対する

危険を防止するため特に必要があ

ると認める時 

災害対策基

本法第 63 条 

警察官 

市長もしくはその委任を受けて

法令に規定する市長の職権を行な

う市職員が現場にいない時、また

はこれらの者から要求があった時 

災害対策基

本法第 63 条 

自衛官 

（災害派遣を命ぜられた部隊等

の自衛官）市長その他法令に規定

する市長の職権を行うことができ

る市職員や警察官がその場にいな

い場合に限る。 

災害対策基

本法第 63 条 

消防職員 

火災の現場においては、消防吏

員または消防団員は、消防警戒区

域を設定して、総務省令で定める

者以外の者に対してその区域から

の退去を命じ、またはその区域へ

の出入を禁止しもしくは制限する

ことができる。 

消防法第 28

条 

水防管理者 

水防上緊急の必要がある場所に

おいては、水防団長、水防団員ま

たは消防機関に属する者は、警戒

区域を設定し、水防関係者以外の

者に対して、その区域への立入り

を禁止し、もしくは制限し、また

はその区域からの退去を命ずるこ

とができる。 

水防法第 21

条 
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改 訂 前 改 訂 後 

(2) 警戒区域設定の周知----【市(総務部)、下妻警察署、自衛官】 

警戒区域の設定を行った者は、避難情報と同様に、市民へ

の周知及び防災関係機関への連絡を行う。 

 

３ 避難の誘導 

(1) 避難誘導の方法---------------------------------------

----------【市(総務部、保健福祉部)、下妻警察署、下妻消防署】 

市、警察、その他が行う避難誘導は、市民の安全のため次

の事項に留意して速やかに行う。 

特に、要配慮者が円滑に避難できるよう、あらかじめ定め

るマニュアル・計画に沿った避難支援を行うことが重要であ

る。 

1) 指定緊急避難場所及び避難路や災害危険箇所等の所在、災

害の概要その他の避難に資する情報の提供に努めること 

2) 避難経路は、できる限り危険な道路、橋、堤防、その他新

たな災害発生場所を避け、安全な経路を選定すること 

3) 危険な地点には標示、縄張りを行うほか、状況により誘導

員を配置して安全を期すること 

4) 自主防災組織、その他適切な者に依頼して避難者の誘導措

置を講ずること 

5) 住民に対し、高齢者、乳幼児、小児、障がい者等要配慮者

の安全確保の援助及び優先避難を呼びかけ、近隣者相互の助

け合いによる全員の安全避難を図ること 

6) 避難誘導は受入れ先での救援物資の配給等を考慮して、で
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改 訂 前 改 訂 後 

きれば自治区等の単位で行うこと 

 

(2) 住民の避難対応---------------------------------【住民】 

1) 避難の優先 

避難にあたっては、病弱者、高齢者（ＷＨＯでは 65 歳以

上と定義）、障がい者等の避難を優先する。 

2) 携行品の一例 

緊急を要する場合は、貴重品(現金、貯金通帳、印鑑、有

価証券等)、タオル、ティッシュペーパー、マスク等とし、

比較的時間に余裕のある場合は、若干の食料、日用身の回り

品等とする。 

 

４ 指定緊急避難場所-----------------------【市(総務部)】 

  市は、災害発生時（災害が発生するおそれがある場合を含

む。）には、高齢者等避難の発令等とあわせて指定緊急避難

場所等を開放し、市民等に対し周知徹底を図るものとする。 

 

５ 広域避難（広域一時滞在）--------【国、県、市(総務部)】 

  市は、市域外への広域避難が必要となるような大規模広域

災害時に、円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共

団体との広域一時滞在に係る応援協定を締結するなど、災害

発生時の具体的な避難・受入れ方法を含めた手順等を定める

よう努めるものとする。 

また、市は、災害の規模、被災者の避難・受入れ状況、避
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改 訂 前 改 訂 後 

難の長期化等に鑑み、市域外への広域的な避難及び応急仮設

住宅等への入居が必要であると判断した場合においては、県

内の他の市町村への受入れについては当該市町村に直接協議

し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当

該他の都道府県との協議を求めるものとする。 

県は、市町村から協議要求があった場合、他の都道府県と

協議を行うものとする。また、市の行政機能が被災によって

著しく低下した場合など、市からの要求を待ついとまがない

時は、市町村の要求を待つことなく、広域一時滞在のための

要求協議を市に代わって行うものとする。 

国は、市及び県が、被災により自ら広域一時滞在のための

協議を行うことが不可能な場合は、広域一時滞在のための協

議を市に代わって行うものとする。また、市の行政機能が被

災によって著しく低下した場合など、市から要求を待ついと

まがない時は、市の要求を待つことなく、県に代わって、国

が広域一時滞在のための協議を行うものとする。 

 

第 6 施設、設備の応急復旧活動 

市をはじめとする各種施設管理者は、それぞれの所管する施

設、設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況を

把握し、ライフライン及び公共施設の応急復旧を速やかに行う

ものとする。 

 

第 6 施設、設備の応急復旧活動 

市をはじめとする各施設管理者は、それぞれの所管する施

設、設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況を

把握し、ライフライン及び公共施設の応急復旧を速やかに行

う。 

 

第 7 関係者等への的確な情報伝達活動 第７ 関係者等への的確な情報伝達活動 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

■ 基本事項 

1 趣旨 

関係者等への的確な情報伝達については、地震災害対策計画

編 第３章  第２節  第３「災害情報の広報」に準ずるほか、

次により実施する。 

 

2 対策項目 

1 情報伝達活動 

2 関係者からの問い合わせに対する対応 

 

■ 対策 

1 情報伝達活動--【市(総務部)、放送事業者、通信社、新聞社】 

市は、林野火災の状況、安否情報、医療機関などの情報、そ

れぞれの機関が講じている施策に関する情報、交通規制等被害

者の家族等に役立つ正確かつきめ細かな情報を、放送事業者、

通信社、新聞社等の報道機関の協力を得て適切に提供するもの

とする。この際、聴覚障がい者に対する広報は、正確でわかり

やすい文書や字幕付き放送、文字放送等によるものとする。 

・市及び関係機関の実施する応急対策の概

要      ・避難の指示、勧告及び避難先の指示 

・地域住民等への協力依

頼              ・その他必要な事項 

 

 

■ 基本事項 

１ 趣 旨 

関係者等への的確な情報伝達については、地震災害対策計

画編 第３章 第２節 第３「災害情報の広報」に準ずるほ

か、次により実施する。 

 

２ 対策項目 

１ 情報伝達活動 

２ 関係者からの問い合わせに対する対応 

 

■ 対 策 

１ 情報伝達活動---------------------------------------

----【市(総務部)、日本放送協会、茨城放送、茨城新聞社】 

市は、林野火災の状況、安否情報、医療機関などの情報、防

災関係機関が講じている施策に関する情報、交通規制等、被害

者の家族等に役立つ正確かつきめ細かな情報を、放送事業者、

通信社、新聞社等の報道機関の協力を得て適切に提供する。こ

の際、聴覚障がい者に対する広報は、正確でわかりやすい文書

や字幕付き放送、文字放送等によるものとする。 

【提供する情報】 

・市及び防災関係機関の実施する応急対策の概要 

・避難情報及び避難先の指示 

・地域住民等への協力依頼 
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改 訂 前 改 訂 後 

 

 

 

2 関係者からの問い合わせに対する対応----【市(総務部)】 

市は、必要に応じ災害発生後、速やかに関係者からの問い合

わせに対応する窓口設置、人員の配置等の体制の整備に努める

ものとする。 

 

・その他必要な事項 

 

 

２ 関係者からの問い合わせに対する対応---【市(総務部)】 

市は、必要に応じ災害発生後、速やかに関係者からの問い合

わせに対応する窓口設置、人員の配置等の体制の整備に努め

る。 

 

第 8 二次災害の防止活動---------------【市（経済建設部）】 

林野火災により、流域が荒廃した地域の下流部においては、

土石流等の二次災害が発生するおそれがあることに留意し、二

次災害の防止に努めるものとする。 

 

第８ 二次災害の防止活動--------------【市（建設部）】 

林野火災により、流域が荒廃した地域の下流部においては、

土石流等が発生するおそれがあることに留意し、二次災害の

防止に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


